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1. はじめに 

 

短時間で広域のモニタリングを実施する方法の一つとして、有人ヘリコプターを用いた

航空機モニタリング (Aerial Radiation Monitoring: ARM) が挙げられる。航空機モニタリング

による放射線の測定及びマッピングは、1979 年に発生したスリーマイル島原子力発電所事

故や 1986年に発生したチョルノービリ原子力発電所事故を契機とし、環境中の地表面に沈

着した人工放射性核種を迅速に検出するための手法として、ウラン探査の技術をベースに

開発されてきた 1)。現在、米国ではエネルギー省 (以下、DOE) を中心に多数の航空機モニ

タリングの機器を所有しており、核実験場等の計測等で培った経験を基に緊急時における

運用方法が整備されている 2),3)。また欧州では、スコットランド大学連合環境放射能研究

所 (Scottish Universities Environmental Research Centre: SUERC) を中心に、チョルノービリ原

子力発電所事故後に各国運用されている航空機モニタリングのシステムを一か所に集め比

較測定を実施することにより、データフォーマットや解析手法の標準化を行っている 4)。 

我が国でも航空機モニタリングは、1979 年に起きたスリーマイル島原子力発電所事故以

来、旧日本原子力研究所 (現国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 (以下、原子力機

構) ) を中心に開発が進められてきた。1980 年から 5 年間にわたって航空機 γ 線サーベイシ

ステム (Aerial Radiological Survey and Assessment System: ARSAS) が開発され、基本的な航

空機モニタリングの方法が確立された 5),6)。また、原子力災害時における空気中の放射性

プルームの評価を目的とし、ガス状の放射性物質を航空機モニタリングで測定する際の換

算係数がシミュレーション計算により求められた 7)。その後、航空機モニタリングの技術

は、 公益財団法人原子力安全技術センター (以下、NUSTEC) に引き継がれ、原子力防災に

おける放射線分布を早期に計測するツールとして整備されてきた 8)。しかしながら実態と

しては、東京電力福島第一原子力発電所 (以下、東電福島原子力発電所) 事故当時、我が国

において、航空機モニタリングは環境放射線モニタリング指針 9)で原子力防災時に実施す

るように位置づけられてはいたものの、広範囲の測定に対応できるデータ取得方法やデー

タ解析方法について、ルーチンベースで整備されていたとは言い難かった。 

2011 年 (平成 23 年) 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震に起因して、東電福島原子力発電

所事故が発生し、周辺環境に放射性物質が広く拡散したため、その影響を評価することが

急務となり、航空機モニタリングが実施されることとなった。東電福島原子力発電所から

半径 80 km 圏内において航空機モニタリングが DOE 及び NUSTEC と文部科学省 (以下、文

科省) により 2011 年 (平成 23 年) 4 月 6 日から開始された 10)-12)。同年 5 月 31 日から原子力

機構も航空機モニタリングに参画し、2013 年度 (平成 25 年度) 以降に実施主体を担うこと

となった。さらに当該事業は同年度に原子力規制庁 (以下、規制庁) に移管され、モニタリ

ング結果は規制庁のホームページで公開されている 13)。 

原子力機構をはじめとした航空機モニタリングの経験のある研究機関や企業などが集結

し、DOE の手法をベースに東電福島原子力発電所事故の状況や急峻な地形が多いという日
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本独特の環境を加味して、航空機モニタリングの測定及び評価手法の最適化を図ってきた。

これら蓄積した測定及び解析技術を基に、大規模な原子力災害における我が国初の日本全

域の航空機モニタリングを 2011 年 (平成 23 年) から 2012 年 (平成 24 年) にかけて行った

12)。当時作成した東電福島原子力発電所周辺における空間線量率マップや地表面における

放射性セシウム (以下、放射性 Cs) の沈着量マップは、避難指示区域設定の基礎資料となっ

た他、様々なメディアや研究に活用された 14)。また、事故直後に実施された東電福島原子

力発電所周辺の海上における航空機モニタリングデータを再解析し、事故直後の海上にお

ける I-131 や放射性 Cs の降下量マップを再構築し、シミュレーションと比較した例も報告

されている 15)。いずれの例も、東電福島原子力発電所事故後における航空機モニタリング

によるデータ取得の有効性及び得られる情報量の多さを示している。 

本報告書では、2024 年度 (令和 6 年度) に行った東電福島原子力発電所から 80 km 圏内外

における航空機モニタリングの結果について報告する。80 km 圏内については有人ヘリコ

プター (以下、有人ヘリ) を主軸とし、東電福島原子力発電所の近傍ではより詳細な測定デ

ータを得るため、無人ヘリコプター (以下、無人ヘリ) を用いてモニタリングを行った。80 

km 圏外については有人ヘリのみでモニタリングを行った。2024 年度 (令和 6 年度) におけ

る東電福島原子力発電所から 80 km 圏内における航空機モニタリングの内、有人ヘリによ

るモニタリングを「第 19次モニタリング」、福島県浜通り地域における無人ヘリによるモ

ニタリングを「浜通り第 2次無人ヘリモニタリング」、東電福島原子力発電所から 5 km圏

内における無人ヘリによるモニタリングを「第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリング」、

80 km 圏外における有人ヘリモニタリングを「東日本第 15 次モニタリング」と呼称する。

なお、第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングは「令和 6 年度放射性物質測定調査委託費

及び原子力施設等防災対策委託費 (東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放

射性物質の分布データの集約) 事業」16) (本事業とは別事業) の一環として行われたもので

あり、同事業の表記に準じて「第 16回」としている。また、有人ヘリモニタリングによる

空間線量率の評価の更なる高度化を目的とし、地形の起伏を考慮して空間線量率の補正を

行う解析手法を、東電福島原子力発電所から 80 km 圏内の測定データ (第 19 次モニタリン

グ、浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリング) に適

用し、得られた換算結果を地上測定値と比較することで空間線量率の換算精度の向上効果

について定量的評価を行った。さらに、80 km 圏外の測定データ (東日本第 15 次モニタリ

ング) について、大気中のラドン子孫核種に起因する γ線を弁別除去し、地表面の放射性核

種に起因する γ 線による空間線量率マップを作成した。加えて、国内の原子力発電所周辺

のモニタリングに適用することを見据え、無人航空機を用いたフライト試験及び無人航空

機用の放射線測定システムの測定精度評価を福島ロボットテストフィールドで実施した。

当試験を通じて、無人航空機によるモニタリングにおける課題を抽出した。 
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2. 東電福島原子力発電所事故に係る航空機モニタリングの経緯 

 

東電福島原子力発電所事故発生後に実施された航空機モニタリングの一連のスケジュー

ルと実績について Table 2-1 及び Fig. 2-1 に示す。本報告では、これら一連の東電福島原子

力発電所周辺における航空機モニタリングを「本事業」と総称する。本事業では、2011 年 

(平成 23年) 3月 25日に文科省によりプレス発表された「文部科学省航空機モニタリング行

動計画 17)」に則り、同年 4 月 6 日から文科省が主体となり DOE の協力を得て (測定：

NUSTEC)、「第 1 次モニタリング」として東電福島原子力発電所から 80 km 圏内における

有人ヘリモニタリングを開始した。また、同年 5月 18 日から「第 2 次モニタリング」とし

て東電福島原子力発電所から 80 km～100 km 圏を有人ヘリによりモニタリングした。その

後、同年 5 月 31 日に開始された「第 3 次モニタリング」からは原子力機構が加わって、東

電福島原子力発電所から 80 km 圏内の有人ヘリモニタリングを実施した。さらに、東電福

島原子力発電所から 100 km圏外にも放射性物質が拡散していることが予想されたため、同

年 6月 22日から福島周辺県の宮城県、栃木県、茨城県を対象に有人ヘリによるモニタリン

グを実施した後、同年 8 月 2 日から、文科省委託事業である「広域環境モニタリングのた

めの航空機を用いた放射性物質拡散状況調査」として、原子力機構が主体となり東日本全

域の有人ヘリモニタリング「東日本第 1 次モニタリング」を実施した。その後、東電福島

原子力発電所から 80 km圏内のモニタリングを同年 10月 22日から「第 4次モニタリング」

として有人ヘリにより実施した。また、本事業を拡大する形で、2012 年 (平成 24 年) 1 月

30 日からは、北海道から沖縄までの上記以外の地域における有人ヘリモニタリング「西日

本・北海道モニタリング」を実施した。同年 2 月 6 日からは、「警戒区域及び計画的避難

区域における有人ヘリモニタリング (第 4.5 次) 」として実施した。 

2012 年度 (平成 24 年度) は、それまでのデータに基づき、東電福島原子力発電所事故の

影響が見られる地域に限定し、有人ヘリモニタリングを継続した。空間線量率の比較的高

い場所 (0.2 μSv/h 以上) で東電福島原子力発電所から 80 km 圏内を除く地域を対象に、2012

年 (平成 24 年) 4 月 2 日から「東日本第 2 次モニタリング」を実施し、同年 10 月 31 日から

「東日本第 3 次モニタリング」を実施した。80 km 圏内については、同年 6 月 22 日及び 10

月 31 日から「第 5 次モニタリング」及び「第 6 次モニタリング」をそれぞれ実施した。さ

らに、2013 年 (平成 25 年) 3 月 4 日には「警戒区域及び避難指示区域における航空機モニタ

リング (第 6.5 次) 」を実施した。 

2013 年度 (平成 25 年度) には本事業の主体が文科省から規制庁に移管され、有人ヘリモ

ニタリングが継続された。東電福島原子力発電所から 80 km 圏内について 2013 年 (平成 25

年) 8 月 27 日及び 11 月 2 日から「第 7 次モニタリング」及び「第 8 次モニタリング」をそ

れぞれ実施した。また、同年 9 月 3 日から空間線量率の比較的高い場所 (0.2 μSv/h 以上) で

東電福島原子力発電所から 80 km 圏外を対象に「東日本第 4 次モニタリング」を実施した。

同年度の結果については、眞田他 (2014)18)に詳しく報告されている。 
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2014 年度 (平成 26 年度) は、東電福島原子力発電所から 80 km 圏内について 2014 年 (平

成 26 年) 9 月 1 日から「第 9 次モニタリング」を実施した。また、2014 年(平成 26 年)9 月

21 日より東電福島原子力発電所から 80 km 圏外を対象に「東日本第 5 次モニタリング」を

実施した。同年度の結果については、眞田他 (2015)19)に詳しく報告されている。 

2015 年度 (平成 27 年度) については、東電福島原子力発電所から 80 km 圏内について

2015 年 (平成 27 年) 9 月 12 日から「第 10 次モニタリング」を実施した。また、同年 10 月

2 日から東電福島原子力発電所から 80 km 圏外を対象に「東日本第 6 次モニタリング」を

実施した。さらに、バックグラウンド空間線量率の把握を目的として、九州電力川内原子

力発電所周辺の有人ヘリモニタリングを実施した (別事業)。同年度の結果については、眞

田他 (2016)20) に詳しく報告されている。 

2016 年度 (平成 28 年度) については、東電福島原子力発電所から 80 km 圏内について

2016 年 (平成 28 年) 9 月 14 日から「第 11 次モニタリング」を実施した。また、同年 10 月

15 日から東電福島原子力発電所から 80 km 圏外を対象に「東日本第 7 次モニタリング」を

実施した。さらに、別事業においてバックグラウンド空間線量率の把握を目的として、関

西電力大飯発電所並びに高浜発電所周辺及び四国電力伊方発電所周辺の有人ヘリモニタリ

ングを実施した。同年度の結果については、眞田他 (2018)21),22)に詳しく報告されている。 

2017 年度 (平成 29 年度) については、東電福島原子力発電所から 80 km 圏内について

2017 年 (平成 29 年) 9 月 9 日から「第 12 次モニタリング」を実施した。また、同年 9 月 29

日から東電福島原子力発電所から 80 km 圏外を対象に「東日本第 8 次モニタリング」を実

施した。さらに、別事業においてバックグラウンド空間線量率の把握を目的として、北海

道電力泊発電所、東京電力柏崎刈羽原子力発電所及び九州電力玄海原子力発電所周辺の有

人ヘリモニタリングを実施した。同年度の結果については普天間他 (2019)23),24)に詳しく報

告されている。 

2018 年度 (平成 30 年度) については、東電福島原子力発電所から 80 km 圏内について

2018 年 (平成 30 年) 9 月 6 日から「第 13 次モニタリング」を実施した。また、同年 10 月 8

日から東電福島原子力発電所から 80 km 圏外を対象に「東日本第 9 次モニタリング」を実

施した。さらに、別事業においてバックグラウンド空間線量率の把握を目的として、中国

電力島根原子力発電所及び中部電力浜岡原子力発電所周辺の有人ヘリモニタリングを実施

した。同年度の結果については普天間他 (2019)25),26)に詳しく報告されている。 

2019年度 (令和元年度) については、東電福島原子力発電所から 80 km圏内について 2019

年 (令和元年) 8 月 29 日から「第 14 次モニタリング」を実施した。また、同年 9 月 18 日か

ら東電福島原子力発電所から 80 km圏外を対象に「東日本第 10次モニタリング」を実施し

た。さらに、別事業においてバックグラウンド空間線量率の把握を目的として、東北電力

東通原子力発電所、日本原燃六ヶ所再処理工場及び北陸電力志賀原子力発電所周辺の有人

ヘリモニタリングを実施した。同年度の結果については普天間他 (2021)27),28)に詳しく報告

されている。 
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2020 年度 (令和 2 年度) については、東電福島原子力発電所から 80 km 圏内について 2020

年 (令和 2 年) 8 月 25 日から「第 15 次モニタリング」を実施した。また、同年 9 月 22 日か

ら東電福島原子力発電所から 80 km 圏外を対象に「東日本第 11 次モニタリング」を実施し

た。さらに、別事業においてバックグラウンド空間線量率の把握を目的として、関西電力

美浜発電所及び日本原子力発電敦賀発電所並びに近畿大学原子力研究所及び京都大学複合

原子力科学研究所における研究用原子炉周辺の有人ヘリモニタリングを実施した。同年度

の結果については普天間他 (2022)29), (2021)30)に詳しく報告されている。 

2021 年度 (令和 3 年度) については、東電福島原子力発電所から 80 km 圏内について 2021

年 (令和 3 年) 8 月 31 日から「第 16 次モニタリング」を実施した。また、同年 9 月 26 日か

ら東電福島原子力発電所から 80 km圏外を対象に「東日本第 12次モニタリング」を実施し

た。さらに、別事業においてバックグラウンド空間線量率データのアップデートを目的と

して、関西電力大飯発電所及び高浜発電所周辺の有人ヘリモニタリングを実施した。同年

度の結果については普天間他 (2023)31),32)に詳しく報告されている。 

2022 年度 (令和 4 年度) については、東電福島原子力発電所から 80 km 圏内について 2022

年 (令和 4 年) 9 月 1 日から「第 17 次モニタリング」を実施した。また、同年 9 月 13 日か

ら東電福島原子力発電所から 80 km圏外を対象に「東日本第 13次モニタリング」を実施し

た。さらに、別事業においてバックグラウンド空間線量率データのアップデートを目的と

して、関西電力美浜発電所並びに日本原子力発電敦賀発電所周辺及び四国電力伊方原子力

発電所の有人ヘリモニタリングを実施した。同年度の結果については普天間他 (2024)33),34)

に詳しく報告されている。 

2023 年度 (令和 5 年度) について、東電福島原子力発電所から 80 km 圏内においては、有

人ヘリ及び無人ヘリモニタリングデータを統合して空間線量率マップ及び放射性 Cs 沈着

量マップを作成することとなった。有人ヘリモニタリングについては、2023 年 (令和 5 年) 

9 月 7 日から「第 18 次モニタリング」を実施した。無人ヘリモニタリングについては、東

電福島原子力発電所の比較的近傍にて、同年 11 月 13 日から「浜通り第 1 次無人ヘリモニ

タリング」を実施した。また、同年 6 月 21 日から「第 15 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリン

グ」が実施された。なお、この無人ヘリモニタリングは「令和 5 年度放射性物質測定調査

委託費及び原子力施設等防災対策委託費 (東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に

伴う放射性物質の分布データの集約) 事業」35)の一環として行われたものである。また、

同年 9 月 20 日から東電福島原子力発電所から 80 km 圏外を対象に「東日本第 14 次モニタ

リング」を実施した。さらに、別事業においてバックグラウンド空間線量率データのアッ

プデートを目的として、九州電力川内発電所の有人ヘリモニタリングを実施した。同年度

の結果については普天間他 (2025)36),37)に詳しく報告されている。 

このように、これまでの有人ヘリ及び無人ヘリモニタリングによって、日本全域の陸域

における放射線量分布の全体像を示すとともに、東電福島原子力発電所事故の影響の大き

い地域については継続的に測定するなど、信頼できるデータを提供してきた。 



 

- 6 - 

また、これらの継続的な有人ヘリモニタリングと並行して、関連する技術開発を実施し

てきた。Table 2-2 に有人ヘリモニタリングに関連する技術開発の経緯について示す。なお、

本報告書では無人ヘリモニタリングに関する技術的な詳細は対象外とし、有効利用の範囲

に留める。無人ヘリモニタリングに関する具体的な技術開発や運用に関する情報について

は、参考文献 38)-40)を参照されたい。2011 年度 (平成 23 年度) は基本的な有人ヘリモニタリ

ングの手法を確立し、2012 年度 (平成 24 年度) はその手法をルーチン的に利用できる解析

システムを開発した。特に、地表面から 1 m の高さの空間線量率や地表面における放射性

Cs の沈着量への換算パラメータについては、実際にデータを取得しつつ評価する必要があ

ったため、得られた結果を基に考察し最適化を図った。また、バックグラウンドとなる天

然の放射線との識別方法に関するパラメータの設定には試行錯誤を重ねた 41),42)。さらに、

航空機モニタリングでは、γ 線計数率から空間線量率への換算方法は地表面が平面で空間

線量率が一様であると仮定しているため、山や谷などの地形が複雑な場所での空間線量率

の評価の精度が懸念されていた。この課題に対し、地上の勾配を評価できるように 10 mメ

ッシュの数値標高モデル (Digital Elevation Model: DEM) データの抽出ツールを開発した。

本ツールにより、測定場所の直下に降ろした直線から 45°に降ろした直線と地表の交点内

に含まれる DEM データを抽出し、測定場所の平均的な地表の高度を知ることができるよ

うになり、測定場所の地形的勾配を評価できるようになった。 

2013 年度 (平成 25 年度) には、東電福島原子力発電所から 80 km 圏内の谷や山地形等の

特徴的な地形の上空で有人ヘリモニタリングデータを取得し、地形が有人ヘリモニタリン

グデータに及ぼす影響に関する知見を取得した。さらに、高度な解析技術として、鳥居

他 43),44)は DOE が事故直後に実施した有人ヘリモニタリングデータの γ 線スペクトルをコ

ベル法により再解析し、得られた I-131 のピーク面積からモンテカルロ計算コードにより

地表面の沈着量に換算する手法を開発した。 

2014 年度 (平成 26 年度) には、有人ヘリモニタリングで用いる NaI(Tl)シンチレーション

式検出器 (以下、NaI(Tl)検出器) で取得した γ 線スペクトルデータに関数フィッティング法

を適用することにより、Cs-134 起源の 1,365 keV と K-40 起源の 1,461 keV の γ 線を弁別す

る手法を開発した。本手法は、放出エネルギーの近い人工放射性核種と自然放射性核種が

形成する複合ピークの弁別に資するものであり、原子力発電所事故直後に人工放射性核種

及び自然放射性核種の空間線量率を切り分けて評価するのに特に有用である。 

2015 年度 (平成 27 年度) には、有人ヘリモニタリングで評価対象である地表面に沈着し

た人工放射性核種とともに計測される、空気中のラドン子孫核種に起因する γ 線計数率を

より適切に減算することを目的として、空気中ラドン子孫核種から放出される γ 線を計測

するための LaBr3(Ce)シンチレーション式検出器 (以下、LaBr3(Ce)検出器) を導入し、地表

面から放出される γ 線と空気中ラドン子孫核種から放出される γ 線とのレスポンス差を利

用して両者を弁別する基礎的な手法を構築した。本手法は 2016 年度 (平成 28 年度) に航空

機モニタリングの解析システムに組み込むとともに、東電福島原子力発電所から 80 km 圏
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外の航空機モニタリングデータに適用した。また 2015 年度 (平成 27 年度) は、放射線計測

とともにレーザー測量及び写真測量データを積雪の前後で取得し 20)、積雪による放射線の

減衰係数を評価した 45)。この手法により、事故直後に積雪があり放射線が遮へいされた場

合においても一定の精度で航空機モニタリングが可能になった。 

2016 年度 (平成 28 年度) には、測位精度の向上がなされた当時最新の全球測位衛星シス

テム (以下、GNSS) を用いて有人ヘリモニタリングを行い、既存の GNSS の性能と比較評

価するとともに、測位精度が有人ヘリモニタリングによる空間線量率の計算値に与える影

響を評価した。 

2017 年度 (平成 29 年度) には、Ishizaki et al. (2017)46)が開発した地形の起伏を考慮して空

間線量率の計算値を補正する手法を有人ヘリモニタリングに適用できるようにシステム化

した。 

2018 年度 (平成 30 年度) には、地形の起伏を補正する手法を過去の有人ヘリモニタリン

グ結果に適用し、地上測定値を指標として標準的な解析手法と比較することにより、空間

線量率の換算精度向上について定量的な評価を実施した。 

2019 年度 (令和元年度) には、地形の起伏を補正する手法を既存の有人ヘリモニタリング

解析システムに組み込むとともに東電福島原子力発電所から 80 km 圏内の航空機モニタリ

ングデータに適用し、地上測定値を指標として標準的な解析手法と比較することにより、

空間線量率の換算精度向上を定量的に評価した。 

2022 年度 (令和 4 年度) には、ArcGIS Desktop 及び Python2 系で動作していた有人へリモ

ニタリング解析システムを ArcGIS Pro 及び Python3 系で動作するよう更新した。これによ

り、解析システムの動作を高速化し、解析作業の更なる効率化を行った。 

2023 年度 (令和 5 年度) には、東電福島原子力発電所から 80 km 圏内において、有人ヘリ

モニタリングに加え、無人ヘリモニタリングを導入したことに伴い、両者のデータを統合

して空間線量率及び地表面の放射性 Cs の沈着量をマッピングする手法を構築した。 
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Table 2-1 航空機モニタリングの経緯 

(1/2) 

 

モニタリング名 測定場所 測定実施機関 解析実施機関 測定実施日 結果公表日

DOE
60 km圏内
NUSTEC

60 km～80 km圏内

第2次モニタリング
東電福島原子力発電所から

80 km～100 km圏内
NUSTEC NUSTEC

2011/05/18
～05/26

2011/06/16

JAEA, NUSTEC
40 km圏内
NUSTEC

40 km～80 km圏内

JAEA, NUSTEC
40 km圏内
NUSTEC

40 km～80 km圏内

西日本・北海道
モニタリング

近畿～沖縄、北海道
JAEA

NUSTEC
OYO

JAEA
NUSTEC

OYO

2012/01/30
～05/31

随時公表

警戒区域及び計画的避難
区域における航空機

モニタリング (第4.5次)

警戒区域及び
計画的避難区域

NUSTEC
JAEA

NUSTEC
2012/02/06

～02/10
2012/02/24

東日本第2次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
 (0.2 µSv/h以上)

JAEA
NUSTEC

OYO

JAEA
NUSTEC

OYO

2012/04/02
～05/07

2012/09/28

第5次モニタリング
東電福島原子力発電所から

80 km圏内
JCAC
OYO

JCAC
NUSTEC

2012/06/22
～06/28

2012/09/28

第6次モニタリング
東電福島原子力発電所から

80 km圏内
JCAC
OYO

JCAC
NUSTEC

2012/10/31
～11/16

2013/03/01

東日本第3次
モニタリング

線量率の比較的高い場所 
(0.2 µSv/h以上)

NUSTEC JAEA
2012/10/31

～12/28
2013/03/01

警戒区域及び避難指示区
域における航空機

モニタリング (6.5次)

警戒区域及び
避難指示区域

JCAC
NUSTEC

JCAC
NUSTEC

2013/03/04
～03/11

2013/05/13

第7次モニタリング
東電福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
OYO

2013/08/27
～09/28

2013/12/25

東日本第4次
モニタリング

線量率の比較的高い場所 
(0.2 µSv/h以上)

JAEA
OYO

JAEA
OYO

2013/09/03
～11/04

2014/03/07

第8次モニタリング
東電福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
OYO

2013/11/02
～11/19

2014/03/07

第9次モニタリング
東電福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
OYO

2014/09/01
～09/20

2015/02/13

東日本第5次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
 (0.2 µSv/h以上)

JAEA
OYO

JAEA
OYO

2014/9/21
～11/07

2015/02/13

第10次モニタリング
東電福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
OYO

2015/09/12
～09/30

2016/02/02

東日本第6次
モニタリング

線量率の比較的高い場所 
(0.2 µSv/h以上)

JAEA
OYO

JAEA
OYO

2015/10/02
～11/04

2016/02/02

H27_BGモニタリング
川内原子力発電所から

80 km圏内
JAEA JAEA

2016/02/01
～02/07

-

H28_BGモニタリング（1）
大飯発電所及び高浜発電所

から80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
2016/07/20

～08/01
-

第11次モニタリング
東電福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
OYO

2016/09/14
～10/15

2017/02/13

東日本第7次
モニタリング

線量率の比較的高い場所 
(0.2 µSv/h以上)

JAEA
OYO

JAEA
OYO

2016/10/15
～11/18

2017/02/13

H28_BGモニタリング（2） 伊方発電所から80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
2016/11/29

～12/11
-

H29_BGモニタリング（1） 泊発電所から80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
2017/07/24

～08/02
-

H29_BGモニタリング（2）
柏崎刈羽原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA

2017/07/26
～08/10

2017/09/30
～10/01

-

第12次モニタリング
東電福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
OYO

2017/09/09
～09/25

2018/02/20

東日本第8次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
 (0.2 µSv/h以上)

JAEA
OYO

JAEA
OYO

2017/09/29
～11/16

2018/02/20

H29_BGモニタリング（3）
玄海原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
2017/11/28

～12/05
-

※DOE: 米国エネルギー省、NUSTEC: (公財) 原子力安全技術センター、JAEA: (国研)日本原子力研究開発機構、

　OYO: 応用地質 (株)、JCAC: (公財) 日本分析センター 

東電福島原子力発電所から
80 km圏内

第4次モニタリング

第1次モニタリング
東電福島原子力発電所から

80 km圏内

第3次モニタリング
東電福島原子力発電所から

80 km圏内

東日本第1次
モニタリング

JAEA
NUSTEC

OYO

青森～福井までの東日本
(2次, 3次実施部分除く）

JAEA
NUSTEC

OYO

2011/06/22
～10/20

随時公表

JAEA
NUSTEC

2011/10/22
～11/05

2011/12/16

DOE
2011/04/06

～04/29
2011/05/06

JAEA
NUSTEC

2011/05/31
～07/02

2011/07/08
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Table 2-1 航空機モニタリングの経緯 

(2/2) 

  

モニタリング名 測定場所 測定実施機関 解析実施機関 測定実施日 結果公表日

H30_BGモニタリング（1）
島根原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
2018/07/20

～07/27
-

第13次モニタリング
東電福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
OYO

2018/09/06
～10/16

2019/03/08

東日本第9次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
(0.2 µSv/h以上)

JAEA
OYO

JAEA
OYO

2018/10/08
～11/15

2019/03/08

H30_BGモニタリング（2）
浜岡原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
2018/11/27

～12/09
-

R1_BGモニタリング（1）
東通原子力発電所及び六ヶ所再

処理工場から80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
2019/06/26

～07/10
-

第14次モニタリング
東電福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
OYO

2019/08/29
～09/18

2020/02/13

東日本第10次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
(0.2 µSv/h以上)

JAEA
OYO

JAEA
OYO

2019/09/18
～11/02

2020/02/13

R1_BGモニタリング（2）
志賀原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
2019/11/21

～11/29
-

R2_BGモニタリング（1）
美浜発電所及び敦賀発電所から

80 km圏内
JAEA
SIC

JAEA
2020/07/22

～08/10
-

第15次モニタリング
東電福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
OYO

2020/08/25
～10/02

2021/02/15

東日本第11次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
(0.2 µSv/h以上)

JAEA
OYO

JAEA
OYO

2020/09/22
～10/30

2021/02/15

R2_BGモニタリング（2）
近畿大学原子力研究所及び

京都大学複合原子力科学研究所
から80 km圏内

JAEA
SIC

JAEA
2020/11/12

～11/19
-

第16次モニタリング
東電福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
SIC

JAEA
JDRONE

2021/08/31
～10/03

2022/03/04

東日本第12次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
(0.2 µSv/h以上)

JAEA
SIC

JAEA
JDRONE

2021/09/26
～10/25

2022/03/04

R3_BGモニタリング
大飯・高浜発電所から

80 km圏内
JAEA
OYO

JAEA
2021/11/06

～11/20
-

R4_BGモニタリング(1)
美浜発電所及び敦賀発電所から

80 km圏内
JAEA
SIC

JAEA
2022/07/26

～07/31
-

第17次モニタリング
東電福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
SIC

JAEA
JDRONE

2022/09/01
～09/30

2023/03/10

東日本第13次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
(0.2 µSv/h以上)

JAEA
SIC

JAEA
JDRONE

2022/09/13
～10/21

2023/03/10

R4_BGモニタリング(2)
伊方発電所から

80 km圏内
JAEA
SIC

JAEA
2022/11/11

～11/21
-

R5_BGモニタリング(前期)
川内原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
SIC

JAEA
2023/07/25

～07/28
-

第18次モニタリング
東電福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
SIC

JAEA
JDRONE

2023/09/07
～09/29

2024/02/22

浜通り第1次
無人ヘリモニタリング

福島県浜通り地域
JAEA

JDRONE
JAEA

JDRONE
2023/11/13

～11/27
2024/02/22

第15回5 km圏内
無人ヘリモニタリング*

東電福島原子力発電所から
5 km圏内

JAEA
JDRONE

JAEA
JDRONE

2023/6/21～
10/22

2024/02/22

東日本第14次
モニタリング

線量率の比較的高い場所
(0.2 µSv/h以上)

JAEA
SIC

JAEA
JDRONE

2023/09/20
～10/18

2024/02/22

R5_BGモニタリング(後期)
川内原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
SIC

JAEA
2023/11/12

～11/15
-

R6_BGモニタリング(前期)
島根原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
SIC

JAEA
2024/06/13

～06/17
-

東日本第15次モニタリング
線量率の比較的高い場所

(0.2 µSv/h以上)
JAEA
SIC

JAEA

2024/07/10
～07/31

2024/09/11
～10/14

2025/02/28

R6_BGモニタリング(後期)
島根原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
SIC

JAEA
2024/08/23

～09/05
-

第19次モニタリング
東電福島原子力発電所から

80 km圏内
JAEA
SIC

JAEA
JDRONE

2024/10/15
～11/19

2025/02/28

浜通り第2次
無人ヘリモニタリング

福島県浜通り地域
JAEA

JDRONE
JAEA

JDRONE
2024/11/18

～12/19
2025/02/28

第16回5 km圏内
無人ヘリモニタリング*

東電福島原子力発電所から
5 km圏内

JAEA
JDRONE

JAEA
JDRONE

2024/05/10
～10/02

2025/02/28

※JAEA: (国研)日本原子力研究開発機構、OYO: 応用地質 (株)、SIC：(株)静環検査センター、JDRONE:(株)JDRONE

*: 「放射性物質測定調査委託費及び原子力施設等防災対策委託費（東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う

　　放射性物質の分布データの集約）事業」にて実施された。各年度の同事業における表記に準じた名称としている。



 

 
 

- 10 - 

 

Fig. 2-1 航空機モニタリングの実績 

(1/3) 

  

年

月 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12

80 km
圏内

80 km
圏外

2011 2012 2013 2014 2015

東電福島原子力発電所事故

(03/11)

第1次モニタリング

(04/06～04/29)

第2次モニタリング

80 km～100 km圏内

(05/18～05/26)

東日本第1次モニタリング

青森～福井・岐阜・愛知

(06/22-10/20)

西日本・北海道モニタリング

京都・滋賀～沖縄

(01/30～05/31)

警戒区域及び計画的

避難準備区域 (4.5次)

(02/06～02/10)

東日本第2次モニタリング

(04/02～05/07)

東日本第4次モニタリング

(09/03～11/04)

東日本第5次モニタリング

(09/21～11/07)

警戒区域及び計画的

避難準備区域 (6.5次)

(03/04～03/11)

東日本第6次モニタリング

(10/02～11/04)

第3次モニタリング

(05/31～07/02)

第4次モニタリング

(10/22～11/05)

第5次モニタリング

(06/22-06/28)

第6次モニタリング

(10/31-11/16)

第7次モニタリング

(08/27～09/28)

第8次モニタリング

(11/02～11/19)

第9次モニタリング

(09/01～09/20)
第10次モニタリング

(09/12～9/30)

東日本第3次モニタリング

(10/31～12/28)
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Fig. 2-1 航空機モニタリングの実績 

(2/3) 

  

年

月 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12

80 km
圏内

80 km
圏外

2016 202020192017 2018

第11次モニタリング

(09/14～10/15)

東日本第8次モニタリング

(09/29～11/16)

川内BG

(02/01～02/07)

高浜・大飯BG

(07/20～08/01)

伊方BG

(11/29～12/11)

第12次モニタリング

(09/09～09/25)

玄海BG

(11/28～

12/05)

泊BG

(07/24～08/02)

柏崎刈羽BG

(07/26～08/10

および

09/30～10/01）

東日本第7次モニタリング

(10/15～11/18)

東日本第9次モニタリング

(10/08～11/15)

第13次モニタリング

(09/06～10/16)

浜岡BG(11/27～12/09)

島根BG(07/20～07/27)

東日本第10次モニタリング

(09/18～11/02)

第14次モニタリング

(08/29～09/18)

東通・六ヶ所BG

(06/26～07/10)

志賀BG(11/21～11/29)

東日本第11次モニタリング

(09/22～10/30)

第15次モニタリング

(08/25～10/02)

美浜・敦賀BG

(07/22～08/10)

近大炉・京大炉BG

(11/12～11/19)
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Fig. 2-1 航空機モニタリングの実績 

(3/3)  

年

月 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12

80 km
圏内

80 km
圏外

*: 「放射性物質測定調査委託費及び原子力施設等防災対策委託費（東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う

　　放射性物質の分布データの集約）事業」にて実施された。各年度における同事業の表記に準じた名称としている。

2024202320222021

東日本第12次モニタリング

(09/26～10/25)

第16次モニタリング

(08/31～10/03)

大飯・高浜BG

(11/06～11/20)

東日本第13次モニタリング

(09/13～10/21)

第17次モニタリング

(09/01～09/30)

伊方BG

(11/11～11/21)

美浜・敦賀BG

(07/26～07/31)

東日本第14次モニタリング

(09/20～10/18)

第18次モニタリング

(09/07～09/29)

川内BG (後期)

(11/12～11/15)

川内BG (前期)

(07/25～07/28)

浜通り第1次

無人ヘリモニタリング

(11/13～11/27)

第15回5 km 圏内

無人ヘリモニタリング*

(06/21～10/22)

東日本第15次モニタリング

(07/10～07/31)及び(09/11～10/14)

第19次モニタリング

(10/15～11/19)

島根BG (前期)

(06/13～06/17)

浜通り第2次

無人ヘリモニタリング

(11/18～12/19)

第16回5 km 圏内

無人ヘリモニタリング*

(05/10～10/02)

島根BG (後期)

(08/23～09/05)
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Table 2-2 航空機モニタリングに関わる技術開発の経緯 

開発成果技術開発項目年度 (和暦)

航空機モニタリングで取得したデータを地表面から1 mの高さの空間線量率に換算するためのパラメータの最適化等、基本的な
航空機モニタリングの解析手法を構築した。

基本的な航空機モニタリング解
析手法の確立

2011 (H23)

2011年度に開発した手法をルーチン的に利用できるシステムを構築した。
航空機モニタリング解析システ
ムの開発

2012 (H24)

航空機モニタリングにおける測定範囲の標高データを抽出できるツールを開発した。これにより、測定範囲内における地形勾配が
評価可能となった。

DEMデータ抽出ツールの開発

谷や山地形等の特徴的な地形の上空で航空機モニタリングデータを取得し、DEMデータ抽出ツールを用いて航空機モニタリング
データに与える影響に関する知見を取得した。

地形の影響調査2013 (H25)

東電福島原子力発電所事故直後に取得した航空機モニタリングデータのγ線スペクトルをコベル法により再解析し、I-131のピーク
面積からモンテカルロ計算コードにより地表面の沈着量に換算する手法を開発した。

I-131の地表面における沈着量
の評価手法の開発

スペクトルデータに関数フィッティング法を適用することにより、Cs-134起源のγ線 (1,365 keV) とK-40起源のγ線 (1,461 keV) を弁別
する手法を開発した。これにより、人工放射性核種および天然放射性核種の空間線量率を弁別して評価することが可能となった。

人工放射性核種と天然放射性
核種の弁別評価手法の開発

2014 (H26)

LaBr3(Ce)検出器を導入してデータを取得し、航空機モニタリングデータから空気中ラドン子孫核種に起因するγ線計数率をより適
切に減算するための基礎的な手法を構築した。

空気中ラドン子孫核種に起因す
るγ線を計測するための検出器
の導入

2015 (H27)

放射線計測とともにレーザー測量及び写真測量データを積雪の前後で取得し、積雪による放射線の減衰係数を評価した。積雪の影響評価手法の開発

空気中ラドン子孫核種に起因するγ線計数率の減算システムを構築し、航空機モニタリングの解析システムに組み込むとともに、
東電福島原子力発電所から80 km圏外の航空機モニタリングデータに適用した。

空気中ラドン子孫核種に起因す
るγ線を減算するシステムの組
み込み

2016 (H28)

測位精度の向上がなされた、当時最新のGNSSを用いて航空機モニタリングを行い、既存のGNSSの性能と比較評価するとともに、
測位精度が航空機モニタリングによる空間線量率の計算値に与える影響について評価した。

GNSSの精度評価

Ishizaki et al. (2017)46)が開発した、地形の起伏を考慮して空間線量率の換算値を補正する手法を航空機モニタリングに適用でき
るようにシステム化した。

地形の起伏を考慮した補正手
法のシステム化

2017 (H29)

地形の起伏を考慮した補正手法を過去の航空機モニタリング結果に適用し、地上測定値を指標として従来手法と比較することに
より、空間線量率の計算精度の向上について定量的な評価を実施した。

地形の起伏を考慮した補正手
法による空間線量率計算精度
の向上評価

2018 (H30)

地形の起伏を考慮した補正手法を航空機モニタリング解析システムに組み込むとともに、東電福島原子力発電所から80 km圏内
のデータに適用した。

地形の起伏を考慮した補正手
法の航空機モニタリング解析シ
ステムへの組み込み

2019 (R1)

ArcGIS Desktop及びPython2系で動作していた航空機モニタリング解析システムをArcGIS Pro及びPython3系で動作するよう更新し
た。

航空機モニタリング解析システ
ムの更新

2022 (R4)

有人ヘリコプターと無人ヘリコプターを併用して東電福島原子力発電所から80 km圏内の航空機モニタリングを実施するように
なったことに伴い、両者のデータを統合した上で空間線量率マッピングを行う手法を構築した。

有人ヘリコプターと無人ヘリコプ
ターの測定データを統合し、
マッピングする手法の構築

2023 (R5)
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3. 測定システムとヘリコプター 

  

3.1. 測定システム 

 

3.1.1.有人ヘリコプター 

 

有人ヘリモニタリングシステムには、大型の NaI(Tl)検出器を用いたスペクトル測定型の

放射線検出器の情報と GPS (Global Positioning System, 全地球測位網) による位置情報をリン

クしてデータを保存するシステムが用いられる。 

今回のモニタリングで使用した Radiation Solutions Inc. (RSI, Canada) 製のシステム (以下、

RSI システム) は、東電福島原子力発電所事故当時に DOE により行われた航空機モニタリ

ングで用いられたシステムと同一であり、ヘリコプター機内に搭載するタイプである。

RSI システムのブロック図を Fig. 3-1 に示し、外観を Fig. 3-2 に示す。検出部には、2″× 4″× 

16″の NaI(Tl)検出器 3 本を組み込んだ検出器のユニット (RSX-3) を 2 台使用している (検出

部容量合計: 12.6 L)。なお、NaI(Tl)検出器の上部に設置してある LaBr3(Ce)検出器 (RSX-1) 

は空気中のラドン子孫核種に起因する γ 線計数率の弁別 (8 章に詳述する) に使用する。検

出器で計測した 1,024 ch (0 ch～1,023 ch) の γ 線のスペクトルは 1 秒ごとに同期する GPS に

よる位置データとともに、RS-701 と呼ばれる NaI(Tl)検出器上部に取り付けてあるデータ

収集装置に保存される。検出器 2 台のデータは RS-501 という装置で統合される。RS-501

は PC と接続でき、PC にインストールされている専用のソフトウェア (RadAssist) を使用す

ることによって GPS による位置情報や γ 線の計数率情報をリアルタイムに確認できる。ま

た、RSI システム全体は外付けのバッテリーで駆動し、完全充電で約 5 時間の稼働が可能

である。本報告で使用した RSI システムは 2 セットあるため、以下ではそれぞれ RSI 1 及

び RSI 2 と区別する。 

また、RSI システムの GPS 受信機とは独立して高精度 GPS システムも機内に搭載してい

る。当該システムでは高精度 GPS 受信機 (CORE 社製 QZNEO) が用いられており、RSI シ

ステムの GPS 受信機と比較して利用可能な信号が多い。具体的には、準天頂衛星システム 

(通称：みちびき) からの情報を利用できるほか、L1-SAIF と呼ばれる補強信号を受信する

ことにより、精度の高い位置情報の測定を行うことができる。測定された γ 線計数率とそ

の位置情報との紐付けは基本的に RSI システムの GPS で取得された緯度及び経度を基に行

うが、RSI システムの GPS が異常値を示す例が確認されている 23)。そのような事象が起き

た際には、位置情報を高精度 GPS で取得された緯度、経度及び高度に置換する。 
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Fig. 3-1 RSI システムのブロック図 

 

 

Fig. 3-2 RSI システムの外観  
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3.1.2.無人ヘリコプター 

 

無人ヘリモニタリングシステムの検出器の構成及び本システムのブロック図をそれぞれ、

Fig. 3-3 及び Fig. 3-4 に示す。本システムは、γ 線測定を行う放射線検出器、データの処理

を行うデータ処理装置、フライト中の測定情報を確認できる地上基地局で構成される。放

射線検出器には LaBr3(Ce)検出器 (結晶サイズ：2.0"φ × 2.0" H) を 3 本 (検出部容量合計: 0.31 

L) 使用している。放射線検出器は 1 秒ごとに各結晶の γ 線スペクトル(1,000 ch) を取得可能

であり、測定データは GPS 測位で得られた時間情報及び位置情報と紐づけられ保存される。

データ処理装置は、放射線検出器で得られたデータ、無人ヘリ機体から得られた GPS 情報、

また気圧温湿度計の情報等を GPS 時刻と紐づけて保存し、LTE (Long Term Evolution) 通信

を用いて Web サーバ及び地上基地局にデータを伝送する。地上基地局では、測定で得られ

た各種情報をリアルタイムで確認することができ、記録の開始/停止、電源の ON/OFF 等の

操作を遠隔で行うことができる。本システムは無人ヘリのバッテリーからの給電で駆動す

る。位置情報は、無人ヘリ機体、放射線検出器、データ処理装置、各種装置で取得可能だ

が、測定データの解析には最も測位精度が高い、無人ヘリ機体で得られた GPS 位置情報 

(NovAtel, Receiver:OEM719, Antenna: ANT-26C1GA-TBW-N) を採用した。 

 

 
Fig. 3-3 無人ヘリモニタリングシステムの検出器の構成 
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Fig. 3-4 無人ヘリモニタリングシステムのブロック図 
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3.2. ヘリコプターの選定 

 

3.2.1.有人ヘリコプター 

 

RSI システムは有人ヘリコプター機内に搭載するタイプであるため、ヘリコプターの機

底に燃料タンクがある場合、燃料タンクの材料及び燃料による γ 線の遮へい効果を考慮す

る必要がある。そこで、γ 線の測定値の誤差を低減するため、ヘリコプターは機底に燃料

タンクのないものに限定した。航空機モニタリングに使用できる機底に燃料タンクのない

機種の例を Fig. 3-5 に示す。また、2012 年以降の航空機モニタリングで使用した機種 (機体

番号) と RSI システムの組み合わせを Table 3-1 に示す。2024 年度 (令和 6 年度) は機体繰り

の都合から、Bell412 (JA6928) 、Bell430 (JA05TV) 及び S-76 (JA6901) を使用した。 

 

 

Fig. 3-5 機底に燃料タンクのないヘリコプター機種一覧  

Bell430 Bell412

AS332 S-76
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Table 3-1 搭載した RSI システムと有人ヘリコプターの組み合わせ 

(1/2) 

 
 

第5次モニタリング
2012/06/22

～06/28
Bell430

(JA05TV)
NNK

AS332
(JA9660)

NNK

第6次モニタリング
2012/10/31

～11/16
Bell430

(JA6900)
AAC

東日本第3次モニタリング
2012/10/31

～12/28
Bell412

(JA6767)
NNK

Bell430
(JA05TV)

NNK

警戒区域及び避難指示区域における航空
機モニタリング (第6.5次)

2013/03/04
～03/11

Bell412
(JA6767)

NNK

Bell430
(JA6900)

AAC
Bell412

(JA6928)
AAC

Bell412
(JA6767)

NNK
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell430
(JA6900)

AAC
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell412
(JA6767)

NNK

第8次モニタリング
2013/11/02

～11/19
Bell430

(JA6900)
AAC

Bell430
(JA05TV)

NNK

第9次モニタリング
2014/09/01

～09/20
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell412
(JA6928)

AAC

Bell412
(JA6767)

NNK

Bell412
(JA6928)

AAC

第10次モニタリング
2015/09/12

～09/30
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell412
(JA6928)

AAC

Bell412
(JA6767)

NNK

Bell412
(JA6928)

AAC

川内原子力発電所BGモニタリング
2016/02/01

～02/07
Bell412

(JA6928)
AAC

大飯・高浜発電所BGモニタリング
2016/07/20

～08/01
Bell412

(JA9584)
AAC

第11次モニタリング
2016/09/14

～10/15
Bell430

(JA05TV)
NNK

S-76
(JA6901)

AAC

伊方発電所BGモニタリング
2016/11/29

～12/11
Bell430

(JA05TV)
NNK

泊発電所BGモニタリング
2017/07/24

～08/02
Bell412

(JA6767)
NNK

柏崎刈羽原子力発電所BG
モニタリング

2017/07/26
～08/10

2017/09/30
～10/01

Bell430
(JA05TV)

NNK

第12次モニタリング
2017/09/09

～09/25
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell412
(JA9616)

AAC

Bell412
(JA6767)

NNK

Bell412
(JA9616)
Bell412

(JA6928)

AAC

AAC

玄海原子力発電所BGモニタリング
2017/11/28

～12/05
S-76

(JA6655)
AAC

（）内は機体登録番号、NNK: 中日本航空株式会社所有、AAC: 朝日航洋株式会社所有

2013/09/03
～11/04

年度

Bell430
(JA05TV)

NNK

2017

東日本第8次モニタリング
2017/09/29

～11/16
Bell430

(JA05TV)
NNK

2016

東日本第7次モニタリング
2016/10/15

～11/18

2015
東日本第6次モニタリング

2015/10/02
～11/04

第7次モニタリング
2013/08/27

～09/28

2014

東日本第5次モニタリング
2014/09/21

～11/07

2012

2013

東日本第4次モニタリング

モニタリング名 モニタリング期間
搭載したRSIシステムと有人ヘリコプター機種(機体番号)の組み合わせ

RSI 1 RSI 2 RSI 3 RSI 4

Bell412
(JA6767)
Bell412

(JA9616)

NNK

AAC

Bell430
(JA05TV)

NNK

Bell430
(JA05TV)

NNK
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Table 3-1 搭載した RSI システムと有人ヘリコプターの組み合わせ 

(2/2) 

 

島根原子力発電所BGモニタリング
2018/07/20

～07/27
Bell430

(JA6900)
AAC

第13次モニタリング
2018/09/06

～10/16
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell430
(JA6900)

AAC

東日本第9次モニタリング
2018/10/08

～11/15

Bell430
(JA05TV)

Ｓ-76
(JA6655)

NNK

AAC

Bell412
(JA6767)
Bell430

(JA05TV)

NNK

NNK

浜岡原子力発電所BGモニタリング
2018/11/27

～12/09
Bell430

(JA05TV)
NNK

東通・六ヶ所BGモニタリング
2019/06/26

～07/10
Bell430

(JA6900)
AAC

第14次モニタリング
2019/08/29

～09/18
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell 412
(JA9616)

AAC

東日本第10次モニタリング
2019/09/18

～11/02
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell412
(JA9616)
Bell412

(JA6767)

AAC
NNK

志賀原子力発電所BGモニタリング
2019/11/21

～11/29
Bell430

(JA6900)
AAC

美浜・敦賀BGモニタリング
2020/07/22

～08/10
Bell412

(JA9616)
AAC

第15次モニタリング
2020/08/25

～10/02

Bell430
(JA05TV)
Bell412

(JA6767)

NNK

NNK

Bell412
(JA6928)

AAC

東日本第11次モニタリング
2020/09/22

～10/30
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell412
(JA6928)
Bell412

(JA6767)

AAC

NNK

近大炉・京大炉BGモニタリング
2020/11/12

～11/19
Bell412

(JA6928)
AAC

第16次モニタリング
2021/08/31

～10/03

Bell430
(JA05TV)
Bell412

(JA6767)

NNK
Bell430

(JA02AX)
AAC

大飯・高浜BGモニタリング
2021/11/06

～11/20
Bell412

(JA6928)
AAC

美浜・敦賀BGモニタリング
2022/07/26

～07/31
Bell430

(JA02AX)
AAC

第17次モニタリング
2022/09/01

～09/30
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell412
(JA9616)
Bell412

(JA6928)

AAC

AAC

東日本第13次モニタリング
2022/09/13

～10/21
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell412
(JA6928)
Bell412

(JA412N)

AAC

NNK

伊方BGモニタリング
2022/11/11

～11/21
Bell412

(JA9616)
AAC

川内BGモニタリング (前期)
2023/07/25

～07/28
Bell430

(JA02AX)
AAC

第18次モニタリング
2022/09/07

～09/29
Bell430

(JA05TV)
NNK

S-76
(JA6901)

AAC

東日本第14次モニタリング
2023/09/20

～10/18
Bell430

(JA05TV)
NNK

Bell430
(JA02AX)
Bell412

(JA412N)

AAC

NNK

川内BGモニタリング (後期)
2023/11/12

～11/15
Bell412

(JA6929)
AAC

島根BGモニタリング (前期)
2024/06/13

～06/17
Bell412

(JA6928)
AAC

東日本第15次モニタリング
2024/07/10

～10/14

Bell412
(JA6928)

S-76
(JA6901)
Bell430

(JA05TV)

AAC

AAC

NNK

島根BGモニタリング (後期)
2024/08/23

～09/05
S-76

(JA6901)
AAC

第19次モニタリング
2024/10/15

～11/19
Bell430

(JA05TV)
NNK

（）内は機体登録番号、NNK: 中日本航空株式会社所有、AAC: 朝日航洋株式会社所有

2022

2024

2019

2023

2020

2021

モニタリング期間
搭載したRSIシステムと有人ヘリコプター機種(機体番号)の組み合わせ

RSI 1 RSI 2

2018

RSI 3 RSI 4
年度 モニタリング名

東日本第12次モニタリング
2021/09/26

～10/25
Bell430

(JA05TV)

Bell430
(JA02AX)
Bell412

(JA6767)

AAC

NNK
NNK



 

- 21 - 

3.2.2.無人ヘリコプター 

 

浜通り第 2 次無人ヘリモニタリングでは、3.1.2 項に示した無人ヘリモニタリングシステ

ムを搭載したヤマハ発動機 (株) 自動航行型無人ヘリ FAZER R G2 を使用した (Fig. 3-6)。フ

ライト中の機体操作は、衛星通信 (AVIATOR, UAV 200) を用いて行った。 

なお、第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングについても、同一のシステム及び機体が

使用されている 16)。ただし、第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングは、地上波通信で機

体操作を行っており、搭載している GPS 機器が異なる (NovAtel 2G15A-XTB-1, Differential 

GPS)。 

原子力機構では、東電福島原子力発電所事故直後から無人ヘリを用いた放射線分布の測

定手法についての研究開発を行っている。これまで同機体を用いて、除染前後のモニタリ

ング 38)、東電福島原子力発電所周辺のモニタリング 39)及び河川敷のモニタリング 40)等、国

内における放射線測定の運用実績が多数ある。いずれにおいても墜落事故等は発生してお

らず、信頼性の高い機体である。 

 

 
Fig. 3-6 無人ヘリモニタリングシステムを搭載した FAZER R G2 
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3.3. 有人ヘリコプター機体による γ 線遮へい効果 

 

有人ヘリは機底に燃料タンクのない機種を選定しているが、機種による機底の材質や構

造の差異により、γ 線の遮へいの程度は異なると考えられる。本節では、γ 線遮へい効果を

把握するために点線源 (Cs-137：約 9.1 MBq) を用いて RSI システム検出器で測定した計数

率を比較した。地上における空間線量率等への換算パラメータを設定する際に、有人ヘリ

機種ごとにキャリブレーション (校正) を実施するため、この遮へい効果の違いを単独でパ

ラメータとして扱う必要はないが、使用する有人ヘリが γ 線計数率にどのような影響を及

ぼし、それが有人ヘリ機種ごとに設定する換算パラメータにどのような差異を生むのかを

把握するのに参考となる情報である。 

有人ヘリ機体の遮へい効果の比較結果を Table 3-2 に示す。点線源と検出器の距離を 50 

cm に固定し、計数率の測定時間平均値及び計数誤差 (計数率の平方根) を比較した。ただ

し、Bell430 (JA05TV) については機体の構造と Cs-137 線源の高さ位置を固定するのに用い

た治具の関係上、点線源と RSI システム検出器の距離を 50 cm まで近づけることができな

かったため、点線源と検出器の距離を 90 cm としたときの計数率を比較に用いた。RSI シ

ステム検出器と線源位置の関係について Fig. 3-7 に示す。以下に比較結果の詳細を記す。 

Bell412 (JA6928) における計数率 (No.1 と表記) を基準として、S-76 (JA6901) における計

数率 (No.2 と表記) 及び Bell430 (JA05TV) における計数率 (No.3 と表記) をそれぞれ比較し

た。No.1に対して、No.2 の計数率は約 43%高く、No.3の計数率は約 5%低かった。No.3は

Cs-137 線源と RSI システム検出器の距離が 50 cm でなく 90 cm であるため、計数率がやや

低くなったと考えられる。これらの計数率差に対して計数誤差は圧倒的に小さいことから、

それぞれで見られた差異には、各ヘリコプターの機体底部の構造の違いに起因する γ 線遮

へい効果の差異が強く関与していると考えられる。また、過去の線源試験の実施結果 33)か

ら、同じヘリコプター機種及び RSI システム検出器を用いた場合でも計数率にある程度の

差異が見られたことから、ヘリコプター機内における RSI システム検出器の配置状況も γ

線計数率の多少に影響を及ぼすと考えられる。 

RSI システムの配置については、これまでの線源試験で得られた知見が蓄積されており、

各機体間の計数誤差が少なくなるよう最適化が進められてきている。この最適化により、

機体間での測定誤差の低減が可能となる。今後も引き続き線源試験を重ねることで、RSI

システムの配置をさらに改良し、機体間の γ 線計数率のばらつきを抑えることが期待でき

る。 
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Table 3-2 Cs-137 線源によるヘリコプター機体の遮へい効果の比較 

(検出器から 50 cm または 90 cm 下方に線源を配置) 

 
 

 

Fig. 3-7 線源試験イメージ 

  

No. Date System
ヘリコプター (機体番号)

(運航会社)
Cs-137線源と検出器

の距離(cm)
No.1を1に規格化

1 2024/07/17 RSI 1
Bell412 (JA6928)

(AAC)
50 （3.430±0.006) ×10⁵ 1.00

2 2024/09/10 RSI 1
S-76 (JA6901)

(AAC)
50 （4.917±0.007) ×10⁵ 1.43

3 2024/09/23 RSI 1
Bell430 (JA05TV)

(NNK)
90 （3.254±0.006) ×10⁵ 0.95

AAC: 朝日航洋株式会社、NNK: 中日本航空株式会社
※計数率は小数点以下5桁目で四捨五入し、小数点以下4桁で表記した。

※計数率は自然放射性核種による寄与を差し引いたものである。

計数率(s⁻¹)±計数誤差(s⁻¹)

Cs-137線源

RSIシステム検出器
機底

RSIシステム検出器

地面 Cs-137線源

50 cm
または
90 cm

NaI(Tl)NaI(Tl)
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3.4. 測定システムの保守 

 

3.4.1.RSI システムの保守 

 

有人ヘリモニタリングシステムで用いている RSI システムの健全性をチェックするため、

RSI システムに組み込まれているプログラムにより、フライト前に 1 日 1 回、以下の事項

を確認した。 

・RSIシステムの接続チェック：データ収集装置 (RS-701及び RS-501) に表示されるエラー

ランプチェック 

・チェックプログラムによる検出器の特性確認 (環境中に存在する Tl-208 の 2,614 keV のピ

ークに対するエネルギー分解能 (Energy Resolution) と信号増幅回路 (Amplifier：アンプ) 

の振幅利得 (Gain：ゲイン) をチェック)  

2,614 keV のピークに対するエネルギー分解能については、メーカーから 6%以下という

保守の推奨値が示されている。日常の点検で数値を確認し、この推奨値を超えた場合には

高圧電源の電圧を変更するなど再調整を実施する。また、アンプのゲインについては、同

様にメーカーから示されている推奨値である 0.8 を下回る場合に高圧電源の電圧の再調整

を行う。第 19 次モニタリング及び東日本第 15 次モニタリングの実施期間における RSI シ

ステム検出器のエネルギー分解能とアンプのゲインの推移について Fig. 3-8 に示す。なお、

Fig. 3-8 の 8 月初旬から 9 月初旬の間に見られる空白は、別事業で実施した島根バックグラ

ウンド航空機モニタリングへの対応のため、当該期間中は東電福島原子力発電所周辺のモ

ニタリングを中断したために生じたものである。本図は、RSI システムに組み込まれてい

る計 6 本の検出器ごとに示している。エネルギー分解能はモニタリング期間を通じて 6%

未満であり、アンプのゲインが 0.8 を下回ることがなかったため、再調整を実施する必要

性は生じなかった。なお、ゲインは測定日を経るにつれて緩やかな上昇傾向にあるが、こ

れは機器の異常ではなく、測定日が夏期から秋期に移り変わり、周囲の気温が低下するに

つれて RSI システム自体の温度上昇も鈍くなることで、光電子増倍管に使用される電子素

子のインピーダンスが減少しゲインが上昇するという、温度特性が反映されていると考え

られる。RSI システムには一定期間ごとに自動でゲインを補正する機能があり、この温度

特性はある程度までは補正可能である。また、実際には取得したデータを確認し、エネル

ギーピークの位置に変動がないことを確認している。 
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Fig. 3-8 RSI システムのエネルギー分解能及びゲインの変動 
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3.4.2.無人ヘリモニタリングシステムの保守 

 

無人ヘリモニタリングシステムの健全性をチェックするため、浜通り第 2 次無人ヘリモ

ニタリングの期間中、1 日 1 回、以下の事項を確認した。 

・外観点検：目視による外観点検、触診によるネジの緩み、ケーブル及びコネクタの接続

状況の確認を行い、検出器に傷、凹み及び汚れがないこと、ネジに緩みがないこと、ケ

ーブル及びコネクタの接続状態に異常がないこと。 

・基本動作確認：測定データがメモリに正常な状態で保管されること、GPS 測位情報に明

らかな異常がないこと、データがダウンリンクされ、基地局のディスプレイに表示され

ること。 

・検出器の特性確認：解析システムにより、取得したスペクトルを確認し、Cs-137 光電ピ

ークエネルギー (662 keV) の位置に変動がないこと。 

また、定期保守の一環で 1 年に 1 回以下の事項を確認した。 

・検出器の特性確認 : 試験用標準線源 (Cs-137) を基に、正味の計数率とエネルギー分解能

を昨年度の結果と比較評価し、顕著な変化がないこと。 
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4. データ取得及び解析方法 

 

4.1. 上空での測定値の地上への換算に関する基本的な考え方 

 

上空から地上の放射線を測定する基本的な考え方は、以下のような仮定に基づいている。 

・上空で測定されている計数値は、上空を頂点とし対地高度を高さとした円錐の底面部

分に該当する地上の放射線量の平均値とする。 

・測定対象となる地表は平坦かつ放射線の分布は一様とする。 

このような条件において上空で測定されている計数値を考察するため、γ 線の遮へい計

算に広く用いられている点減衰核積分コード QAD-CGGP2R を用いてシミュレーションが

行われた 18)。以下に当該シミュレーションの概要とシミュレーションから得られた知見を

概説する。 

当該計算では、Cs-134と Cs-137が無限平板 (実際の計算では、無限相当とした半径 2,000 

m × 高さ 1 mm) で均一に分布していると仮定し、対地高度と空間線量率の関係が求められ

た (Fig. 4-1)。このように、対地高度 50 m 以上では、空間線量率と対地高度は指数の相関

関係にある一方で、対地高度 50 m以下では指数の関係から外れることが明らかとなった。

また、対地高度 50 m 以上では地表面からの放射線が検出器軸 (地面と平行な方向) に対し

垂直方向から入射する成分が支配的であるため、線源からの距離に対して指数関数的に γ

線が減衰する。これに対し、対地高度 50 m以下では線源からの距離が近くなり、検出器軸

に対し垂直方向以外の斜め方向から入射する放射線の影響が無視できなくなるため、指数

関数の関係から逸脱することが示唆された。 

このように、上空から地上を測定する際には、対地高度が高くなると地上の測定範囲が

広がる。上空における地上からの γ 線の到達状況を定量的に理解するために、計算コード

を用いてシミュレーションを実施した例 18)を示す。光子・電子挙動シミュレーションには、

カスケードモンテカルロ計算コード EGS547) (Electron Gamma Shower Version 5) が使用され、

RSI システムの検出器がモデル化 41)されるとともに、地上に無限平板状の半径 800 m × 高

さ 1 mm の Cs-137 円柱線源が模擬された。当該シミュレーションでは、モデル化した検出

器を線源円盤の中心軸上に配置し、線源円盤と検出器の距離を変化 (50 m、100 m、300 m

及び 500 m) させ、検出器に入射する γ 線の計数率及び同ジオメトリにおいて検出器に到達

する γ 線の起源となる線源の位置が計算された。無限平板線源における任意の半径内の放

射線が検出器で計数された割合を Fig. 4-2 に示す。本図から、有人ヘリモニタリングの基

準高度である 300 m から計測した場合、線源の概ね半径 300 m の円内の放射線の計数が

80%以上の割合を占めることが分かる。また、検出器の位置から同軸上の線源位置を中心

として、100 m ごとのドーナツ状の面積で分割し、その部分の放射線が検出器で計数され

た割合を Fig. 4-3 に示す。線源からの距離は 100 m、300 m、500 m の場合で比較され、高

度 300 m の場合を見ると、100 m～200 m の位置が 30%で最も割合が大きく、0 m～100 m 及
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び 200 m～300 m は 20%程度であった。この割合の違いは計数効率を考慮すると大きくな

く、対地高度 300 m から測定されるのは、地上の半径 300m 円内における γ 線計数率の平

均値と考えられる。一方、検出器と線源の距離が 50 m の場合は 80%を占める線源半径は

120 m、検出器と線源の距離が 100 m の場合は線源半径が 200 m、500 m の場合は線源半径

が 400 m であり、この傾向は Fig. 4-1 で示された対地高度と上空での空間線量率の関係と

矛盾せず、高度が低くなるにつれて高度と測定範囲の半径の関係が 1：1から逸脱し、対地

高度と比較して測定範囲が広くなることが示された。無人ヘリモニタリングでも同様に、

基準高度である 80 m から計測した場合、線源の概ね半径 80 m の円内の放射線の計数が大

部分を占めることが分かっている 38)。 

以上の計算結果から、例えば、航空機モニタリングは飛行する対地高度と同じ半径の円

内の放射線を飛行方向に向かって移動しながら測定していると説明できる (Fig. 4-4)。飛行

する対地高度が変化すると地上の測定範囲が変化することになり、測定値の不確かさをな

るべく低減するためには対地高度は一定でフライトすることが理想的である。実際には、

以上のような理論や測定の不確かさを考慮し、有人ヘリモニタリングについては、対地高

度 300 m を基準として対地高度が 500 m までのデータを使用した。なお、この対地高度か

ら逸脱した状態で測線フライトが 1 km以上に及んだ場合には、再フライトによりデータを

再取得することとした。無人ヘリモニタリングについては、対地高度 80 mを基準として対

地高度が 150 m までのデータを使用した。 

 

 

Fig. 4-1 対地高度と空間線量率の関係 18) 

(半径 2,000 m × 高さ 1 mm の円柱線源で計算 18)。図中の実線は指数関数による近似曲線で

ある。) 
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Fig. 4-2 均一無限平板線源を上空で測定した場合の検出器の積算計数に対する線源位置の

関係 18) 

(上空での検出器の計数率を 100%に規格化し、線源半径由来の計数率の割合を積算) 

 

 

Fig. 4-3 均一無限平板線源を上空で測定した場合の検出器の線源位置ごとの計数の割合 18) 

(上空での検出器の計数率を 100%に規格化し、100 m ごとのドーナツ状部分由来の計数率

の割合) 
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Fig. 4-4 航空機モニタリングによる上空からの測定イメージ  
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4.2. 有人ヘリ及び無人ヘリモニタリングの方法 

 

航空機モニタリングでは、測定対象となるエリアにおいて予め設定した飛行経路 (以下、

測線) の上空をフライトし、γ 線計数率と位置情報のデータを取得する。以下に有人ヘリ及

び無人ヘリモニタリングによるデータ取得方法の詳細について記述する。 

有人ヘリ及び無人ヘリモニタリングによるデータは、下記のようなフライト条件で取得

した。なお、条件は、気象条件や地形の高度勾配によって若干変化する。フライトイメー

ジを Fig. 4-5 に示す。また、測定データは 1 秒ごとに、有人ヘリモニタリングでは GPS の

位置情報と NaI(Tl)検出器の γ線のスペクトル、無人ヘリモニタリングでは GPSの位置情報

と LaBr3(Ce)検出器の γ 線のスペクトルをそれぞれ記録し、下記の対地高度の許容範囲から

逸脱した測定データは不確かさが比較的大きく含まれるため、空間線量率等の算出には用

いないこととした。予定したフライト測線について、有人ヘリ及び無人ヘリモニタリング

の全体図を Fig. 4-6、浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモ

ニタリングの詳細を Fig. 4-7 にそれぞれ示す。測線の方向は有人ヘリ第 19 次モニタリング

については東西方向、東日本第 15次モニタリングについては南北方向、浜通り第 2次無人

ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングについては測定エリアを網

羅するようなくし形とした。 

[フライト条件] 

 有人ヘリモニタリング 

 速度：160 km/h を基準とし、130 km/h～180 km/h の範囲 

 基準対地高度：300 m (= 1,000 ft) 

 対地高度の許容範囲：0 m～約 500 m (= 1,750 ft)  

 測線間隔 

・ 第 19 次モニタリング (東電福島原子力発電所から半径 5 km 以内及び海上を除く) 

0.9 km：2018 年 (平成 30 年) 11 月 15 日時点で 0.2 μSv/h (約 1.0 mSv/年 相当、5.2 節

に詳述する。) 以上であった地域 

1.8 km：その他の地域 

・ 東日本第 15 次モニタリング 

3.0 km：2018 年 (平成 30 年) 11 月 15 日時点で 0.2 μSv/h 以上であった地域 

6.0 km：その他の地域 

 

 無人ヘリモニタリング 

 速度：8 m/s (= 28.8 km/h) を基準とし、25 km/h～40 km/h の範囲 

 基準対地高度：80 m (= 260 ft) 

 対地高度の許容範囲：0 m～約 150 m (= 490 ft) 
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 測線間隔 

・ 浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング 

0.6 km：全域 

・ 第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリング 16) 

0.08 km：全域 

 

 

Fig. 4-5 航空機モニタリングのフライトイメージ  
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Fig. 4-6 航空機モニタリングにおけるフライトの測線 

 (背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 
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Fig. 4-7 浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングに

おけるフライトの測線の詳細  
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4.3. 換算パラメータの設定及び妥当性確認のためのキャリブレーションフライト 

 

4.3.1.有人ヘリコプター 

 

有人ヘリモニタリングにより上空で取得した γ 線計数率を、地表面から 1 m の高さの空

間線量率や地表面の放射性 Cs の沈着量に換算するためのパラメータは、ヘリコプター機

種または機体ごとに数値を設定している。Bell412、Bell430 及び S-76 については 2014 年度 

(平成 26 年度) までに取得したキャリブレーションフライトのデータを基に設定されている。

今年度はこれらの有人ヘリ機種に設定しているパラメータの妥当性を確認するためにキャ

リブレーションフライトを行った。キャリブレーションフライトの種類と目的について以

下に示す。また、Table 4-1 に各キャリブレーションフライトの概略をまとめた。 

 

・ テストラインフライト 

実際のフライト対地高度と基準対地高度とのずれによって生じる γ 線計数率の多寡を

補正するための実効的な空気減弱係数 (Attenuation Factor: AF (m-1) ) を求めるフライトで

ある。本フライトは、線量率や地形の変化が少ない地点において距離が約 3 kmのライン

を設定し、その上空において対地高度を変化 (150 m、300 m、450 m、600 m、750 m、

900 m 及び 1,500 m) させてフライトを実施する。上記の各対地高度でフライトした際の

対地高度の平均値と γ 線計数率の平均値をプロットし、それらプロットに対する指数近

似曲線の傾きを AF とする。テストラインフライトのイメージを Fig. 4-8 に示す。また、

テストラインとして選定した場所について Fig. 4-9 に示す。本図で示したテストライン

の内、東日本第 15次モニタリングでは、TestLine 1、TestLine 3、 TestLine 4及び TestLine 

5 を使用し、第 19 次モニタリングでは TestLine A を使用した。 

 

・ テストポイントフライト 

空間線量率の勾配が小さく、かつ地形の平坦な地点 (以下、テストポイント) を選定し、

テストポイントから半径 1,000 m の範囲内において、対地高度 300 m を維持して 3 分間

ホバリングして γ 線計数率を取得するものである。また、テストポイントの中心点から

半径 1,000 m の範囲内で 60 地点を目安に NaI(Tl)検出器 (日立製作所製 TCS-172B) を用い

て地表面から 1 m の高さの空間線量率の測定 (以下、地上測定) を行う。なお、地上測定

は、NaI(Tl)検出器の時定数を 10 秒とし、各測定地点にて地面に対して水平方向にプロ

ーブを 30秒間保持してから開始した。およそ 5秒間隔でサーベイメータに表示されるデ

ジタル値を 5 回記録し、その平均値に校正乗数を乗じた値を小数点以下 3 桁目で四捨五

入して小数点以下 2 桁とし、その地点における地上測定値として取り扱った。本フライ

トとテストポイントにおける地上測定値を相互比較することにより、基準対地高度 (300 

m) における γ 線計数率を地表面から 1 m の高さの空間線量率に換算するための係数 (空
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間線量率換算係数；Conversion factor of Dose-rate: CD ([s- 1]/[µSv/h]) ) が求まる。Fig. 4-10

にテストポイントフライトのイメージを示す。また、テストポイントとして選定した場

所を Fig. 4-11 に示す。本図で示したテストポイントの内、東日本第 15 次モニタリング

では、TestPoint 1、TestPoint 3、TestPoint 4 及び TestPoint 5 を使用し、第 19 次モニタリン

グでは TestPoint D 及び TestPoint E を使用した。 

 

・ 宇宙線フライト 

宇宙線の影響を差し引くため、地上からの γ 線の影響が極めて少ないと考えられる海

上を約 300 m～2,400 m まで上昇し、宇宙線に起因する γ 線計数率データを取得するもの

である。宇宙線フライトのイメージを Fig. 4-12 に示す。フライト場所は、陸地から十分

に離れた海上であれば場所は問わないので、天候等を見ながら太平洋上の適当な位置で

実施する。ただし、天候等の問題で海上への移動が困難な状況下では、起伏の少ない陸

地において当該フライトを実施する。なお、陸地で実施した場合でも対地高度約 300 m

から 2,400 m まで上昇するが、地上からの放射線の影響がほとんどないと考えられる対

地高度約 900 m 以上で取得された γ 線計数率データを原則として用いることになる。 

 

・ Rn 影響フライト及び BG フライト 

Rn影響フライトは空気中に存在するラドン子孫核種の影響を考察するために、ある特

定の場所 (例えば、測定拠点近くの測線上) の上空において対地高度約 450 m～900 m ま

でを直線的に上昇しデータを取得するものである。また、BG フライト (バックグラウン

ドフライト) は、地上からの γ 線の影響がほとんどないと考えられる、対地高度約 900 m

を約 2 分間直線飛行することにより、ヘリコプター機体のバックグラウンド計数率を取

得するものである。両フライトは原則として、セットで 1 日 1 回実施する。Rn 影響フラ

イト及び BG フライトのイメージを Fig. 4-13 に示す。 

 

・ 天然核種フライト 

東電福島原子力発電所事故由来の放射性 Cs による影響のないと考えられる場所にお

いて対地高度約 300 m をフライトすることによりデータを取得し、γ 線スペクトルから

天然放射性核種の影響を差し引き、地表面の放射性 Cs 沈着量を算出するためのスペク

トルインデックスを算出するものである。天然放射性核種による影響の減算方法につい

ては 4.6.1項に詳述する。本フライトは、過去に使用した実績のない機体を用いる場合に

のみ、1 回実施することとしている。なお、今年度に使用した有人ヘリ機体は、いずれ

も過去に使用実績があるため、本フライトは実施しなかった。天然核種フライトの場所

を Fig. 4-14 (左) に示す。 
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・ オーバーラップフライト 

各ヘリコプター機種または機体に設定される換算パラメータの妥当性評価を行うため

に、RSI システムとヘリコプター機種または機体の組み合わせの変更が生じる前後で、

同一の場所をフライトして取得した γ 線計数率データを比較するものである。本フライ

トは、他のキャリブレーションとは異なり、換算パラメータの取得が目的でなく、実際

に解析に用いる換算パラメータの妥当性を検証することを目的としている。オーバーラ

ップフライトの場所を Fig. 4-14 (中央及び右) に示す。  
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Table 4-1 キャリブレーションフライトの概略 
名称 目的 方法 頻度 

テストライン 
フライト 

空気減弱係数を 
算出 

所定のテストライン

上で対地高度を変化 
(150 m、300 m、450 
m、600 m、750 m、

900 m 及び 1,500 m) さ
せてフライト 

TestLine A: 2 回以上 
上記以外は 1 地点に

つき 1 回以上 

テストポイント 
フライト 

空間線量率換算 
係数を算出 

テストポイント範囲

内で、対地高度 300 m
で 3 分間ホバリング 

TestPoint D、E: 2 回

以上 
上記以外は 1 地点に

つき 1 回以上 

宇宙線 
フライト 

宇宙線の影響を 
調査 

海上または陸上を 300 
m～2,400 m まで上昇 

有人ヘリ機体ごとに

1 回以上 
ただし、1 週間を超

えないうちに 1 回 

Rn 影響 
フライト 

ラドンの影響を 
調査 

ある特定の場所を対

地高度 450 m～900 m
まで直線的に上昇 

毎日 

BG 
フライト 

ヘリコプター機体

のバックグラウン

ド計数率を調査 

対地高度 900 m を約 2
分間直線飛行(Rn 影響

フライト後に実施) 
毎日 

天然核種 
フライト 

天然放射性核種の

影響を減算し、放

射性 Cs 沈着量を算

出するためのスペ

クトルインデック

スを算出 

東電福島原子力発電

所事故由来の放射性

Cs による影響のない

と考えられる場所で

フライト 

過去に有人ヘリ機体

の使用実績がなけれ

ば 1 回 

オーバーラップ 
フライト 

換算パラメータの 
妥当性確認 

特定の場所を 
フライト 

有人ヘリ機種または

機体と RSI システム

の組み合わせの変更

が生じる前後で 1 回

ずつ 
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Fig. 4-8 テストラインフライトのイメージ 

 

TestLine 1 (岩手県奥州市) TestLine 3 (群馬県みどり市) 

TestLine 4 (茨城県那珂市)  TestLine 5 (栃木県大田原市) 
Fig. 4-9 テストラインの場所 

(1/2)  

(背景地図は、Esri, Maxar, Earthstar Geographics, and the GIS User Community を使用。) 
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TestLine A (福島県須賀川市) 
Fig. 4-9 テストラインの場所 

(2/2)  

(背景地図は、Esri, Maxar, Earthstar Geographics, and the GIS User Community を使用。) 

 

   
Fig. 4-10 テストポイントフライトのイメージ  

地上測定値(μSv/h)と基準対地高度(300 m)のγ線計数率(s-1)
の相互比較から空間線量率換算係数CDを求める。

60地点を目安に地表面から1 mの高さの
空間線量率(μSv/h)を測定する。

基準対地高度
300 m

半径1,000 m
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TestPoint 1 (岩手県奥州市) TestPoint 3 (群馬県みどり市) 

TestPoint 4 (茨城県那珂市) TestPoint 5 (栃木県大田原市) 

TestPoint D (福島県郡山市) TestPoint E (福島県浪江町) 
Fig. 4-11 テストポイントの場所  

(背景地図は、Esri, Maxar, Earthstar Geographics, and the GIS User Community を使用。) 
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Fig. 4-12 宇宙線フライトのイメージ 

 

 
Fig. 4-13 Rn 影響フライト及び BG フライトのイメージ 

 

 

天然核種フライト測線 
(新潟県新潟市) 

オーバーラップフライト測線 
(栃木県那須塩原市) 

Fig. 4-14 天然核種フライトの測線とオーバーラップフライトの測線 

 (背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 

  

300 m～2,400 m: 約15分

海上または陸上

BGフライト (900 m: 約2分)

Rn影響フライト
(450 m～900 m: 約3分)

海上または陸上
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4.3.2.無人ヘリコプター 

 

無人ヘリモニタリングにより上空で取得した γ 線計数率を、地表面から 1 m の高さの空

間線量率や地表面の放射性 Cs の沈着量に換算するためのパラメータについては、第 16 回

5 km 圏内無人ヘリモニタリング 16)において取得したキャリブレーションフライトのデータ

を基に決定する方針としている。しかしながら、東電福島原子力発電所から 5 km圏内と浜

通り第 2 次無人ヘリモニタリングの測定対象エリアとでは空間線量率が大きく異なるため、

換算パラメータを流用するのは適切でない可能性がある。そこで、換算パラメータの設定

値の妥当性を検証するために、浜通り第 2 次無人ヘリモニタリングのエリア内でキャリブ

レーションフライトを行った。キャリブレーションフライトは、空間線量率の勾配が小さ

く、かつ地形の平坦な半径 100 m の区域内 (以下、テストサイト) で実施した。無人ヘリモ

ニタリングにおけるキャリブレーションフライトの詳細を以下に示す。ただし、無人ヘリ

モニタリングでは宇宙線に起因する 2,800 keV以上の γ線はほとんど計数されないため、宇

宙線による影響は無視できるものと見なし、宇宙線フライトはキャリブレーションフライ

トから除外した。なお、近年では除染等の影響で空間線量率の分布が一様な場所が少なく

なったことにより、テストサイトの選定に難航しており、テストサイトの選定条件の見直

しを検討することが必要である。 

・ テストサイト段階ホバリング 

有人ヘリモニタリングと同様の目的で空気減弱係数 AF を取得するために実施する。

テストサイト上空において対地高度 20 m、30 m、40 m、60 m、80 m、100 m、120 m、

150 m でそれぞれ 120 秒以上ホバリングを実施する。各対地高度でホバリングした際の

対地高度の平均値と γ 線計数率の平均値をプロットし、それらプロットに対する指数近

似曲線の傾きを AF (m-1) とする。 

・ テストサイト定点ホバリング 

有人ヘリモニタリングと同様の目的で空間線量率換算係数 CD を取得するために実施

する。まず、テストサイト内で予め歩行型放射線量自動計測システム 48) (以下、

KURAMA-Ⅱ) を用いて、地表面から 1 m の高さの空間線量率を取得する。この内、ホバ

リング地点の中心座標から半径 80 m 内の空間線量率の平均値を算出した。対地高度 1 m

の推定計数率を空間線量率の平均値で除することで CD ([s-1]/[µSv/h])を算出する。 
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4.4. 解析のフロー 

 

航空機モニタリングによって上空で計数される γ 線は、主に以下の 4 種類に分けられる。 

① 放射性 Cs からの γ 線 

② 天然放射性核種からの γ 線 

③ 宇宙線 

④ その他 (有人ヘリモニタリングの場合は空気中ラドン子孫核種、ヘリコプター機体

のバックグラウンド計数率、無人ヘリモニタリングの場合はLaBr3(Ce)検出器の自己

汚染に起因するバックグラウンド計数率を含む。) 

 

第 19 次モニタリング、東日本第 15 次モニタリング、浜通り第 2 次無人ヘリモニタリン

グ及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリング 16)では、放射性 Cs 由来の γ線を測定するこ

とが主目的であるため、全計数率から②～④起源の計数率はバックグラウンドとして減算

する必要がある。ただし、4.3.2 項で記載した通り、無人ヘリモニタリングでは②は無視で

きる。これらを考慮した解析のフローを Fig. 4-15 に示す。本報告では、本フロー図に則っ

た解析方法を「標準的解析手法」と呼称する。なお、本節以降の空間線量率とは、周辺線

量当量率 (1 cm 線量当量率) を意味する。 
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Fig. 4-15 解析のフロー  
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4.5. 空間線量率への換算方法 

 

航空機モニタリングにより上空で取得した γ 線計数率を地表面から 1 m の高さの空間線

量率 (D) へ換算する手順は、大まかに以下の通りである。 

① バックグラウンド減算：全計数率 (𝐶𝐶all) から、前節で挙げたバックグラウンドの内、

天然放射性核種からの γ線計数率 (𝐶𝐶nat)、宇宙線及びその他 (有人ヘリモニタリング

の場合は空気中ラドン子孫核種や有人ヘリ機体に起因するバックグラウンド計数

率、無人ヘリモニタリングの場合は LaBr3(Ce)検出器の自己汚染に起因する計数率

を含む。) に起因する計数率 (𝐶𝐶cos及び𝐶𝐶self) を減算する。 

② 対地高度補正：実際のフライト高度と基準高度とのずれにより生じる、γ 線計数率

の多寡を高度補正係数 (HF) により補正する。 

③ 空間線量率への換算：①、②を経て得られた計数率を空間線量率換算係数 (CD) に

よって除して地表面から 1 m の高さの空間線量率に換算する。 

以上の一連の計算手順をまとめたものを式 [1] に示す。 

 

𝑫𝑫 =
𝑯𝑯𝑯𝑯(𝑪𝑪𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚 − 𝑪𝑪𝐧𝐧𝐚𝐚𝐧𝐧 − 𝑪𝑪𝐜𝐜𝐜𝐜𝐜𝐜 − 𝑪𝑪𝐜𝐜𝐬𝐬𝐚𝐚𝐬𝐬)

𝑪𝑪𝑫𝑫
[1] 

 

ここで、 

𝐷𝐷:地表面から 1 m の高さの空間線量率 (µSv/h) 

𝐶𝐶all:全計数率 (s−1) 

𝐶𝐶nat:天然放射性核種からの γ 線 (s−1) 

𝐶𝐶cos:宇宙線に起因する γ 線計数率 (s−1) (有人ヘリモニタリングでのみ考慮) 
𝐶𝐶self:  

有人ヘリモニタリング：空気中ラドン子孫核種やヘリ機体に起因する γ 線計数率 (s−1) 

無人ヘリモニタリング：LaBr3(Ce)検出器の自己汚染に起因する計数率 (s−1) 

𝐻𝐻𝐻𝐻:対地高度補正係数 (m−1) 

𝐶𝐶𝐷𝐷:空間線量率換算係数 ([s−1]/[µSv/h]) 
である。 

 

𝐶𝐶natの算出方法については次節に記す「放射性 Cs の沈着量への換算方法」と密接な関係

にあるため、4.6.1項に詳述する。有人ヘリモニタリングにおける𝐶𝐶cos、𝐶𝐶self、𝐻𝐻𝐻𝐻及び𝐶𝐶𝐷𝐷は

4.3.1 項に記した宇宙線フライト、BG フライト、テストラインフライト及びテストポイン

トフライトで取得したデータを基に求められる。無人ヘリモニタリングにおける𝐻𝐻𝐻𝐻及び

𝐶𝐶𝐷𝐷は 4.3.2 項に記したテストサイト段階ホバリング及びテストサイト定点ホバリングで取

得したデータを基に求められる。なお、無人ヘリモニタリングにおける𝐶𝐶selfは海上におい
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て海抜高度 50 m～140 m のデータを取得することによって求めた。これら空間線量率の算

出に関わる項や係数の詳細について以下に述べる。 

 

4.5.1.バックグラウンド減算 (宇宙線及びその他) 

 

有人ヘリ及び無人ヘリモニタリングにおいて、天然放射性核種からの γ線、宇宙線 (有人

ヘリモニタリングでのみ考慮) 及びその他 (有人ヘリモニタリングの場合は空気中ラドン子

孫核種、有人ヘリ機体のバックグラウンド計数率、無人ヘリモニタリングの場合は

LaBr3(Ce)検出器の自己汚染に起因する計数率を含む。) に起因する γ 線計数率はバックグ

ラウンドとなるため減算する必要がある。本項では、特に宇宙線及びその他の γ 線計数率

の算出方法について示す。 

これまでの経験 18)-34),36),37)から、有人ヘリモニタリングについては海抜高度が上昇すると

宇宙線由来の計数率が上昇することが分かっている。宇宙線由来の γ 線は、RSI システム

が測定している全エネルギー範囲 (30 keV～3,000 keV) で計数されており、Tl-208 が放出す

る 2,614 keV の γ 線及びその散乱線の影響により、2,614 keV 以下の計数から宇宙線による

計数を弁別することは一般に難しい。そこで、宇宙線だけを計数していると考えられる

2,800 keV 以上の計数に着目した。Fig. 4-16 に海抜高度と宇宙線の計数率の関係例 41)を示

す。この例は、沖縄と北海道での海上において、50 m～2,000 m の海抜高度で取得したデ

ータの内、2,800 keV 以上の γ 線の計数率をプロットしたものである。なお、RSI システム

において、3,000 keV 以上の計数は最終チャンネル (1,023 ch) に積算される。このように、

海抜高度と 2,800 keV 以上の γ 線の計数率は正の相関にあり、計測する場所に影響されな

い。宇宙線フライトで取得したデータを基に算出したCR-IndexについてTable 4-2に示す。

CR-Index は機体と検出器の組み合わせごとに設定し、測定データにおける 2,800 keV 以上

の γ 線計数率に CR-Index を乗じることで𝐶𝐶cosを算出し、全計数率𝐶𝐶allの減算に用いた。 

空気中ラドン子孫核種、有人ヘリ機体のバックグラウンド計数率の減算については、

BG フライト (地上からの放射線が届かないと考えられる対地高度約 900 m をフライト) を

実施して得られた γ線計数率を用いる。BGフライトによって陸地及び海上で取得したスペ

クトルの例を Fig. 4-17 に示す。このように、BG フライトで得られるスペクトルには陸地

と海上とで顕著な差異はなく、対地高度を十分に取れば陸地で得られたデータでもバック

グラウンドの減算に用いることが可能である。また、BG フライトで取得したデータを基

に算出した、バックグラウンド計数率の算術平均値を Table 4-2 に記した。標準的な解析手

法では、BGフライトで取得した γ線計数率の算術平均値を、当該日に測定したエリア全体

における𝐶𝐶selfの代表値として取り扱い、全計数率𝐶𝐶allの減算に用いた。しかしながら、空気

中のラドン子孫核種濃度は日単位や季節単位で時間依存的に変動し、地域依存性を持つこ

とが知られている。よって標準的な解析手法によるからバックグラウンドの減算には、あ

る程度の不確かさが伴うことが推察される。空気中ラドン子孫核種による影響を測定点ご
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とに除去してバックグラウンド計数率を評価し、減算する手法 (ラドン弁別手法) について

は 8 章に詳述する。 

無人ヘリモニタリングシステムに用いられている LaBr3(Ce)検出器は、Cs-137 の放出す

る γ 線の光電ピーク (662 keV) に対し、半値幅が 1.8 keV～2.0 keV とエネルギー分解能に優

れている。しかしながら、自己汚染があることが知られ、Ac-227の子孫核種、Laの放射性

同位元素である La-138 が主な成分となる。Ac-227 の子孫核種は、Pb-211 及び Tl-207 の β

壊変により 1,400 keV以下の β線が放出され、Th-227、Ra-223、Rn-219、Po-215及び Bi-211

から α 線が放出される 49)。LaBr3(Ce)検出器のバックグラウンドスペクトルを Fig. 4-18 に示

す。2024 年 (令和 6 年)に海上で取得したバックグラウンドスペクトルを利用して、

LaBr3(Ce)検出器の自己汚染に由来する計数率は 290.64 s-1と算出した。これは地表面から 1 

m の高さの空間線量率に換算するうえで妨害成分となるため、浜通り第 2 次モニタリング

で取得した全計数率から 290.64 s-1を差し引いた上で、空間線量率の評価に用いる方針とし

た。 

 

 
Fig. 4-16 RSI システムによる海抜高度と 2,800 keV 以上の計数率の関係の例 41) 

(a：沖縄海域、b：北海道海域) 

(図中の曲線は、測定データの指数関数による近似曲線である。) 

 

Table 4-2 RSI システムと有人ヘリの組み合わせごとのバックグラウンド計数率及び 

CR-Index 
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RSI System ヘリコプター機種 (機体番号) 運航会社 CR-Index
バックグラウンド

計数率(s-1)

Bell412 (JA6928) AAC 2.97 466

S-76 (JA6901) AAC 3.83 282

Bell430 (JA05TV) NNK 2.93 465

NNK: 中日本航空株式会社、AAC: 朝日航洋株式会社

RSI 1
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Fig. 4-17 RSI システムにより BG フライトで取得した陸上と海上での γ 線スペクトル例 

 

 
Fig. 4-18 無人ヘリモニタリングシステムにおける LaBr3(Ce)検出器の自己汚染による 

γ 線スペクトル例 (海上飛行において取得したデータ) 
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4.5.2.対地高度補正 

 

各測定点における対地高度と基準対地高度とのずれによって生じる γ 線計数率の多少を

補正するために、テストライン (有人ヘリモニタリング) またはテストサイト段階ホバリン

グ (無人ヘリモニタリング) で取得したデータを基に、空気減弱係数 AF を求め、計算式 [2] 

から対地高度補正係数 HFを算出した。ここで、有人ヘリモニタリングの AFは非線形最小

二乗法により算出した。 

 

𝑯𝑯𝑯𝑯 = 𝐬𝐬𝐞𝐞𝐞𝐞[𝑨𝑨𝑯𝑯 (𝑯𝑯𝐜𝐜𝐧𝐧𝐬𝐬 − 𝑯𝑯𝐦𝐦)] [2] 

 

ここで、 

𝐻𝐻𝐻𝐻:対地 高度補正係数 (Height correction Factor, (m−1)) 

𝐴𝐴𝐻𝐻: 空気減弱係数 (Attenuation Factor, (m−1)) 

𝐻𝐻std: 基準対地高度 (有人ヘリモニタリング：300 m、無人ヘリモニタリング：80 m) 

𝐻𝐻m:対地高度 (m) (楕円対地高度－DEM－ジオイド高度) 
である。 

対地高度は GPS で記録した楕円対地高度から、10 m メッシュの数値標高モデル (Digital 

Elevation Model: DEM)50)及びジオイド高 50)を差し引いて求めた*1。 

有人ヘリモニタリングにおける対地高度と計数率の関係の例 33)を Fig. 4-19 に示す。テス

トラインフライト中の対地高度及び計数率の平均値をプロットし、Python3 を用い非線形

最小二乗法による指数関数回帰を実施し、最適化された曲線 (Fig. 4-19 中の実線) の傾きか

ら AF を得た。指数関数回帰のあてはまりの良さは残差分散 (本報告では、実測値と回帰に

よる推定値との差の平方和を、データ数－説明変数の個数 (2 個) で除算することで算出し

た。以下、RV) で評価した。RV は非負であり、小さいほど実測値と回帰による推定値が良

く一致していることを意味する。また、Fig. 4-19 には Microsoft Excel®の指数近似機能によ

って得られた近似曲線 (本図中の点線) も併せて示した。本曲線は AF を算出するのに 2021

年度 (令和 3 年度) まで利用していたもので、非線形回帰でなく指数関数の両辺を対数変換

して線形回帰して得られたものである。このように、両者の差異は顕著ではないものの、

非線形回帰の方が線形回帰よりも対地高度約 500 m 以下の領域で実測値に良くフィットす

る傾向にあった。4.2 節に記載した通り、空間線量率等の算出に用いる有人ヘリモニタリ

ングデータは対地高度が約 500 m 以下のものに限定しているため、非線形回帰による AF

の方が対地高度補正を行うのに、より適していると考えられる。 

 
*1 GPS で測定される高度は、世界測地系で使用されている楕円体表面からの高さになって

おり、標高 (飛行体の場合は対地高度) を求める場合には、測地学的に定義されている海水

面の高さ (ジオイド高) を差し引く必要がある。ジオイド高は地域によって異なるが、日本

においては 30 m～40 m である。 
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ここで、実際に解析に使用した換算パラメータとその標本標準偏差 (1σ) について Table 

4-3 に示す。有人ヘリモニタリングに関しては 4.3.1 項の冒頭に述べたように、Bell412、 

Bell430 及び S-76 については 2012 年から 2014 年 (第 6 次モニタリングから第 9 次モニタリ

ング及び東日本第 3次モニタリングから東日本第 5次モニタリング) で取得した数値の算術

平均を取って決定されたものである。今までに実施してきた東電福島原子力発電所周辺の

空間線量率の評価に一貫性を持たせる観点から、これらの換算パラメータを固定値として

用いている (以下、固定パラメータ)。浜通り第 2 次無人ヘリモニタリングについては、

「令和 6 年度放射性物質測定調査委託費 及び原子力施設等防災対策委託費(東京電力株式

会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の分布データの集約) 事業」16)で取得し

た AF (10 データ) と本事業で取得した AF (2 データ) の算術平均値を用いることとした。以

上で述べた固定パラメータは上述の通り、Microsoft Excel®の指数近似機能によって得られ

たものである。 

有人ヘリモニタリングについて、RSI システムの健全性及び固定パラメータを用いるこ

との妥当性を確認するために、2024 年度 (令和 6 年度) にテストラインフライトのデータを

取得し空気減弱係数 AFを算出した。AF のデータ一覧を Table 4-4 に示す。Table 4-3 に示し

た固定パラメータの 1σ から外れる程に大きく算出された AF は、Bell412 (JA6928) につい

ては 7 月 10 日に TestLine 4、7 月 18 日に TestLine 3 で取得したもの、 Bell430 (JA05TV) に

ついては 9 月 25 日に TestLine 1 で取得したもの、S-76 (JA6901) については 9 月 11 日に

TestLine 5 で取得したものであった。これら以外のデータ (Bell430 (JA05TV) で TestLine A

で取得した 2 データ) については固定パラメータと概ね同様の値であった。今年度は、今

までに実施してきた東電福島原子力発電所周辺の空間線量率の評価に一貫性を持たせるこ

とを重視し、固定パラメータを用いることとした。浜通り第 2 次無人ヘリモニタリングに

ついて、前述の別事業で取得した数値 (10 データ) 及び本事業で取得した数値 (2 データ) に

ついて、テストサイト段階ホバリングで取得した各対地高度と γ 線計数率を Microsoft 

Excel®の指数近似機能によって回帰した。これらの内、回帰式の決定係数が 0.99 以上のデ

ータを抽出した上で、それらの傾きの算術平均値を算出し、解析に用いる AF (－0.00690 

m-1) とした。なお、第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングに用いる AF は「令和 6 年度放

射性物質測定調査委託費及び原子力施設等防災対策委託費(東京電力株式会社福島第一原

子力発電所事故に伴う放射性物質の分布データの集約) 事業」16)と同一 (－0.00675 (m-1) ) と

した。 

以上を踏まえ、有人ヘリモニタリングについて、RSI システムの健全性が確認でき、第

19 次モニタリング及び東日本第 15 次モニタリングで使用した全ての有人ヘリ機体に対し

て、固定パラメータの AF を用いることは、現状では妥当であるとした。ただし、現行の

固定パラメータを過信することなく、継続して用いるか否かを都度、検討することが必要

である。無人ヘリモニタリングについては、浜通り第 2次無人ヘリモニタリングと第 16回

5 km 圏内無人ヘリモニタリングの AF に差異はなく、妥当な数値が得られたと考える。 
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Fig. 4-19 対地高度と計数率の関係例 33) 

(Bell412 (JA6928)、2022 年 9 月 14 日、TestLine 4 にて実施) 
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Table 4-3 使用した空気減弱係数 AF のまとめ 

(表中の SD は各パラメータの標本標準偏差 (1σ) である。) 

 

  

Value
Number
of Data

Value
Number
of Data

Value
Number
of Data

AF  (m-1) -0.00720 ± 0.00047 21 -0.00720 ± 0.00040 35 -0.00720 ± 0.00052 2

※SD：標本標準偏差

Bell412 (JA6928) Bell430 (JA05TV)

SD(1σ） SD(1σ）

S-76 (JA6901)
有人ヘリモニタリング

SD(1σ）
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Table 4-4 2024 年度に取得した有人ヘリモニタリングの空気減弱係数 AF データ一覧 

 

AF  (m⁻¹) RV

2024/07/10 TestLine 4 -0.00640 17

2024/07/18 TestLine 3 -0.00578 111
Average -0.00609

AF  (m⁻¹) RV

東日本第15次
モニタリング

2024/09/25 TestLine 1 -0.00623 358

2024/10/22 TestLine A -0.00717 268
2024/11/16 TestLine A -0.00718 2,241

Average -0.00686

AF  (m⁻¹) RV

東日本第15次
モニタリング

S-76 (JA6901)
 (AAC)

RSI 1 2024/09/11 TestLine 5 -0.00661 164

※NNK：中日本航空株式会社、AAC：朝日航洋株式会社
※RV：指数関数回帰における残差分散

非線形最小二乗法による
指数関数回帰の結果

非線形最小二乗法による
指数関数回帰の結果モニタリング

ヘリコプター機種 (機体番号)
(運航会社)

RSIシステム 実施年日 テストライン名

非線形最小二乗法による
指数関数回帰の結果

RSI 1
Bell412 (JA6928)

 (AAC)
東日本第15次
モニタリング

モニタリング
ヘリコプター機種 (機体番号)

(運航会社)
RSIシステム 実施年日 テストライン名

実施年日 テストライン名

第19次
モニタリング

Bell430 (JA05TV)
 (NNK)

RSI 1

モニタリング
ヘリコプター機種 (機体番号)

(運航会社)
RSIシステム
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4.5.3.空間線量率への換算 

 

RSI システムは有人ヘリの機内に搭載するため、有人ヘリの機底の遮へい効果に依存し

て、γ 線計数率を地表面から 1 m の高さの空間線量率に換算するための係数 (CD) は変化す

ると考えられることから、機種または機体ごとに設定が必要である。AF と同様の理由で、

CD も固定パラメータを用いることを基本方針としている。固定パラメータとして用いて

いる CD について Table 4-5 に示す。有人ヘリモニタリングに関して、Bell412、Bell430 に

ついては 2012 年から 2014 年 (第 6 次モニタリングから第 9 次モニタリング及び東日本第 3

次モニタリングから東日本第 5 次モニタリング) で取得した数値の算術平均値とその標本

標準偏差 (1σ) である。S-76 については、2016 年度 (平成 28 年度) に実施した第 11 次モニ

タリングにおいて、Bell430 の固定パラメータをベースに、Bell430 と S-76 とのオーバーラ

ップフライトの比較結果を基に設定されたものである。無人ヘリモニタリングに関して、

浜通り第 2 次無人ヘリモニタリングについては、「令和 6 年度放射性物質測定調査委託費

及び原子力施設等防災対策等委託費 (東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う

放射性物質の分布データの集約) 事業」16)で取得した CD (10 データ) と本事業で取得した

CD (2 データ) の算術平均値を用いた。 

有人ヘリモニタリングにおいては RSI システムの健全性及びこれら CD を固定パラメー

タとして用いることの妥当性を確認するために、2024 年度 (令和 6 年度) におけるテストポ

イントフライトデータを取得した。また、CD を算出するのに必要となる地上測定値をテ

ストポイントから半径 1,000 m の範囲において 60 地点で取得した。無人ヘリモニタリング

についても 2024 年度 (令和 6 年度) におけるテストサイト定点ホバリングデータを取得し

た。CD を算出するのに必要となる地上測定値はテストサイトにおいて KURAMA-Ⅱにより、

地表面から 1 m の高さの空間線量率を取得した。 

有人ヘリモニタリングにおける CD は、テストポイントにおける地上測定値の平均値と

テストポイント周辺で対地高度 300 m を 3 分間ホバリングして得られた計数率の平均値と

の比から求めた。地上測定値として、3 分間のホバリング中の緯度及び経度の平均値を求

め、その地点から半径 500 m 円内における平均値を用いた。取得したデータを Table 4-6～

Table 4-8 に示す。また、テストポイントにおける地上測定値について、Fig. 4-20～Fig. 4-25

に示す。なお、地上測定値は NaI(Tl)検出器の指示値であり、天然放射性核種による寄与が

含まれる。取得した CD にはややばらつきがみられ、Bell412 (JA6928) の CD (Table 4-6) に

ついては、2024 年 (令和 5 年) 7 月 18 日に TestPoint 3 で取得した CD が、Table 4-5 で示した

固定パラメータに対する 1σ の範囲外であったが、同年に取得した全 CD の平均値を取ると

固定パラメータとほとんど一致した。Bell430 (JA05TV) の CD (Table 4-7) については、いず

れも Table 4-5 で示した 1σ 以内であり、今年度に取得した CD の全データの平均値は固定

パラメータと 10%以内で一致した。S-76 (JA6901) の CD (Table 4-8) については、固定パラ

メータよりも約 1.35 倍高く算出された。S-76 (JA6901) における固定パラメータ CD につい



 

- 56 - 

ては上述した通り、Bell430のパラメータをベースにオーバーラップフライトの結果から決

定されたものである。そのため、S-76 によるテストポイントフライトで実際に取得される

CD とは、やや乖離する傾向にあると推察される。 

次に、有人ヘリモニタリングにおける固定パラメータの妥当性を検証するために、Fig. 

4-14 (右) に示した測線において Bell412 (JA6928) と S-76 (JA6901) 及び S-76 (JA6901) と

Bell430 (JA05TV) 及びによって対地高度 300 m でオーバーラップフライトを実施し、得ら

れた γ 線計数率の比較を行った。当該フライトで得た全計数率に対して、オーバーラップ

フライトを実施した日における BG フライトで取得した計数率及び Table 4-2 に示した CR-

Indexを適用してバックグラウンドを減算した後、Table 4-3に示したAFを基に算出したHF

により、基準対地高度 (300 m) における計数率に補正して (以下、CR-Index・HF 補正計数

率) 比較した (Fig. 4-26)。本図中に示した回帰直線式の傾きが各ヘリコプター機体同士の

CR-Index・HF補正計数率の比であると解釈でき、この傾きが Table 4-5に示した CD の比と

一致することが理想である。つまり、S-76 (JA6901) Bell412 (JA6928) ≒ 1.300、Bell430 

(JA05TV) / S-76 (JA6901) ≒ 0.909 がそれぞれの理想値である。この比が回帰直線の傾きと

大きく異なる場合、いずれかの機体の CD に対し、当該回帰直線における傾きと一致する

ように補正を施すことを検討する。Fig. 4-26 より回帰直線の傾きは、S-76 (JA6901) Bell412 

(JA6928) ≒ 1.284、Bell430 (JA05TV) / S-76 (JA6901) ≒ 0.790 であり、全てのヘリコプター

機体間で理想値との差異は概ね 10%前後に収まった。ここで、CD は Table 4-5 に示した固

定パラメータから 20%前後は揺らぐことが分かっており、今回のオーバーラップフライト

の結果と理想値との差異は許容範囲内であることから、いずれの機体に対しても CD の補

正を施す必要性はないと判断された。このように、オーバーラップフライトの結果は解析

に用いる CD の数値が妥当であるか、再設定を検討すべきかを判断するための材料の一つ

となる。 

浜通り第 2 次無人ヘリモニタリングの CD については、前述の別事業で取得した数値 (10

データ) 及び本事業で取得した数値 (2 データ) の算術平均値 (7,197 ([s-1]/[µSv/h]) ) とした。

なお、第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングに用いる CD は「令和 6 年度放射性物質測

定調査委託費及び原子力施設等防災対策委託費(東京電力株式会社福島第一原子力発電所

事故に伴う放射性物質の分布データの集約) 事業」16)と同一 (7,195 ([s-1]/[µSv/h]) ) とした。 

以上を踏まえ、RSIシステムの健全性が確認でき、第 19次モニタリング及び東日本第 15

次モニタリングで使用した全ての有人ヘリ機体に対して、固定パラメータの CD を用いる

ことは、現状では妥当であるとした。無人ヘリモニタリングについては、浜通り第 2 次無

人ヘリモニタリングと第 16回 5 km圏内無人ヘリモニタリングのCDに顕著な差異はなく、

妥当な数値が得られた考える。 
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Table 4-5 使用した空間線量率換算係数 CD のまとめ 

 

 

Table 4-6 2024 年度に取得した CD データ一覧 (Bell412) 

 
 

Table 4-7 2024 年度に取得した CD データ一覧 (Bell430) 

 

Value
Number
of Data

Value
Number
of Data

CD  ([s-1]/[µSv/h]) 11,000 ± 2,100 42 13,000 ± 2,800 65

※SD：標本標準偏差

※S-76のCDに関しては、第11次モニタリングにおいてBell430とのオーバーラップフライトの結果を基に設定された。

Value

14,300

S-76 (JA6901)
有人ヘリモニタリング

SD(1σ） SD(1σ）

Bell412 (JA6928) Bell430 (JA05TV)

空間線量率
(µSv/h)

標本標準偏差
(2σ)

相対標準偏差
（%）

計数率
(s⁻¹)

標本標準偏差
(2σ)

対地高度
(ft)

標本標準偏差
(2σ)

2024/07/10 TestPoint 4 0.06 0.02 29 1,156 99 1,078 14 8,700
2024/07/18 TestPoint 3 0.05 0.02 30 1,450 200 991 75 13,100

Average 11,000
※AAC：朝日航洋株式会社

東日本第15次
モニタリング

Bell412 (JA6928)
 (AAC)

テストポイント名

地上測定値 テストポイントフライトデータ
CD

(s⁻¹/[µSv/h])

RSI 1

モニタリング
ヘリコプター機種 (機体番号)

(運航会社)
RSIシステム 実施年日

空間線量率
(µSv/h)

標本標準偏差
(2σ)

相対標準偏差
（%）

計数率
(s⁻¹)

標本標準偏差
(2σ)

対地高度
(ft)

標本標準偏差
(2σ)

東日本第15次
モニタリング

2024/09/25 TestPoint 1 0.05 0.01 26 1,349 148 933 103 13,200

2024/10/22 TestPoint E 0.71 0.48 67 10,120 1,308 1,019 63 13,900
2024/10/22 TestPoint D 0.19 0.06 29 3,183 590 1,054 110 14,500
2024/11/16 TestPoint E 0.40 0.28 69 8,456 1,997 834 43 13,400
2024/11/16 TestPoint D 0.20 0.06 32 4,089 606 940 51 14,800

Average 14,000
※NNK：中日本航空株式会社

Bell430 (JA05TV)
 (NNK)

RSI 1
第19次

モニタリング

テストポイント名

地上測定値 テストポイントフライトデータ
CD

(s⁻¹/[µSv/h])
モニタリング

ヘリコプター機種 (機体番号)
(運航会社)

RSIシステム 実施年日
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Table 4-8 2024 年度に取得した CD データ一覧 (S-76) 

 

 

空間線量率
(µSv/h)

標本標準偏差
(2σ)

相対標準偏差
（%）

計数率
(s⁻¹)

標本標準偏差
(2σ)

対地高度
(ft)

標本標準偏差
(2σ)

東日本第15次
モニタリング

S-76 (JA6901)
 (AAC)

RSI 1 2024/09/11 TestPoint 5 0.09 0.02 24 2,106 225 1,031 14 19,300

※AAC：朝日航洋株式会社

テストポイントフライトデータ
CD

(s⁻¹/[µSv/h])
モニタリング

ヘリコプター機種 (機体番号)
(運航会社)

RSIシステム 実施年日 テストポイント名

地上測定値
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Fig. 4-20 地上測定データ (TestPoint 1) 

(空間線量率 (μSv/h)、 天然放射性核種による寄与を含む。)  

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 4-21 地上測定データ (TestPoint 3) 

(空間線量率 (μSv/h)、 天然放射性核種による寄与を含む。) 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 4-22 地上測定データ (TestPoint 4) 

(空間線量率 (μSv/h)、 天然放射性核種による寄与を含む。) 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 4-23 地上測定データ (TestPoint 5) 

(空間線量率 (μSv/h)、 天然放射性核種による寄与を含む。) 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 4-24 地上測定データ (TestPoint D) 

(空間線量率 (μSv/h)、 天然放射性核種による寄与を含む。) 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 4-25 地上測定データ (TestPoint E) 

(空間線量率 (μSv/h)、天然放射性核種による寄与を含む。) 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 
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Fig. 4-26 オーバーラップフライトにおけるヘリコプター機種または機体ごとの CR-Index・

HF 補正計数率の関係 
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4.6. 放射性 Cs の沈着量への換算方法 

 

4.6.1.天然放射性核種の弁別と放射性 Cs 起源の計数率の算出 

 

天然放射性核種の弁別方法は DOE が開発した MMGC 法 (Man Made Gross Count) を参考

にした 3)。本法は天然放射性核種のみを含む地域を測定して得られる γ 線スペクトルにお

いて、放射性 Cs が放出する γ 線エネルギー範囲外である 1,400 keV～2,800 keV の計数率と

全計数率との比 (BG-Index) が一定であることに着目し、放射性 Cs 起源の計数率を推定す

るものである。具体的には、有人ヘリモニタリングの機種または機体と RSI システムの組

み合わせごとに東電福島原子力発電所事故由来の放射性 Cs による影響がない地域をフラ

イトして得られたデータを基に BG-Index を算出する。次に、実際のフライトデータの

1,400 keV～2,800 keV の計数率に BG-Index を乗じて天然放射性核種起源の計数率を計算し、

これを全計数率から減算することで放射性 Cs 起源の計数率を推定する。最後に、放射性

Cs 起源の計数率に換算係数を適用して、放射性 Cs に起因する空間線量率に換算した上で

地表面の放射性 Cs の沈着量に換算する。BG-Index 算出に用いるスペクトルの ROI (Region 

of Interest) のイメージを Fig. 4-27 に示す。また、BG-Index の算出例を Fig. 4-28 に示す。本

図に示したデータは、2011 年度に関西地方において、有人ヘリにより 1 秒ごとに測定した

γ 線スペクトルから BG-Index を求め、その頻度を示したものである。このようにばらつき

はあるものの、正規分布に近い形を示す。第 19 次モニタリング及び東日本第 15 次モニタ

リングで使用した有人ヘリ機種 (機体番号) と RSI システムの組み合わせごとに設定した

BG-Index について Table 4-9 に示す。これらの数値を地表面の放射性 Cs の沈着量に換算す

るためのパラメータとして適用した。なお、浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング及び第 16

回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングにおける放射性 Cs 沈着量の換算方法は、「令和 6 年度

放射性物質測定調査委託費及び原子力施設等防災対策委託費(東京電力株式会社福島第一

原子力発電所事故に伴う放射性物質の分布データの集約) 事業」16)の手法にしたがった。 

上記した放射性 Cs 起源の計数率及び地表面の放射性 Cs 沈着量の算出手順を以下に示す。

また、計算式を式 [3] に示す。 

① 測定で得られた γ 線スペクトルから 1,400 keV～2,800 keV の計数率 (𝐶𝐶BG) を計算する。 

② 𝐶𝐶BGに BG-Index を乗じて天然放射性核種起源の計数率 (𝐶𝐶nat) を推定する。 

③ 𝐶𝐶all－𝐶𝐶nat－𝐶𝐶cos－𝐶𝐶selfにより、放射性 Cs に起因する計数率 (𝐶𝐶Cs) を求める。 
④ 𝐶𝐶Csに HFを乗じ、CD で除することで放射性 Csに起因する空間線量率 (𝐷𝐷Cs) を算出す

る。 

⑤ 式 [3] より、𝐷𝐷Csを空間線量率－放射能換算係数 (CF ([µSv/h]/[kBq/m2]); 4.6.2 項にて詳

述する。) で除して地表面の放射性 Cs の沈着量𝑹𝑹𝑹𝑹 (kBq/m2) を求める。 

𝑹𝑹𝑹𝑹 =
𝑫𝑫𝐂𝐂𝐜𝐜

𝑪𝑪𝑯𝑯
[3] 
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ここで、 

𝐷𝐷Cs =
𝐻𝐻𝐻𝐻 𝐶𝐶Cs
𝐶𝐶𝐷𝐷

 

𝐶𝐶Cs = 𝐶𝐶all－𝐶𝐶nat－𝐶𝐶cos − 𝐶𝐶self 
𝐶𝐶nat = 𝐶𝐶BG 𝐵𝐵𝐵𝐵- 𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼  

である。なお、詳細は 4.12.節に述べるが、CF の単位は本来 [μGy/h]/[kBq/m2] であり、

[μSv/h]/[kBq/m2] に換算するにあたり、Gy : Sv = 1 : 1.2 とした。 

 

 
Fig. 4-27 放射性 Cs に起因する計数率の算出イメージ 

 
Fig. 4-28 BG-Index の算出例 

(関西地方において1秒ごとに測定した γ線スペクトルから求めたBG-Indexと頻度の関係、

全 16,000 データ：Bell430 (JA05TV) で取得したデータの一例) 

  

1,000 1,500 2,000 2,500 3,0000 500

=(b)×BG-Index
(a)+(b)：天然放射性核種の計数率

放射性Csの計数率

BG-Index

標本標準偏差 8.96
算術平均値 30.8
標本標準偏差 8.96
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Table 4-9 BG-Index 一覧 

  

 

4.6.2.空間線量率－放射能換算係数 

 

有人ヘリ及び無人ヘリモニタリングでは、地上の放射性Csの沈着量に換算する場合に、

文 献  51),52) に 示 さ れ る 空 間 線 量 率 － 放 射 能 換 算 係 数  (Conversion Factor: CF 

([µGy/h]/[kBq/m2]) ) を使用する。CF は、土壌への放射性 Cs の浸透度を示す重量緩衝深度 

(β) によって異なった値が設定されている 51)。これまで、東電福島原子力発電所から 80 km

圏内外の航空機モニタリングにおいては、過去との比較を考慮し β = 1.0 (g/cm2) のときの

CF を継続的に使用している。一方、規制庁と原子力機構が行っている放射性物質分布状

況等調査の結果 35)から、東電福島原子力発電所から 80 km 圏内の土壌において、重量緩衝

深度 (β) が年々変化していることが報告されている。ここで調査されている β は、環境中

での放射性 Cs の動態観測が目的であるため、人間活動による影響の少ない土壌を対象と

している。一方、東電福島原子力発電所から 80 km 圏内外の有人へリ及び無人ヘリモニタ

リングの対象は森林のような人間活動が希少な場所から住宅地や農地のような人間活動が

ある程度活発な場所まで多様な土地を含んでいる。さらに、その土地の利用の方法や程度

は年々変わってゆく。このような多面的な因子を考えると、β を固定することは合理的で

はないが、従来との比較のために 1.0とした場合について解析するとともに、βに他の値を

与えた場合に換算係数がどの程度影響があるかを以下に示す。 

Fig. 4-29 に文献 51),52)に示されている β と CF の関係について示す。本図では、対数によ

る近似曲線を記載したように、β と CF は対数関係にある。例えば、β = 1.0 (g/cm2) と β = 

2.0 (g/cm2) にした際の放射性 Cs の沈着量と地表面から 1 m の高さの空間線量率の換算係数 

([µGy/h]/[kBq/m2]) には、Cs-134、Cs-137 ともに 16%程度の差がある。このように、β の設

定により放射性 Cs に対する CF は変化するため、適切な β の設定を行って有人ヘリ及び無

人ヘリモニタリングによる、地上の放射性 Cs の沈着量への換算に適用することは今後の

課題である。本報告における第 19 次モニタリング、東日本第 15 次モニタリング及び浜通

り第 2 次無人ヘリモニタリングの基本的な解析方針として、Fig. 4-29 に示した β の設定値

が及ぼす放射性 Cs 沈着量換算係数への影響は参考情報に留め、過去との比較を考慮して

緩衝深度 β = 1.0 (g/cm2) の場合の換算係数 51),52)を適用した。ただし、第 16 回 5 km 圏内無

人ヘリモニタリングに関しては、これまでに実施してきた「原子力施設等防災対策等委託

費及び放射性物質測定調査委託費 (東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放

Helicopter (Body No.) RSI System Operation Company BG-Index
Bell412 (JA6928) AAC 30.3
Bell430 (JA05TV) NNK 33.7
S-76 (JA6901) AAC 27.6

NNK: 中日本航空株式会社、AAC: 朝日航洋株式会社

RSI 1
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射性物質の分布データの集約) 事業」における解析結果との一貫性を持たせるため、同事

業で使用された β = 4.49 (g/cm2) 16)の場合の換算係数を適用した。 

 

 
Fig. 4-29 重量緩衝深度 βと空間線量率－放射能換算係数 CF の関係 

 (文献 51),52)のデータを基に対数による近似曲線を表示) 
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4.7. 減衰補正 

 

東電福島原子力発電所事故により放射性核種が放出されてから時間が経過し、半減期の

短い核種はほぼ検出されないレベルにまで減衰しており、2011 年 (平成 23 年) 8 月 13 日以

降では、Cs-134 と Cs-137 が評価対象核種である。ここでは、空間線量率から放射能への

Cs-137 換算係数、Cs-134 / Cs-137 濃度比及び測定時点の空間線量率を評価時点の空間線量

率に補正する方法について記述する。空間線量率から放射能への換算は、重量緩衝深度 β 

= 1.0 (g/cm2) の場合の CF を適用し、予め求めておいた Cs-134 / Cs-137 濃度比を用いて、地

表面から 1 m の高さの空間線量率から地表面における Cs-134 及び Cs-137 の放射性物質濃

度に換算した。Cs-134 / Cs-137 濃度比は同年 8 月に福島県で 50 ポイント以上の可搬型ゲル

マニウム半導体検出器 (以下、可搬型 Ge 検出器) による測定データを取得し、同年 8 月 13

日時点での Cs-134 / Cs-137 = 0.917 (B0) を基本とした。その基準日から航空機モニタリング

のデータ取得完了日に減衰補正して換算した。データ取得完了日における Cs-137 の濃度 

(CCs-137) 及び Cs-134 の濃度 (CCs-134) は航空機モニタリングデータから求まる全空間線量率

から、天然放射性核種によるバックグラウンドに起因する空間線量率を引いた空間線量率 

(ECs-137+Cs-134 (μSv/h) ) 及びデータ取得完了日における Cs-134 / Cs-137 濃度比 (B) を用い、下

記の式 [4]、[5] から算出する。 

 

𝑪𝑪𝐂𝐂𝐜𝐜-𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏 = 𝑨𝑨 𝑬𝑬𝐂𝐂𝐜𝐜-𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏+𝐂𝐂𝐜𝐜-𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏 [4] 

 

𝑪𝑪𝐂𝐂𝐜𝐜-𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏 = 𝑩𝑩 𝑪𝑪𝐂𝐂𝐜𝐜-𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏 [5] 

 

ここで、データ取得完了日における空間線量率から Cs-137 濃度に換算するための係数 (A) 

は、式 [6] で表される。 

 

𝑨𝑨 =
𝐬𝐬𝐞𝐞𝐞𝐞(−𝛌𝛌𝐂𝐂𝐜𝐜-𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏 𝒕𝒕)

𝑪𝑪𝑯𝑯𝐂𝐂𝐜𝐜-𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏 𝐬𝐬𝐞𝐞𝐞𝐞(−𝛌𝛌𝐂𝐂𝐜𝐜-𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝒕𝒕) + 𝑩𝑩𝟎𝟎 𝑪𝑪𝑯𝑯𝐂𝐂𝐜𝐜-𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏 𝐬𝐬𝐞𝐞𝐞𝐞(−𝛌𝛌𝐂𝐂𝐜𝐜-𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏 𝒕𝒕)
[6] 

 

ここで、t は基準日 (2011 年 8 月 13 日) からの経過時間、λCs-137及び λCs-134は崩壊定数 

(0.693 / 物理的半減期) としている。 

なお、放射性 Cs の物理的半減期を考慮した空間線量率は、以下のような手順に基づい

て算出している。 

① 換算した放射性 Cs 放射能を航空機モニタリングの取得完了日に合わせて減衰補正す

る。 

② ①で得られた値を CF で除して、放射性 Cs 由来の空間線量率に換算する。 

③ ②で得られた値にバックグラウンド空間線量率を加算し、全空間線量率とする。 
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4.8. 検出限界値 

 

検出限界値 (Limit of Detection) と信頼性について評価を行った。式 [7] 及び式 [8] に有人

ヘリ及び無人ヘリモニタリングにおける全空間線量率への換算方法及び放射性 Cs の沈着

量の換算式について示す。本式を基に、検出限界値及び信頼性について検討を行った。前

述した通り、式[8]における CF の単位は本来 [μGy/h]/[kBq/m2] であるが、[μSv/h]/[kBq/m2] 

に換算するにあたり、Gy : Sv = 1 : 1.2 とした。 

 

𝑫𝑫 =
(𝑪𝑪𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚 − 𝑪𝑪𝐜𝐜𝐜𝐜𝐜𝐜 − 𝑪𝑪𝐜𝐜𝐬𝐬𝐚𝐚𝐬𝐬) 𝐬𝐬𝐞𝐞𝐞𝐞[𝑨𝑨𝑯𝑯(𝑯𝑯𝐜𝐜𝐧𝐧𝐬𝐬 − 𝑯𝑯𝐦𝐦)]

𝑪𝑪𝑫𝑫
[7] 

 

𝑹𝑹𝑹𝑹𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏 =
(𝑪𝑪𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚 − 𝑪𝑪𝐧𝐧𝐚𝐚𝐧𝐧 − 𝑪𝑪𝐜𝐜𝐜𝐜𝐜𝐜 − 𝑪𝑪𝐜𝐜𝐬𝐬𝐚𝐚𝐬𝐬) 𝐬𝐬𝐞𝐞𝐞𝐞[𝑨𝑨𝑯𝑯(𝑯𝑯𝐜𝐜𝐧𝐧𝐬𝐬 − 𝑯𝑯𝐦𝐦)] 𝑹𝑹 𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏

𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏+𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏
 𝑫𝑫𝑪𝑪𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏

𝑪𝑪𝑫𝑫 𝑪𝑪𝑯𝑯
[8] 

 

ここで、式 [7] については、 

𝐷𝐷: 全空間線量率 (µSv/h) 

𝐶𝐶all: 全計数率 (s−1) 

𝐶𝐶cos: 宇宙線に起因する γ 線計数率(s−1) 

= 宇宙線に起因する γ 線計数率 (s−1) �有人ヘリモニタリングでのみ考慮� 
𝐶𝐶self:  

有人ヘリモニタリング： 

空気中ラドン子孫核種やヘリ機体に起因する γ 線計数率 (s−1) 

無人ヘリモニタリング： 

LaBr3(Ce)検出器の自己汚染に起因する計数率 (s−1) 

𝐶𝐶𝐷𝐷: 空間線量率換算係数 ([s−1]/[µSv/h]) 

𝐴𝐴𝐻𝐻: 空気減弱係数 (m−1) 

𝐻𝐻std: 基準対地高度 (有人ヘリモニタリング：300 m、無人ヘリモニタリング：80 m) 

𝐻𝐻m: 測定対地高度 (m) 
であり、さらに式 [8] については、 

𝑅𝑅𝐼𝐼134: 放射性 Cs の沈着量 (Bq

/m2)�以下、Cs- 137 の場合は 134 を 137 に読み替える。� 

𝐶𝐶nat: 天然放射性に由来する γ 線計数率(s−1) 

= 𝐶𝐶BG 𝐵𝐵𝐵𝐵- 𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼 �𝐶𝐶BG: 1,400 keV～2,800 keV の計数率� 

𝐶𝐶𝐻𝐻: 空間線量率−放射能換算係数 ([µSv/h]/[Bq/m2])51),52) 

𝑅𝑅 134
134+137

:全放射性 Cs 放射能に対する C𝑠𝑠- 134 の放射能割合 
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𝐷𝐷𝐶𝐶134: 減衰補正係数 

= exp(−𝜆𝜆𝜆𝜆) (𝜆𝜆: Cs- 134 の崩壊定数、𝜆𝜆: 2011 年 8 月 13 日からの経過時間) 
である。 

 

4.8.1.空間線量率の検出限界値 

 

有人ヘリモニタリングにより算出される空間線量率は BGselfと BGcosに影響を受ける。な

お、無人ヘリモニタリングでは 4.3.2 項で述べたように、BGcos の影響は無視できる。これ

までの有人ヘリモニタリングの測定結果 18)-21),23),25),27),29),31),33),36)を見ると、𝐶𝐶cosは概ね 200    

s-1～500 s-1 の範囲に入ることが分かっている。また、𝐶𝐶selfは海上の測定データから宇宙線

成分を減算することにより算出した結果、約 400 s-1 であったことから、バックグラウンド

計数率 (𝑵𝑵𝐁𝐁) を𝑵𝑵𝐁𝐁 = 𝐶𝐶cos+𝐶𝐶self = 900 s-1として検出下限値の評価を行った。 

一般的に、検出下限値を求める際には、バックグラウンド計数率 (𝑵𝑵𝐁𝐁) の標本標準偏差 

(σ) を式 [9] に示した Currie の式 53)に当てはめ、検出下限値 (𝑵𝑵𝐃𝐃) を算出する。 

 
𝑵𝑵𝐃𝐃 = 𝟏𝟏.𝟔𝟔𝟔𝟔𝟏𝟏𝝈𝝈𝑵𝑵𝐁𝐁 + 𝟐𝟐.𝟏𝟏𝟎𝟎𝟔𝟔 [9] 

 

有人ヘリモニタリングの場合、𝑵𝑵𝐁𝐁を 900 s-1とすると、𝑵𝑵𝐃𝐃は 142 s-1となる。これに、RSI

システムの標準的な CD (13,000 [s-1]/[µSv/h]) から RSI システムによる空間線量率の検出限

界値を計算すると、約 0.01 µSv/h となる。無人ヘリモニタリングの場合も同様に計算した

結果、空間線量率の検出下限値は約 0.04 µSv/h と求まっている 54)。これら空間線量率の検

出下限値は後出の Table 4-10 にまとめた。 

 

4.8.2.放射性 Cs の沈着量の検出限界値 

 

放射性 Cs の沈着量は、γ 線スペクトルのデータからバックグラウンド (有人ヘリモニタ

リングの場合は宇宙線、空気中ラドン子孫核種、有人ヘリ機体のバックグラウンド計数率、

無人ヘリモニタリングの場合は LaBr3(Ce)検出器の自己汚染に起因する計数率を含む。) を

差し引き求めている。放射性 Cs の沈着量の検出限界値を求める上で、実際の測定データ

から、差し引くバックグラウンドを考慮し、各々の計数誤差の 3σを計算した。これを計数

率の検出下限とし、例えば有人ヘリモニタリングの場合、RSI システムの標準的な CD 

(13,000 [s-1]/[µSv/h]) 及び β = 1.00 (g/cm2) の場合の CF で空間線量率に換算する。実際のバ

ックグラウンドの計数率の数値は、空間線量率の場合に用いた BGself と BGcos 以外に BGnat

が含まれる。有人ヘリモニタリングの場合では、バックグラウンド計数率を標準的な

3,000 s-1とし計算を行った。この条件を、式 [9] にあてはめると、767 s-1となる。これに、

標準的な CD (13,000 [s-1]/[µSv/h]) を用いて空間線量率に換算する。さらに Cs-134 と Cs-137
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の組成比を、本報告で行ったモニタリングが完了した年月日である 2024 年 (令和 6 年) 12

月 19 日における 0.014 とし、β = 1.00 における CF (Cs-134：5.33 × 10-3 [μSv/h]/[kBq/m2], Cs-

137：2.08 × 10-3 [μSv/h]/[kBq/m2]) を用いて、放射性 Cs の沈着量の検出下限値を求めた。な

お、CF の単位を [(μGy/h)]/[kBq/m2] から[(μSv/h)/(kBq/m2)] に換算する際、Gy : Sv = 1 : 1.2

とした。この結果、放射性 Cs の沈着量の検出限界値は、約 28 kBq/m2と評価できた。無人

ヘリモニタリングの場合も同様に計算した結果、放射性 Cs の沈着量の検出下限値は約 4 

kBq/m2と評価された 38)。これら放射性 Csの沈着量の検出下限値は Table 4-10にまとめた。 

ここで参考情報として、第 19次モニタリングと同時期に規制庁と原子力機構により実施

された、可搬型 Ge 検出器による測定結果から評価された β = 4.49 (g/cm2)16)を適用した場合

を考える。Fig. 4-29 に示した近似曲線式に β を代入し、[(μSv/h)/(kBq/m2)] に換算して得ら

れる CF は、Cs-134：3.51 × 10-3 [μSv/h]/[kBq/m2]、Cs-137：1.37 × 10-3 [μSv/h]/[kBq/m2] であ

る。これら CF を基に、上記と同様な仮定の下で算出される放射性 Cs の沈着量の検出限界

値は、例えば有人ヘリモニタリングでは約 42.1 kBq/m2となり、β = 1.00 (g/cm2) の場合より

1.5 倍程度大きくなる。このように、β の設定値が航空機モニタリングにおける放射性 Cs

の検出限界値に及ぼす影響は比較的大きい。以上のことから、放射性 Cs の分布状況を正

確に把握するには、β の適切な設定が肝要である。 

 

Table 4-10 RSI システムの検出下限値 

System 
(On-board aircraft) 

Limit of detection 

Dose rate at 1m above 
the ground (μSv/h)  

Radioactivity of deposition 
radiocesium (kBq/m2)* 

RSI 1 
(Manned Helicopter)  0.01 42.1 

LaBr3(Ce) 

(Unmanned Helicopter) 0.04 4 

* Total BG count: 3,000 s-1 

Evaluated value on 19, Dec. 2024 
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4.9. 不確かさ 

 

有人ヘリ及び無人ヘリモニタリングにより算出される空間線量率における不確かさの要

因としては、式 [7] から、以下の事項が挙げられる。 

・ 検出器の計数誤差：一般的に、計数率に対して統計的な誤差が生じる。 

・ CD の選択：有人ヘリモニタリングの場合、Table 4-3 に示したように、固定パラメー

タに対して、測定状況により 20%程度の誤差が生じる。本測定の経験を重ねてきた

現在では、その不確かさは小さくなってきている。 

・ 高度補正係数 HF の選択：CD と同様に、テストラインフライトまたはテストサイト

定点ホバリングデータ測定得状況により 5%前後の不確かさが生じる。 

・ 高度情報に係る誤差：海抜高度は GPS で測位しているが、衛星の位置等の測位状況

によっては、海抜高度に最大 30 m 程度の誤差が生じる。本誤差を低減する手法につ

いて検討できておらず、今後の課題である。 

・ ラドン子孫核種の影響：日本においては、特に冬場に大陸由来のラドン子孫核種の

影響が比較的大きいことが知られている。有人ヘリモニタリングでは空気中ラドン

子孫核種の影響を示唆するデータが取得されており、その詳細については 8 章に述

べる。 
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4.10.補間方法 

 

航空機モニタリングにより得られる測定データは、GPS で記録した位置における値であ

り、これらのデータだけでは連続的な放射線分布を把握することが難しい。測定エリア全

域全体の空間線量率の分布を連続的に示すマッピングを行うため、測定データが未知の地

点における値を推定するための補間が必要となる。空間線量率や放射性物質沈着量のマッ

ピングは、国際原子力機関 (IAEA) から標準的な方法が示されている 55)。補間方法には、

IDW (Inverse Distance Weighted：逆距離加重法)、クリギング (Kriging)、スプライン (Spline)、

Natural Neighbor等の多くの方法が存在する。本報告では、2011年 4月 6日～29日にかけて

実施された第 1 次航空機モニタリングの解析を担当した DOE が用いた IDW を踏襲し、そ

れ以後の解析を行った。IDW とはある補間地点の近傍にある複数のサンプル点の測定値を

補間地点からサンプル点までの水平距離の逆数のべき乗関数により重み付け平均すること

で、ある補間地点における値を推定する方法である。IDW による、ある補間地点における

推定値は以下の式 [10] で表される 56)。 

 

𝒛𝒛𝟎𝟎� =
∑ 𝑹𝑹𝐍𝐍𝐍𝐍(𝒑𝒑𝟎𝟎,𝒑𝒑𝒊𝒊)−𝝀𝝀𝒛𝒛𝒊𝒊𝐜𝐜
𝐢𝐢=𝟏𝟏
∑ 𝑹𝑹𝐍𝐍𝐍𝐍(𝒑𝒑𝟎𝟎,𝒑𝒑𝒊𝒊)−𝝀𝝀𝐜𝐜
𝐢𝐢=𝟏𝟏

[10] 

 

ここで、 

𝒛𝒛𝟎𝟎�：補間地点における空間線量率の推定値 

𝑹𝑹𝐍𝐍𝐍𝐍(𝑝𝑝0,𝑝𝑝𝑖𝑖) (i = 1, 2, …, s) ：補間地点𝒑𝒑𝟎𝟎からサンプル点𝒑𝒑𝒊𝒊までの水平距離 

𝒛𝒛𝒊𝒊：各サンプル点が持つ実測値 

s：補間地点から近傍のサンプル点 

である。 

 

IDW による補間の条件として「補間地点とサンプル点間の距離が大きくなるにつれて、

その補間地点においてサンプル点が推定値に与える影響が減衰していく」ことが前提にな

る。そのため、推定する (重み付け平均) 値は補間地点から近傍 s 点の最高値より大きくな

らず、最低値より小さくなることはない。また、IDW には複雑なパラメータ設定が不要で

ある。必要となるのは、補間地点とサンプル点間の距離に応じて影響度を制御する乗数 λ

と内挿処理の対象となるサンプル点数 s の 2 つである。IDW では λ と s の設定によって結

果が異なってくるが、最良の値を決定するための基準が存在していない。λ が大きいほど、

補間地点近傍データの影響力が相対的に大きくなり、一般的に 2 がよく用いられるが、必

ずしも 2 が最良であるとは限らない。本報告では、今まで積み上げてきた経験から、有人

ヘリモニタリング及び無人ヘリモニタリングともに、λ として 2.3、s として 180 を適用し

た。ちなみに、有人ヘリモニタリングにおける第 3 次モニタリングの空間線量率の RMSE 
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(Root Mean Squared Error: 二乗平均平方根誤差) は 0.208 であった。Fig. 4-30 にパラメータ設

定の異なる場合の空間線量率マップを示す。λを2.3、sを400としたFig. 4-30 a) とλを2.0、

s を 12 とした Fig. 4-30 b) を比べると、両者とも概ねの分布傾向は一緒であるが、線量のレ

ンジの境界をみると a) の方がなめらかになっていることが分かる。 

Fig. 4-4 に示した通り、有人ヘリモニタリングでは対地高度約 300 m、無人ヘリモニタリ

ングでは対地高度約 80 mから測定を実施する。それぞれ、ヘリ直下の地上を中心とする半

径約 300 m、半径約 80 m 円内における放射線量の平均値が測定される。空間線量率等のマ

ッピングにおいては、有人ヘリによる測定範囲が広く、これを基準として考えるのが妥当

と考えられること、地域基準メッシュ (1 km) 内に収めることを考慮して、メッシュサイズ

をは 250 m とした。 

 

   
a) λ = 2.3, s = 180 b) λ = 2.0, s = 12 

*第 3 次モニタリングの結果を使用 

Fig. 4-30 IDW に入力するパラメータとマップの関係 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  

  

凡例
地表面から1 mの高さの
空間線量率 (µSv/h)
[2011年7月2日現在の値に換算]

 > 19.0
 9 .5 - 19.0
 3 .8 - 9 .5
 1 .9 - 3 .8
 1 .0 - 1 .9
 0 .5 - 1 .0
 0 .2 - 0 .5
 0 .1 - 0 .2
 < 0 .1
 測定結果が得られていない範囲

凡例
地表面から1 mの高さの
空間線量率 (µSv/h)
[2011年7月2日現在の値に換算]

 > 19.0
 9 .5 - 19.0
 3 .8 - 9 .5
 1 .9 - 3 .8
 1 .0 - 1 .9
 0 .5 - 1 .0
 0 .2 - 0 .5
 0 .1 - 0 .2
 < 0 .1
 測定結果が得られていない範囲
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4.11.地上測定値との比較 

 

有人ヘリモニタリング結果の妥当性を検証するために、測定対象区域から地形的に平坦

な場所でかつ有人ヘリモニタリング測線近傍の地点を選定し、全 300 地点 (80 km 圏内：50

地点、80 km 圏外：250 地点) において地上測定を行った。ただし、80 km 圏外で行った地

上測定データの内 1 点は、有人ヘリモニタリングの対象区域外に位置していたため、本節

で行う比較対象から除外した。地上測定の方法は 4.3 節の「テストポイントフライト」で

記載したものと同一である。また、測線と地上測定地点間の水平距離は概ね 50 m以内であ

る。Fig. 4-31 に有人ヘリモニタリングによる空間線量率と地上測定値との比較を示す。比

較は散布図 (左) 及び相対誤差 ((有人ヘリモニタリングによる空間線量率 – 地上測定値) / 地

上測定値) のヒストグラム (右) で行った。ここで、相対誤差が 0 であれば有人ヘリモニタ

リングによる空間線量率と地上測定値が一致し、正であれば有人ヘリモニタリングによる

空間線量率の方が大きく、負 (ただし、－1.0 が最低値である。) であれば有人ヘリモニタ

リングによる空間線量率の方が小さく評価されたことを意味する。散布図を見ると、91% 

(全 299 点中 272 点) のプロットがファクター2 に収まり、地上測定値と非常に良く整合し

た。相対誤差のヒストグラムは－0.5～0.5 に主要な分布がある一方で、0.5 以上の領域にも

別の分布があり、弱いながらも多峰性が見られた。相対誤差の主要な分布から外れたデー

タの大部分が東日本第 15 次モニタリングにおいて山間部で測定されたものであり、

Bell412 (JA6928) で測定した範囲については栃木県西部から群馬県東部にかけて広がる足

尾山地の周辺、Bell430 (JA05TV) で測定した範囲については福島県西部の越後山脈の周辺

であった。つまり、有人ヘリモニタリングでは山間部において、地上測定値に対して空間

線量率を 2 倍近く過大評価する場合がある。 

また、他の信頼のできる地上測定値として、同時期に実施された規制庁と原子力機構が

行っている、福島県内における NaI(Tl)検出器 (日立製作所製 TCS-172B) を用いた地上測定

値及び可搬型 Ge 検出器 (Canberra 製 Falcon 5000) を用いた Cs-137 の沈着量の測定値 16)を用

いて、Fig. 4-31 と同様にして有人ヘリモニタリング及び無人ヘリモニタリングによる換算

結果と比較した。なお、可搬型 Ge 検出器による測定値から地表面の放射性 Cs 沈着量に換

算する際に用いる重量緩衝深度 (β) として 4.49 (g/cm2) が設定されている 16)。空間線量率の

比較及び放射性 Csの沈着量の比較について、有人ヘリモニタリング、浜通り第 2次無人ヘ

リモニタリング、第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングの順に Fig. 4-32～Fig. 4-34 及び

Fig. 4-35～Fig. 4-37 にそれぞれ示す。散布図においてファクター2 を指標とすると、空間線

量率について、有人ヘリモニタリングでは約 91% (全 4,775 点中 4,362 点)、浜通り第 2 次無

人ヘリモニタリングでは 89% (全 168 点中 149 点)、第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリン

グでは約 80% (全 61 点中 49 点) が収まった。Cs-137 沈着量について、有人ヘリモニタリン

グでは約 45% (全 168 点中 76 点)、 浜通り第 2 次無人ヘリモニタリングでは約 46% (全 11

点中 5 点)、第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングでは約 33% (全 3 点中 1 点) が収まっ
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た。空間線量率に関しては有人ヘリモニタリング及び無人ヘリモニタリングとも、換算値

はよく地上測定値を再現できているが、Cs-137 沈着量に関しては可搬型 Ge 検出器による

地上測定値が 100 kBq/m2以下の領域で、有人ヘリモニタリングによる換算値がファクター

2 を逸脱するプロットが特に多い。このことから、有人ヘリモニタリングによる Cs-137 の

沈着量の換算値は 100 kBq/m2以下の領域において、妥当性にやや乏しい。なお、無人ヘリ

モニタリングについては、Cs-137 沈着量の比較点数が極めて限られており、本結果から一

般的な傾向を把握することは難しい。次に相対誤差のヒストグラムを詳細に見ると、空間

線量率について、有人ヘリモニタリングでは、ピークは 0 付近に位置しているように見え

るが、－1.0 から 0.0 までの累積頻度は約 39%であり、0 以上の領域に頻度分布がやや偏っ

た。また平均値は 0.24、中央値は 0.10 であったことから、正規分布からはやや逸脱した分

布であることが窺われ、有人ヘリモニタリングによる空間線量率の方が地上測定値よりも

20%から 30%程度は大きくなる傾向にあった。浜通り第 2 次無人ヘリモニタリングについ

ては、平均値は 0.29、中央値は 0.16 であり、正規分布からはやや逸脱した分布であること

が窺われ、浜通り第 2 次無人ヘリモニタリングによる空間線量率の方が地上測定値よりも

15%から 30%程度は大きくなる傾向にあった。第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングに

ついては、平均値は 0.53、中央値は 0.37 と地上測定値よりも大きい側に偏ったが、これら

の大きい側に偏ったデータは、NaI(Tl)検出器による地上測定値が 1 μSv/h 以下の比較的低

線量率の地点のものがほとんどであった。また、有人ヘリモニタリングによる Cs-137沈着

量については相対誤差が広く分布しており、2.0 を上回る領域 (有人ヘリモニタリングの方

が 3 倍以上過大評価) に 30%程度の頻度が認められた。加えて、平均値は 2.06 であるのに

対し中央値が 0.37 であり、有人ヘリモニタリングによる Cs-137 沈着量の換算値の方が明

らかに大きく偏った。浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリ

モニタリングについては上述した通り、比較点数が極めて限られており、一般的な傾向を

把握することは難しい。 

以上をまとめると、空間線量率及び Cs-137の沈着量の地上測定値に対して、有人ヘリモ

ニタリング及び無人ヘリモニタリングの換算値はやや過大評価する傾向が見られた。これ

には、除染等により生じた局所的な空間線量率の低下を反映できていないことが一因とし

て考えられる。有人ヘリ及び無人ヘリモニタリングでは比較的広範囲を測定対象とするこ

とに加え、全計数率に換算係数等を適用することで空間線量率及び Cs-137 の沈着量を大ま

かに算出することから、その値には種々の不確かさが伴う。一方、NaI(Tl)検出器や可搬型

Ge検出器による地上測定では局所域を測定対象としている点で有人ヘリ及び無人ヘリモニ

タリングとは異なる。また、有人ヘリモニタリング及び浜通り第 2 次無人ヘリモニタリン

グでは、森林域や道路の多い都市域の重量緩衝深度の推定が難しいため、測定範囲全域で

β = 1.0 (g/cm2) を一律に適用しており、その違いも影響していると推察される。さらに、第

16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングのように、環境中での放射性 Cs の動態観測結果に基

づいた β を適用したとしても、それにより可搬型 Ge 検出器による地上測定値をどれほど
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精度良く再現できるようになるかは不透明である。以上のような現状から、可搬型 Ge 検

出器の地上測定による Cs-137の沈着量を、有人ヘリ及び無人ヘリモニタリングで再現する

には困難な点があると推察される。今後、地上測定値との比較をしつつ、土地利用区分に

応じて、より適切な β の設定値及びその他の考慮すべき因子について検討し、Cs-137 沈着

量の換算精度の向上に取り組む必要がある。 

なお、地上測定値との比較については、以下のような要因を考慮しなくてはならない。 

① 測定の範囲の違い：空中からの測定値は、上空を頂点とし対地高度を高さとした円錐

の底面部分に該当する地上の放射線の平均値となる。実際に測定される範囲は、有人

ヘリモニタリングでは地上の半径 300 m 円内、無人ヘリモニタリングでは地上の半径

80 m 円内における放射線量の平均値となる。一方、地上測定による測定範囲は半径 30 

m 程度の円の放射線量の平均値となる。よって、地上の放射線分布が一様の場所では

整合しやすいが、地上の空間線量率の分布が均一でない場所では、測定結果が整合し

にくいと考えられる。 

② 周辺からの影響：地上の測定場所の近傍に大きな建物や森林等がある場合には、建物

や樹木に沈着している放射性物質が地上測定に影響する可能性がある。また、上空で

測定する場合においては、建物や森林等が地表面からの放射線を遮へいするため、単

純に比較できない場所がある。本章において、比較用に取得した地上測定値は比較的

地形が平坦な場所が多く、条件がよい場所を選定しているが、上記した影響を免れな

い場所も一部含まれている。 

 

 

Fig. 4-31 測線近傍における地上測定値と有人ヘリモニタリングによる空間線量率の比較 

(左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム) 
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Fig. 4-32 ランダムな位置における地上測定値と有人ヘリモニタリングによる空間線量率の

比較 

(地上測定値は原子力規制庁事業 16)による。左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム) 

 

 

Fig. 4-33 ランダムな位置における地上測定値と浜通り第 2 次無人ヘリモニタリングによる

空間線量率の比較 

(地上測定値は原子力規制庁事業 16)による。左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム) 
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Fig. 4-34 ランダムな位置における地上測定値と第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリング 

による空間線量率の比較 

(地上測定値は原子力規制庁事業 16)による。左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム) 

 

 

 

Fig. 4-35 可搬型 Ge 検出器による地上測定値と有人ヘリモニタリングによる Cs-137 沈着量

の比較 

(地上測定値は原子力規制庁事業 16)による。左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム) 
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Fig. 4-36 可搬型 Ge 検出器による地上測定値と浜通り第 2 次無人モニタリングによる 

Cs-137 沈着量の比較 

(地上測定値は原子力規制庁事業 16)による。左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム) 

 

 

Fig. 4-37 可搬型 Ge 検出器による地上測定値と第 16 回 5 km 圏内次無人モニタリング 

による Cs-137 沈着量の比較 

(地上測定値は原子力規制庁事業 16)による。左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム) 
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4.12. 有人ヘリモニタリングにおける天然放射性核種由来の空間放射線量率マップの作成 

 

天然放射性核種由来の空間放射線量率マップの作成手法は 2014 年度 (平成 26 年度) に開

発した 19),57)。有人ヘリモニタリングで使用している RSI システムは γ 線のエネルギーを計

測しているため、天然放射性核種由来の空間放射線量率を放射性 Cs による空間放射線量

率と弁別して計測が可能である。しかしながら、これまで、放射性 Cs の影響の大きな地

域においては、K-40 の放出する 1,461 keV のエネルギーピークの領域に、Cs-134 の放出す

る 1,365 keV (放出率 3.0%) が干渉するため、正確な評価が難しかった。これらのピーク弁

別に関数適合法 58)を第 19 次モニタリング及び東日本第 15 次モニタリングデータに適用す

ることによって、天然放射性核種由来の空間放射線量率マップを作成した。なお、無人ヘ

リモニタリングに使用しているLaBr3(Ce)検出器に対して、後述するパラメータの算定が難

しいため、浜通りに第 2 次無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリ

ングには本手法は適用できないのが現状である。 

有人ヘリモニタリングで使用している NaI(Tl)検出器では前述のように、放射性 Cs の影響

が一定以上ある地域において K-40 の計数率を弁別することは難しい。Fig. 4-38 に典型的な

γ 線スペクトルの例を示す。このような、お互いが干渉したスペクトルを弁別する手法と

して関数適合法 58)が有効である。本手法は、2 つのピークをガウス関数でそれぞれフィッ

ティングし、干渉している部分の切り分けを行う。Fig. 4-38 のようにエネルギーピークを

2 つのガウス分布が干渉していると仮定した式 [11] を使用した。 

 

𝑺𝑺(𝒊𝒊, 𝒋𝒋) = 𝒂𝒂 + 𝒃𝒃𝑬𝑬 + 𝒄𝒄𝒊𝒊 𝐬𝐬𝐞𝐞𝐞𝐞 �
−(𝑬𝑬− 𝑬𝑬𝒊𝒊)𝟐𝟐

𝟐𝟐𝝈𝝈𝒊𝒊𝟐𝟐
�+ 𝒄𝒄𝒋𝒋 𝐬𝐬𝐞𝐞𝐞𝐞 �

−�𝑬𝑬 − 𝑬𝑬𝒋𝒋�
𝟐𝟐

𝟐𝟐𝝈𝝈𝒋𝒋𝟐𝟐
� [11] 

 

ここで、 

𝑺𝑺(𝒊𝒊, 𝒋𝒋):複合ピークを形成する核種𝑖𝑖, 𝑗𝑗の計数率 (s−1) 

𝒂𝒂 + 𝒃𝒃𝑬𝑬: ベースライン計数率 (s−1) 

𝑬𝑬: 核種𝑖𝑖, 𝑗𝑗のピークエネルギーを最適化するための変数 (γ 線エネルギー (keV)) 

𝑬𝑬𝒋𝒋,𝑬𝑬𝒋𝒋: 核種𝑖𝑖, 𝑗𝑗のピークエネルギー (keV) 

𝝈𝝈𝒊𝒊𝟐𝟐,𝝈𝝈𝒋𝒋𝟐𝟐: 核種𝑖𝑖, 𝑗𝑗のピークの分散 (keV2) 

𝒄𝒄𝒊𝒊, 𝒄𝒄𝒋𝒋: 核種𝑖𝑖, 𝑗𝑗の正味のピーク計数率 (s−1) 

である。 

 

ピークの平均エネルギーや分散はフライト中に変わらないと仮定し、予め平均データか

ら決定した。ここから、一般逆行列を用いて 1 秒ごとに a、b、ci、cjを求め、Cs-134 (1,365 

keV) が 1,400 keV 以上のエネルギーへ与える寄与割合を 0.134 とし、Cs-134 由来の 1,400 

keV～2,800 keV に与える積算計数率 (Cs1400) を算出した。 
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次に、地表面から 1 m の高さの空間線量率 (Dnr) への換算に使用した評価式を式 [12] に

示す。有人ヘリモニタリングで使用している換算式に、Cs1400 を除外するために必要な計数

を追加した。 

 

𝑫𝑫𝐧𝐧𝐧𝐧 =
(𝑪𝑪𝟏𝟏𝟏𝟏𝟎𝟎𝟎𝟎 − 𝑩𝑩𝑩𝑩𝟏𝟏𝟏𝟏𝟎𝟎𝟎𝟎 − 𝑪𝑪𝑪𝑪𝟏𝟏𝟏𝟏𝟎𝟎𝟎𝟎) 𝑩𝑩𝑩𝑩- 𝑰𝑰𝑰𝑰𝑹𝑹𝑰𝑰𝑰𝑰 𝑯𝑯𝑯𝑯𝟏𝟏𝟏𝟏𝟎𝟎𝟎𝟎

𝑪𝑪𝑫𝑫
[12] 

 

ここで、 

𝑫𝑫𝐧𝐧𝐧𝐧: 地表面から 1 m の高さの空間線量率 (μSv/h) 

𝑪𝑪𝟏𝟏𝟏𝟏𝟎𝟎𝟎𝟎: 1,400 keV～2,800 keV の積算計数率 (s−1) 

𝑩𝑩𝑩𝑩𝟏𝟏𝟏𝟏𝟎𝟎𝟎𝟎: 宇宙線由来の 1,400 keV～2,800 keV の積算計数率 (s−1) 

𝑪𝑪𝑪𝑪𝟏𝟏𝟏𝟏𝟎𝟎𝟎𝟎: ラドン壊変生成物及び有人ヘリ機体に起因する 1,400 keV～2,800 keV 

の積算計数率 (s−1) 

𝑩𝑩𝑩𝑩- 𝑰𝑰𝑰𝑰𝑹𝑹𝑰𝑰𝑰𝑰: 東電福島原子力発電所事故由来の放射性 Cs が沈着していない地域における 

全計数率と 1,400 keV～2,800 keV の積算計数率の比率 

𝑯𝑯𝑯𝑯𝟏𝟏𝟏𝟏𝟎𝟎𝟎𝟎: 1,400 keV～2,800 keV の積算計数率に対する高度補正係数  

𝑪𝑪𝑫𝑫: 空間線量率換算係数 ([s−1]/[μSv/h]) 
である。 

 

1,400 keV～2,800 keV の計数率が比較的小さいため、これらの係数を算出する際には検

出限界値を低くするために、積算計数率に対し 21 点 (21 秒) の移動平均を使用した。有人

ヘリコプターの平均移動速度を約 50 m/s とすると、平均した測定エリアは 1 km (50 m/s × 

21 s ≒ 1,000 m) となる。1,400 keV～2,800 keV に対する空気減弱係数 AF は、4.5.2 項で示し

た固定パラメータと同様に、2014 年 (第 9 次モニタリング及び東日本第 5 次モニタリング) 

に実施したテストラインフライトの結果を基に Microsoft Excel®の指数近似機能で算出した

値の算術平均値である。1,400 keV～2,800 keV に対する空気減弱係数を Table 4-11 に示す。

本表には、通常の有人ヘリモニタリングで使用している全エネルギー領域 (30 keV～2,800 

keV) で算出した空気減弱係数を参考データとして併記した。本手法において対象としてい

る γ 線エネルギー領域の平均値は、全エネルギー領域を対象とした場合よりも大きいため、

空気により減弱される度合いが比較的小さくなる。したがって、1,400 keV～2,800 keV に

対する空気減弱係数が比較的小さくなっていることが分かる。CD については、使用した

有人ヘリ機種 (Bell412、Bell430 及び S-76) において、2012 年度以降に算出した CD と地上

測定値との関係を調べたところ地上測定値と算出した CD の関係について空間線量率依存

性が特に認められなかった (Fig. 4-39 (Bell412)、Fig. 4-40 (Bell430) 及び Fig. 4-41 (S-76)) こ

とから、Table 4-5 に示した固定パラメータの数値と同一とした。 

4.3節に記載した通り、CDの算出には地上測定値として NaI(Tl)検出器による地上測定値 
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(μSv/h) を用いている。空間放射線量の測定単位に Sv を用いている NaI(Tl)検出器は通常、

1 cm 線量当量 (周辺線量当量) でキャリブレーションされているため、航空機モニタリング

で算出される空間線量率は必然的に 1 cm 線量当量率 (周辺線量当量率) を意味することに

なる。しかしながら、本項で作成する空間線量率マップは環境放射線に起因する空間放射

線量を表現したものであり、このようなマップでは通常、放射線量率の単位として空気吸

収線量率 (μGy/h) が用いられるため、単位の換算が必要となる。空気吸収線量 (または自由

空気中空気カーマ) から 1 cm 線量当量 (周辺線量当量) への換算手法についてはモンテカル

ロ法を用いた計算による評価例 59)や自然放射線の実測から算出した例 60)がある。自然環境

中における γ 線の実効的エネルギーが 0.5 MeV 付近であると仮定した場合、いずれの例に

おいても空気吸収線量 (Gy) : 1 cm 線量当量 (Sv) は概ね 1 : 1.2 と評価されている。以上のこ

とから、式 [12] で求めた地表面から 1 m の高さの空間線量率𝐷𝐷nr (μSv/h) を 1.2 で除するこ

とにより、航空機モニタリングによる空間線量率 (μSv/h) を空気吸収線量率 (μGy/h) に変換

して、天然放射性核種由来の空間放射線量率マップを作成した。 

東電福島原子力発電所周辺における、放射性 Cs の寄与分を取り除いた天然放射性核種

由来の空間放射線量率マップと、取り除かれた放射性 Cs 由来の空間線量率マップを Fig. 

4-42 に示す。Fig. 4-42 (左) に示した天然放射性核種由来の空間放射線量率マップには Fig. 

4-42 (右) に示したマップのような発電所から北西方向への分布が見られない。このことか

ら、本手法により放射性 Cs の影響を弁別できていると考えられる。一方で、定量的な評

価を行うため、福島県内において可搬型 Ge 検出器による測定で評価した天然放射性核種

由来の空間放射線量率と航空機モニタリングで評価した天然放射性核種由来の空間放射線

量率を比較した結果を Fig. 4-43 に示す。可搬型 Ge 検出器による測定では天然放射性核種

として、K-40 (1,461 keV)、ウラン系列では Pb-214 (352 keV) 及び Bi-214 (1,765 keV)、トリ

ウム系列では Tl-208 (583 keV) 及び Ac-228 (911 keV) を評価対象としており、Fig. 4-43 にプ

ロットされているのは上記の核種に由来する空気吸収線量率 (空気カーマ率) の合計値であ

る。ただし、可搬型 Ge 検出器による測定を実施した 384 地点の内 51 地点は測定時に降雨

があり、さらに内 32点は降雨がなかったものの、上記の核種のいずれかが検出できず空気

カーマ率が評価できなかったため 16)比較対象外とした。これらを除いた 301点の内 16点は

有人ヘリモニタリングによる空間放射線量率マップの範囲外に位置していたため比較対象

外とし、285 点のデータを比較に用いた。散布図 (Fig. 4-43 (左) ) を見てみると、0.05 μGy/h

を超える領域でややばらつきは大きいものの、ファクター2 に約 92% (全 285 点中 261 点) 

が収まった。相対誤差は ( (有人ヘリモニタリングで評価した天然放射性核種由来の空間放

射線量率－可搬型 Ge 検出器による測定で評価した天然放射性核種由来の空間放射線量率) 

/ 可搬型 Ge 検出器による測定で評価した天然放射性核種由来の空間放射線量率) によって算

出した。相対誤差のヒストグラム (Fig. 4-43 (右) ) については 0.0 以上 (有人ヘリモニタリン

グの方が過大評価) の領域でやや広範囲に分布が見られ、平均値及び中央値は 0.28 及び

0.13であった。つまり、有人ヘリモニタリングで評価した空間放射線量率の方が可搬型 Ge
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検出器による空間放射線量率よりも概ね 15%～30%高く算出されたことを意味するが、絶

対値の差異の平均は 0.01 μGy/h 程度であり、両者は概ね等価である。以上のことから、2

つの Gauss分布を仮定した関数適合法により、精度良く全計数率から放射性 Csによる計数

率を弁別し、天然放射性核種由来の空間放射線量率を推定できると考えられる。 

 

 
Fig. 4-38 関数適合法を用いた Cs-134 と K-40 の弁別 
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Table 4-11 使用した空気減弱係数 AF (m-1) のまとめ 

(表中の SD は各パラメータの標本標準偏差 (1σ) である。) 

 
 

Number Number Number
1,400 keV - 2,800 keV -0.00580 ± 0.00080 11 -0.00600 ± 0.00102 8 2
30 keV - 2,800 keV -0.00720 ± 0.00042 21 -0.00720 ± 0.00040 35 2

※SD: 標本標準偏差

-0.00720
-0.00591

Energy range
Bell412 (JA6928) Bell430 (JA05TV) S-76 (JA6901)

    Value ± SD(1σ)     Value ± SD(1σ)     Value
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Fig. 4-39 テストポイントにおける地上測定値と空間線量率換算係数 (CD) の関係 (Bell412) 

(本図中の σ は CD に対する標本標準偏差である。) 

 

 

Fig. 4-40 テストポイントにおける地上測定値と空間線量率換算係数 (CD) の関係 (S-76) 

(本図中の σ は CD に対する標本標準偏差である。) 

 

 

Fig. 4-41 テストポイントにおける地上測定値と空間線量率換算係数 (CD) の関係 (Bell430) 

(本図中の σ は CD に対する標本標準偏差である。) 
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天然放射性核種由来の 
空間放射線量率マップ 

放射性 Cs 由来の 
空間放射線量率マップ 

Fig. 4-42 東電福島原子力発電所周辺における天然放射性核種由来の空間放射線量率マップ

の作成例  

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ((c) Esri Japan) を使用。) 

 

 

Fig. 4-43 可搬型 Ge 検出器による測定で評価した天然放射性核種由来の空間放射線量率と

有人ヘリモニタリングで評価した天然放射性核種由来の空間放射線量率との比較 

(左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム)  
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5. 有人ヘリ及び無人ヘリモニタリング結果 

 

本章では有人ヘリ及び無人ヘリモニタリングのフライト実績、これらのモニタリング結

果を統合して作成した空間線量率マップ及び放射性 Cs 沈着量マップを示す。本事業で実

施したモニタリングの時系列にしたがい、始めに東日本第 15 次モニタリングの結果を示

し、次に第 19 次モニタリング、第 2 次浜通り無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内

無人ヘリモニタリングの結果を示す。最後に、東日本第 15 次モニタリングと第 19 次モニ

タリング、第 2 次浜通り無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリン

グのデータを統合した結果を示す。 

 

5.1. ヘリコプターによるフライトの実績 

 

5.1.1.有人ヘリコプター 

 

東日本第 15 次モニタリングではモニタリングを開始してから Bell412 (JA6928)、S-76 

(JA6901) 及び Bell430 (JA05TV) の順に使用した。第 19 次モニタリングでは Bell430 

(JA05TV) を使用した。 

東日本第 15 次モニタリングでは、始めに Bell412 (JA6928) を使用した。2025 年 (令和 5

年) 7 月 10 日に栃木県芳賀郡芳賀町の栃木ヘリポートで航空機モニタリングシステムを機

内に積み込み、測定を開始した。同日中に測定拠点を東京都江東区新木場の東京ヘリポー

トに移し、成田空港の航空管制圏を中心に千葉県北部と茨城県南部を 7月 13日まで測定し

た。7 月 14 日に測定拠点を群馬県前橋市の群馬ヘリポートに移し、群馬県の一帯と栃木県

西部を 7月 30日まで測定した。ここで、他事業で実施した島根原子力発電所周辺のバック

グラウンド航空機モニタリングへの対応のため、本事業のモニタリングを一時中断した。

9 月 11 日から、測定拠点を栃木ヘリポートに置いて S-76 (JA6901) を用いて東日本第 15 次

モニタリングを再開し、栃木県及び茨城県の一帯を 9 月 17 日まで測定した。9 月 18 日に

Bell430 (JA05TV) に航空機モニタリングシステムを積み替え、測定拠点を宮城県栗原市の

瀬峰飛行場に移した。9 月 19 日より同拠点でモニタリングを開始し、宮城県一帯、山形県

南東部、福島県西部を 10月 14 日まで測定した。なお、東日本第 15 次モニタリングの期間

中、10 月 2 日の測定中に機内に焦げた臭いが発生し、機体トラブルが疑われたため、モニ

タリングを一時中断した。調査の結果、ヘリ機体に装備されている高度計が故障したこと

が判明したため、当日中に交換部品を手配し、翌日にはモニタリング再開可能な状態に回

復した。 

第 19 次モニタリングでは、Bell430 (JA05TV) を継続使用し、10 月 15 日に福島県石川郡

玉川村及び須賀川市にある福島空港に測定拠点を置いてモニタリングを開始し、宮城県南

部及び福島県一帯を 11 月 9 日まで測定した。ここで、ヘリ機体の定期点検を行うために、
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11 月 10 日から 11 月 13 日までモニタリング作業を中断した。11 月 14 日より、測定拠点を

栃木ヘリポートに移してモニタリングを再開し、茨城県北部及び福島県内の未測定エリア

を 11 月 19 日まで測定した。東日本第 15 次モニタリング及び第 19 次モニタリングに要し

た期間をまとめると、以下の通りである。 

 

[フライトに要した期間] 

 東日本第 15 次モニタリング：2024 年 (令和 6 年) 7 月 10 日～10 月 14 日 (延べ 51 フラ

イト) 

 第 19 次モニタリング： 同年 10 月 15 日～11 月 19 日 (延べ 42 フライト) 

 

また、有人ヘリごとにフライトした距離や平均フライト速度、回数等をまとめた表を

Table 5-1 に示す。測線上をフライトしたときに取得した GPS データを基に、ヘリコプター

の飛行平均速度を算出したところ、全ての有人ヘリにおいて 4.2 節で示した速度の範囲内

であった。東日本第 15 次モニタリングにおいて Bell412 (JA6928) の平均速度が比較的小さ

いのは、当該機体で起伏の激しい山岳地帯を中心に測定しており、その際に基準対地高度

あるいは対地高度の許容範囲を遵守するために、飛行速度を落とす必要があるためである。 
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Table 5-1 東日本第 15 次モニタリング及び第 19 次モニタリングにおけるフライト実績 

 

Bell412 (JA6928) S-76 (JA6901) Bell430 (JA05TV)

東日本第15次モニタリング 7,707 19,681 133 140 153

第19次モニタリング 8,319 15,085 150

※測線フライト以外の、空輸やキャリブレーションフライト等による飛行距離も含む。

測定開始 測定終了 フライト回数

東日本第15次モニタリング 2024年7月10日 2024年7月31日 19

第19次モニタリング

測定開始 測定終了 フライト回数
東日本第15次モニタリング 2024年9月11日 2024年9月18日 12

第19次モニタリング

測定開始 測定終了 フライト回数
東日本第15次モニタリング 2024年9月18日 2024年10月14日 20

第19次モニタリング 2024年10月15日 2024年11月19日 37

東日本第15次モニタリング 51
第19次モニタリング 37

モニタリング名　
Bell430 (JA05TV)

モニタリング名　
延べ

フライト回数

平均速度 (km/h)

実績

モニタリング名　
Bell412 (JA6928)

モニタリング名　
S-76 (JA6901)

モニタリング名　 測線フライト距離
（ｋｍ）

総飛行距離※

（ｋｍ）
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5.1.2.無人ヘリコプター 

 

浜通り第 2 次無人ヘリモニタリングでは、東電福島原子力発電所を中心に測定エリアを

北側 (南相馬市、浪江町上空) と南側 (富岡町、楢葉町上空) に分割し測定を行った。浜通り

第 2 次無人ヘリモニタリングに要した期間は以下の通りである。また、詳細を Table 5-2 に

示す。第 16 回無人 5 km 圏内無人ヘリモニタリングの詳細は、「令和 6 年度放射性物質測定

調査委託費及び原子力施設等防災対策委託費 (東京電力株式会社福島第一原子力発電所事

故に伴う放射性物質の分布データの集約) 事業」16)の報告書に記載されている。 

 

［フライトに要した時間］ 

2024 年 (令和 6 年) 11 月 18 日～12 月 19 日 (内 11 日間) 

 

無人航空機を運用する上で、第三者 (無人航空機の飛行に直接又は間接的に関与してい

ない者を指す) 上空の飛行は航空法により禁止されている。このため、無人ヘリの運用事

業者を通じて国土交通省から飛行許可を取得し、必要な住民周知活動を実施した。具体的

には、各自治体への事前説明を行い、各市町の広報誌に無人ヘリモニタリングの実施に関

するチラシを同封することで住民に周知した。チラシのサンプル (楢葉町の例) を Fig. 5-1

に示す。こうした周知活動により、住民が無人航空機の飛行への間接的関与者として扱わ

れ、第三者からの定義 61)から外れるよう法規制に対応した。 

 

Table 5-2 浜通り第 2 次無人ヘリモニタリングにおけるフライト実績 
日付 内容 場所 

2024 年 11 月 18 日 測線フライト 
キャリブレーションフライト 

南側 (富岡町) 
北側 (浪江町) 

2024 年 11 月 20 日 測線フライト 南側 (富岡町、楢葉町) 
2024 年 12 月 4 日 測線フライト 南側 (富岡町、楢葉町) 

2024 年 12 月 5 日 測線フライト 
キャリブレーションフライト 

南側 (楢葉町)  
北側 (浪江町) 

2024 年 12 月 9 日 測線フライト 南側 (富岡町、楢葉町) 
2024 年 12 月 10 日 測線フライト 北側 (南相馬市、浪江町) 
2024 年 12 月 11 日 測線フライト 北側 (浪江町) 
2024 年 12 月 12 日 測線フライト 北側 (南相馬市、浪江町) 
2024 年 12 月 13 日 測線フライト 北側 (南相馬市) 
2024 年 12 月 15 日 測線フライト 北側 (南相馬市、浪江町) 
2024 年 12 月 19 日 測線フライト 北側 (浪江町) 
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Fig. 5-1 住民周知用のチラシのサンプル (楢葉町の例) 
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5.2. 東日本第 15 次モニタリング 

 

東日本第 15次モニタリングの結果を基に、地表面から 1 mの高さの空間線量率の分布状

況を示した「空間線量率マップ」を Fig. 5-2 に示す。また、放射性 Cs の沈着量 (Cs-137 及

び Cs-134 の合計量) の状況を示した「放射性 Cs 沈着量マップ」を Fig. 5-3 に示す。また、

Cs-137 及び Cs-134 の沈着量マップを Fig. 5-4 及び Fig. 5-5 にそれぞれ示す。空間線量率及

び放射性 Cs の沈着量は、浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング実施した最終日である 2024

年 (令和 6 年) 12 月 19 日現在の値に減衰補正した。なお、空間線量率マップの色合いにつ

いては、以下の考え方で分けている。なお、これらのマップ中で白色の箇所は評価対象範

囲外である。 

① 天然放射性核種を含む空間線量率 

環境省が示した追加被ばく線量の考え方 62)を参考に、除染基準である空間線量率

0.23 μSv/h が 1.0 mSv/年に相当するとし、以下のように空間線量率マップの色合いを

区分した。 

・ 19.0 μSv/h  = 約 100 mSv/年 相当  

・ 9.5 μSv/h   = 約 50 mSv/年 相当  

・ 1.9 μSv/h   = 約 10 mSv/年 相当  

・ 1.0 μSv/h   = 約 5.0 mSv/年 相当  

・ 0.5 μSv/h   = 約 2.5 mSv/年 相当  

・ 0.2 μSv/h   = 約 1.0 mSv/年 相当  

・ 0.1 μSv/h   = 約 0.5 mSv/年 相当  

② 放射性 Cs の沈着量 

玄米中の放射性 Cs 濃度が 2011 年 (平成 23 年) 当時の食品衛生法上の暫定規制値 

(500 Bq/kg) となる土壌中の放射性 Cs 濃度の上限値は 5,000 Bq/kg である 63)。この濃

度の放射能が 5 cm までに沈着している水田の土壌を面積 10,000 cm2、深さ 15 cm ま

で採取し、撹拌した場合の濃度を計算すると、約 1,000 kBq/m2 となる。この時、深

さ 15 cm までの土壌の体積は密度 1.3 kg/L とした (150 L/m2 × 1.3 kg/L × 5,000 Bq/kg = 

975,000 Bq/m2 ≒ 1,000 kBq/m2)。 

・ 3,000 kBq/m2 = 1,000 kBq/m2の 3 倍 

・ 1,000 kBq/m2 = 基準 

・ 600 kBq/m2  = 300 kBq/m2～1000 kBq/m2の中間値 

・ 300 kBq/m2  = 1,000 kBq/m2の約半桁下 (10-0.5)  

・ 100 kBq/m2  = 1,000 kBq/m2 × 1/10 

・ 60 kBq/m2  = 600 kBq/m2 × 1/10 

・ 30 kBq/m2  = 300 kBq/m2 × 1/10 

・ 10 kBq/m2  = 100 kBq/m2 × 1/10  
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Fig. 5-2 東日本第 15 次モニタリングにおける空間線量率マップ 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。  
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Fig. 5-3 東日本第 15 次モニタリングにおける放射性 Cs 沈着量マップ 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 5-4 東日本第 15 次モニタリングにおける Cs-137 沈着量マップ 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  



 

- 99 - 

 
Fig. 5-5 東日本第 15 次モニタリングにおける Cs-134 沈着量マップ 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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5.3. 第 19 次モニタリング、浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内無

人ヘリモニタリング 

 

第 19 次モニタリング、浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘ

リモニタリングの結果 35)を基に、地表面から 1 m の高さの空間線量率の分布状況を示した

「空間線量率マップ」を Fig. 5-6 に示す。また、放射性 Cs の沈着量 (Cs-137 及び Cs-134 の

合計量) の状況を示した「放射性 Cs沈着量マップ」を Fig. 5-7に示す。また Cs-137及び Cs-

134 の沈着量マップを Fig. 5-8 及び Fig. 5-9 にそれぞれ示す。放射性 Cs の沈着量マップにつ

いては前述したように、第 19 次モニタリングと浜通り第 2 次無人ヘリモニタリングでは β 

= 1.0 (g/cm2) としたときの換算係数を使用したため、誤差を多分に含む可能性があること

に留意する必要がある。なお、空間線量率及び放射性 Csの沈着量は、浜通り第 2次無人ヘ

リモニタリングを実施した最終日である 2024 年 (令和 6 年) 12 月 19 日現在の値に減衰補正

した。 

また、東日本第 15 次モニタリングとの整合性を確認するために、当該データと第 19 次

モニタリング、浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタ

リングで取得した全データを統合し、同年 12 月 19 日現在の値に減衰補正しマッピングし

た。全モニタリングデータを統合した「空間線量率マップ」及び「放射性 Cs 沈着量マッ

プ」を Fig. 5-10 及び Fig. 5-11 にそれぞれ示す。また、Cs-137 及び Cs-134 の沈着量マップ

を Fig. 5-12 及び Fig. 5-13 にそれぞれ示す。有人ヘリ及び無人ヘリの測定範囲における境界

部分のマップの整合性も違和感がなく、良く一致していることが分かる。 

有人ヘリモニタリングのデータのみを用いて作成した、天然放射性核種由来の空間放射

線量率マップを Fig. 5-14 に示す。空間放射線量率の分布を見ると新潟県と福島県の県境に

天然の放射線量が高い場所が存在する。ここは、帝釈山地という花崗岩の分布地帯として

知られた場所であり、過去に日本全国の空間線量率を航空機モニタリングにより計測した

結果 57)でも、この近辺の空間放射線量率は比較的高いことが見出されている。天然放射性

核種由来の空間放射線量率は、地すべり等の大きな地形の変化がなければ測定年度ごとに

変化しないと考えられ、過去のデータと比較して同様な結果が得られていることを確認す

ることは解析結果の妥当性を表すものと考えられる。そこで、天然放射性核種起源の空間

放射線量率の解析手法が導入された 2014 年 (平成 26 年) から 2023 年 (令和 5 年) までに作

成した天然放射性核種由来の空間放射線量率マップを Fig. 5-15 に示す。このように、各年

度で天然放射性核種由来の空間放射線量率マップが顕著に異なることはなく、本手法によ

り全計数率から放射性 Cs に起因する計数率が適切に除外できていると判断される。 
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Fig. 5-6 第 19 次モニタリング、浜通り第 2 次無人ヘリモニリング及び第 16 回 5 km 圏内無

人ヘリモニタリングにおける空間線量率マップ 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  



 

- 102 - 

 
Fig. 5-7 第 19 次モニタリング、浜通り第 2 次無人ヘリモニリング及び第 16 回 5 km 圏内 

無人ヘリモニタリングにおける放射性 Cs 沈着量マップ 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 5-8 第 19 次モニタリング、浜通り第 2 次無人ヘリモニリング及び第 16 回 5 km 圏内 

無人ヘリモニタリングにおける Cs-137 沈着量マップ 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  



 

- 104 - 

 
Fig. 5-9 第 19 次モニタリング、浜通り第 2 次無人ヘリモニリング及び第 16 回 5 km 圏内 

無人ヘリモニタリングにおける Cs-134 沈着量マップ 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 5-10 東日本第 15 次モニタリングと第 19 次モニタリング、浜通り第 2 次無人ヘリ 

モニリング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングにおける空間線量率マップ 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 5-11 東日本第 15 次モニタリングと第 19 次モニタリング、浜通り第 2 次無人ヘリモニ

リング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングにおける放射性セシウム沈着量マップ 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 5-12 東日本第 15 次モニタリングと第 19 次モニタリング、浜通り第 2 次無人ヘリモニ

リング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングとにおける Cs-137 沈着量マップ 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 5-13 東日本第 15 次モニタリングと第 19 次モニタリング、浜通り第 2 次無人ヘリモニ

リング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングにおける Cs-134 沈着量マップ 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 5-14 東日本第 15 次モニタリング及び第 19 次モニタリングにおける天然放射性核種由

来の自然放射線量率マップ 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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2015 年度 2016 年度 

Fig. 5-15 各測定年度における天然放射性核種由来の空間放射線量率マップの比較  

(1/5) 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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2017 年度 2018 年度 

Fig. 5-15 各測定年度における天然放射性核種由来の空間放射線量率マップの比較  

(2/5) 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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2019 年度 2020 年度 

Fig. 5-15 各測定年度における天然放射性核種由来の空間放射線量率マップの比較  

(3/5) 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 
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2021 年度 2022 年度 

Fig. 5-15 各測定年度における天然放射性核種由来の空間放射線量率マップの比較  

(4/5) 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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2023 年度 

Fig. 5-15 各測定年度における天然放射性核種由来の空間放射線量率マップの比較  

(5/5)  
(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 
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6. 有人ヘリ及び無人ヘリモニタリング結果の考察 

 

6.1. 過去の有人ヘリモニタリング結果との比較 

 

これまでの東電福島原子力発電所から 80 km 圏内における航空機モニタリングの結果に

ついて Fig. 6-1 に示す。このように、空間線量率が比較的高いことを意味する暖色系の面

積が小さくなっていることが分かる。なお。第 3 次モニタリング以前については自衛隊の

ヘリコプターを使用し、簡易的なパラメータを適用していたため、比較対象として用いる

のは適切でない。そこで過去の結果との比較対象として、使用パラメータの算出方法やデ

ータ解析手法が初めて定型化した第 4次以降を選択した。5.1節に記述した空間線量率マッ

プの色合い区分ごとのメッシュの面積 (合計約 8,923 km2) から、各区分の面積割合を算出

して Table 6-1 及び Fig. 6-2 にまとめた。これら図表からも空間線量率が経年により減少し

ていることが分かる。19.0 μSv/h を超える地域は第 10 次モニタリングで見られなくなり、

第 16 次モニタリングにおいて全てのメッシュで 19.0 μSv/h 未満となった。ただし、0.2 

μSv/h 以下の領域では天然放射性核種による影響が相対的に強く、測定値のばらつきによ

り必ずしも経年にしたがって減少しない場合がある。また、第 18次モニタリングでは、第

17 次モニタリングに対して 0.2 µSv/h～0.5 µSv/h の面積が 1%程度増加したが、2023 年度 

(令和 5 年度) より、東電福島原子力発電所から 80 km 圏内における航空機モニタリングに

無人ヘリモニタリングを導入したことに伴い、有人ヘリモニタリングの経路が一部変更さ

れたことに起因すると推察された 36)。年間被ばく線量が 1.0 mSv に相当する、0.2 μSv/h を

上回るメッシュの面積割合は第 4 次モニタリング時点で 95.5%であったが、第 19 次モニタ

リング、浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリング

時点では 20.8%まで減少した。なお、2024 年度 (令和 6 年度) において 0.2 μSv/h を上回った

メッシュは、以下の通りであった。 

 

 宮城県 

白石市の南西端の極一部、伊具郡丸森町の南端 

 福島県 

いわき市の北端、郡山市の中央部、白河市の北端、須賀川市の中央部、相馬市の西部、

伊達市の中央以南、田村市の東部一帯、二本松市の中央部一帯、福島市の中央部及び南

東部、南相馬市の北西部から南西部の一帯、本宮市の中央部から東部及び南西端の極一

部、伊達郡川俣町のほとんど全域、伊達郡国見町の西部及び北端、伊達郡桑折町の中央

部、田村郡三春町の北東部の極一部、東白川郡棚倉町の南東端、東白川郡塙町の北西部、

双葉郡大熊町のほとんど全域、双葉郡富岡町のほとんど全域、双葉郡浪江町の東端部を

除くほとんど全域、双葉郡楢葉町の北部一帯と南西部及び南部中央、双葉郡広野町の西

端及び北端、双葉郡双葉町のほとんど全域、安達郡大玉村の東端部、岩瀬郡天栄村の東



 
 

- 116 - 

部、相馬郡飯舘村のほとんど全域、双葉郡葛尾村の全域、双葉郡川内村の中央部を除く

全域 

 

次に、第 4次モニタリングと 2024年度 (令和 6年度) に実施した東電福島原子力発電所か

ら 80 km 圏内における有人ヘリ及び無人ヘリモニタリングを統合した全データとの比較結

果を散布図として Fig. 6-3 に示す。本図に示した回帰直線の傾きを、東電福島原子力発電

所から 80 km 圏内における空間線量率の全体平均的な減少傾向として捉えることができる。

また、本図中には重量緩衝深度 (β) を 1.0 g/cm2とした場合における、放射性 Cs の物理的半

減期から算出した理論的な減衰を表す破線を示す。このように有人ヘリ及び無人ヘリモニ

タリングの測定結果は、物理的半減期に基づく理論値よりも大きく減少する傾向を示す。

一方、東電福島原子力発電所から 80 km 圏内では地表面から 1 m の高さの空間線量率が 0.2 

μSv/h 以下の、天然放射性核種による影響が相対的に大きい場所が多くなってきている。

放射性 Csから放出される γ線に起因する空間線量率の減少傾向を見るには、天然放射性核

種による影響を無視できるような空間線量率が比較的高い場所を選定するのがよい。そこ

で、2011 年 9 月 30 日時点の避難指示区域 (以下、旧避難指示区域) における有人ヘリ及び

無人ヘリモニタリングの結果を抽出し、空間線量率が比較的高い領域のデータを用いて比

較を行うこととした。旧避難指示区域における、これまでのモニタリング結果について

Fig. 6-4 に示す。次に、旧避難指示区域における空間線量率の減少傾向を定量的に把握する

ため、各モニタリングにおける空間線量率マップのメッシュ中心点の比を算出することで

比較を行った。ここで、最小二乗法による近似は数値の大きな結果に影響を受けやすいた

め、より適切に変化率を評価できる方法として、空間線量率の相対減少率をヒストグラム

として表示した。Fig. 6-4 に示した空間線量率マップの各メッシュにおける相対変化率 (例

えば、(第 19 次モニタリングの結果－第 4 次モニタリングの結果) / (第 4 次モニタリングの

結果)) を算出し、ヒストグラムとして示した。第 4 次モニタリングと第 19 次モニタリン

グ、浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングとの

空間線量率の比較を Fig. 6-5に、同様に Cs-137の沈着量の比較を Fig. 6-6にそれぞれ示す。

空間線量率の散布図及びヒストグラムと比較して、Cs-137 の沈着量の散布図及びヒストグ

ラムの分布はばらつきが大きい。特に、Fig. 6-6 の散布図において、第 4 次モニタリングに

よる Cs-137 の沈着量が 100 kBq/m2であった領域の前後で、第 19 次モニタリング及び浜通

り第 2 次無人ヘリモニタリングによる Cs-137 の沈着量が急激に減少するような傾向が見ら

れた。第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリング 16)については、第 4 次モニタリングによる

Cs-137 の沈着量が 1,000 kBq/m2であった領域の前後で同様の傾向が見られた。これは、空

間線量率は全計数率から宇宙線、空気中ラドン子孫核等に起因するバックグラウンド計数

率を差し引いてから換算しているのに対し、Cs-137 の沈着量はこれらに加えて天然放射性

核種由来のバックグラウンド計数率を差し引いてから換算しているため、計数誤差が相対

的に大きくなることが一因として考えられるが、計数誤差のばらつきだけで本事象を説明
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するには困難な点がある。いずれにせよ、4.11 節でも記載した通り、100 kBq/m2 以下のよ

うな Cs-137の沈着量が比較的小さな領域については、有人ヘリ及び無人ヘリモニタリング

で Cs-137の沈着量を正確に評価するのは困難であることが示唆される。しかしながら、両

者のヒストグラムとも平均値と中央値がほとんど同値であり、正規分布に近いといえる。

各ヒストグラムの相対変化率の平均値を指標とすると、第 4 次モニタリングが行われた

2011 年 (平成 23 年) 11 月から、空間線量率については相対変化率が約 85%～95%と評価さ

れた。一方、Cs-137 の沈着量については相対変化率が約 60%～75%と評価されたが、第 19

次モニタリング及び浜通り第 2 次無人ヘリモニタリングでは、東電福島原子力発電所事故

からの経過日数に伴う β の変化と土地利用区分による β の違いを考慮せずに 1.0 (g/cm2) と

して一律に固定しているため、本節で示した相対変化率には、ある程度の不確かさが伴う

ことに留意する必要がある。  
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Fig. 6-1 東電福島原子力発電所から 80 km 圏内における過去の空間線量率マップの比較 

(1/3) 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 

  

地表面から1 mの高さの

空間線量率(µSv/h)

測定結果が得られ
ていない範囲

第6次モニタリング
事故後約1年8ヶ月
（2012年11月16日）

第4次モニタリング
事故後約7ヶ月

（2011年11月5日）

第5次モニタリング
事故後約1年3ヶ月
（2012年6月28日）

第7次モニタリング
事故後約2年6ヶ月
（2013年9月28日）

第8次モニタリング
事故後約2年8ヶ月
（2013年11月19日）

第9次モニタリング
事故後約3年6ヶ月
（2014年9月20日）

*本マップには天然核

種による空間線量率

が含まれている。
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Fig. 6-1 東電福島原子力発電所から 80 km 圏内における過去の空間線量率マップの比較 

(2/3) 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 

  

第12次モニタリング
事故後約6年6ヶ月
（2017年9月25日）

第10次モニタリング
事故後約4年6ヶ月
（2015年9月29日）

第11次モニタリング
事故後約5年7ヶ月
（2016年10月15日）

第13次モニタリング
事故後約7年7ヶ月
（2018年10月16日）

第14次モニタリング
事故後約8年6ヶ月
（2019年9月18日）

第15次モニタリング
事故後約9年6ヶ月
（2020年10月2日）

地表面から1 mの高さの

空間線量率(µSv/h)

測定結果が得られ
ていない範囲

*本マップには天然核

種による空間線量率

が含まれている。
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Fig. 6-1 東電福島原子力発電所から 80 km 圏内における過去の空間線量率マップの比較 

(3/3) 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 

  

第16次モニタリング
事故後約10年6ヶ月
（2021年10月3日）

第17次モニタリング
事故後約11年6ヶ月
（2022年9月30日）

第18次モニタリング
事故後約12年8ヶ月
（2023年11月27日）

地表面から1 mの高さの

空間線量率(µSv/h)

測定結果が得られ
ていない範囲

*本マップには天然核

種による空間線量率

が含まれている。

第19次モニタリング
事故後約13年9ヶ月
（2024年12月19日）
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Table 6-1 東電福島原子力発電所から 80 km 圏内における空間線量率の面積割合の経年推移 (表形式) 

 

第4次モニタリング

事故後約7ヶ月

第5次モニタリング

事故後約1年3ヶ月

第6次モニタリング

事故後約1年8ヶ月

第7次モニタリング

事故後約2年6ヶ月

第8次モニタリング

事故後約2年8ヶ月

第9次モニタリング

事故後約3年6ヶ月

第10次モニタリング

事故後約4年6ヶ月

第11次モニタリング

事故後約5年7ヶ月

> 19.0 1.0 0.6 0.2 0.2 0.2 0.1 0.0 0.0

9.5 - 19 1.7 1.4 1.1 0.8 0.9 0.7 0.5 0.3

3.8 - 9.5 4.0 3.4 2.7 2.3 2.3 2.0 1.7 1.3

1.9  -3.8 5.9 4.0 3.6 3.6 3.6 3.0 2.1 1.6

1.0 - 1.9 16.2 8.9 5.8 5.1 4.5 4.0 3.9 3.2

0.5 - 1.0 22.2 20.5 18.7 17.4 12.7 11.3 7.8 6.4

0.2 - 0.5 44.5 42.4 33.4 34.0 33.1 32.0 30.0 25.7

0.1 - 0.2 4.4 18.0 31.8 33.0 37.4 40.4 42.7 34.6

≦ 0.1 0.0 0.9 2.8 3.8 5.3 6.5 11.3 27.0

100 100 100 100 100 100 100 100

95.5 81.1 65.5 63.3 57.3 53.1 45.9 38.4

第12次モニタリング

事故後約6年6ヶ月

第13次モニタリング

事故後約7年7ヶ月

第14次モニタリング

事故後約8年6ヶ月

第15次モニタリング

事故後約9年6ヶ月

第16次モニタリング

事故後約10年6ヶ月

第17次モニタリング

事故後約11年6ヶ月

第18次モニタリング

浜通り第1次無人ヘ

リモニタリング

第15回5 km圏内無

人ヘリモニタリング*

事故後約12年8ヶ月

第19次モニタリング

浜通り第2次無人ヘ

リモニタリング

第16回5 km圏内無

人ヘリモニタリング*

事故後約13年9ヶ月

> 19.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

9.5 - 19 0.2 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0

3.8 - 9.5 1.2 1.1 1.0 0.8 0.8 0.6 0.6 0.5

1.9  -3.8 1.7 1.6 1.6 1.5 1.4 1.3 1.3 1.1

1.0 - 1.9 3.0 2.6 2.2 2.1 1.9 1.6 1.6 1.4

0.5 - 1.0 5.6 5.0 5.0 4.7 4.5 4.2 4.2 3.8

0.2 - 0.5 24.5 23.3 22.3 21.2 18.1 15.4 16.3 14.0

0.1 - 0.2 34.9 36.7 35.4 38.3 32.5 37.2 34.3 30.0

≦ 0.1 28.9 29.5 32.4 31.4 40.8 39.7 41.6 49.2

100 100 100 100 100 100 100 100

36.2 33.7 32.2 30.3 26.8 23.1 24.1 20.8

※面積の合計値は約8,923 km2である。
※面積割合の合計値は端数処理の関係上、必ずしも100%とはならない。
*: 「放射性物質測定調査委託費及び原子力施設等防災対策委託費（東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う
　　放射性物質の分布データの集約）事業」にて実施された。各年度における同事業の表記に準じた名称としている。

合計

0.2を上回る割合

面積割合 (％)

0.2を上回る割合

合計

空間線量率(µSv/h)

空間線量率 (µSv/h)

面積割合 (％)
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Fig. 6-2 東電福島原子力発電所から 80 km 圏内における空間線量率の面積割合の経年推移 (円グラフ形式) 

   

1.0 
1.7 
4.0 

5.9 

16.2 

22.2 
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4.4 

0.0 

第4次モニタリング

事故後約7ヶ月

0.6 
1.4 

3.4 

4.0 

8.9 

20.5 

42.4 

18.0 

0.9 

第5次モニタリング

事故後約1年3ヶ月

0.2 1.1 

2.7 3.6 

5.8 

18.7 

33.4 

31.8 

2.8 

第6次モニタリング

事故後約1年8ヶ月

0.2 0.8 
2.3 3.6 5.1 

17.4 

34.0 

33.0 

3.8 

第7次モニタリング

事故後約2年6ヶ月

0.2 0.9 
2.3 3.6 4.5 

12.7 

33.1 

37.4 

5.3 

第8次モニタリング

事故後約2年8ヶ月

0.1 

0.7 
2.0 
3.0 4.0 

11.3 

32.0 

40.4 

6.5 

第9次モニタリング

事故後約3年6ヶ月

0.0 

0.2 1.2 
1.7 
3.0 5.6 

24.5 

34.9 

28.9 

第12次モニタリング

事故後約6年6ヶ月

0.0 

0.1 1.1 1.6 
2.6 
5.0 

23.3 

36.7 

29.5 

第13次モニタリング

事故後約7年7ヶ月

0.0 

0.1 
1.0 1.6 

2.2 

5.0 

22.3 

35.4 

32.4 

第14次モニタリング

事故後約8年6ヶ月

0.0 

0.1 0.8 1.5 2.1 
4.7 

21.2 

38.3 

31.4 

第15次モニタリング

事故後約9年6ヶ月

0.0 
0.0 

0.8 
1.4 

1.9 4.5 

18.1 

32.5 

40.8 

第16次モニタリング

事故後約10年6ヶ月

0.0 

0.0 
0.6 1.3 

1.6 4.2 

15.4 

37.2 

39.7 

第17次モニタリング

事故後約11年6ヶ月

0.0 0.0 0.6 1.3 
1.6 

4.2 

16.3 

34.3 

41.6 

第18次モニタリング

浜通り第1次無人ヘリモニタリング

第15回5 km圏内無人ヘリモニタリング*

事故後約12年8ヶ月

0.0 

0.5 
1.7 

2.1 

3.9 

7.8 

30.0 42.7 

11.3 

第10次モニタリング

事故後約4年6ヶ月

0.0 

0.3 1.3 

1.6 3.2 

6.4 

25.7 

34.6 

27.0 

第11次モニタリング

事故後約5年7ヶ月

0.0 0.0 
0.5 1.1 1.4 

3.8 

14.0 

30.0 

49.2 

第19次モニタリング

浜通り第2次無人ヘリモニタリング

第16回5 km圏内無人ヘリモニタリング*

事故後約13年9ヶ月

> 19.0
9.5 - 19
3.8 - 9.5
1.9  -3.8
1.0 - 1.9
0.5 - 1.0
0.2 - 0.5
0.1 - 0.2
≦ 0.1

※面積の合計値は約8,923 km2である。
※面積割合の合計値は端数処理の関係上、必ずしも100%とはならない。
*: 「放射性物質測定調査委託費及び原子力施設等防災対策委託費（東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う
　　放射性物質の分布データの集約）事業」にて実施された。各年度における同事業の表記に準じた名称としている。

地表面から1 mの高さの
空間線量率 (µSv/h)
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Fig. 6-3 第 4 次モニタリング及び 2024 年度の有人ヘリ及び無人ヘリモニタリングによる

空間線量率算出結果の比較 
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y = 0 .26 x

n = 142,779

点線：放射性Csの物理的半減期から計算した、

空間線量率の理論値を表す直線 (y = 0.26 x)

(ただし、β = 1 g/cm2とした)
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Fig. 6-4 旧避難指示区域における過去の空間線量率マップの比較 

(1/3) 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 

  

※青色実線の外側は評
価対象領域外である。

地表面から1 mの高さの

空間線量率(µSv/h)

測定結果が得られ
ていない範囲

*本マップには天然核

種による空間線量率

が含まれている。

※実線で囲われた白色

の領域は積雪等のあ

った箇所である。

第5次モニタリング
事故後約1年3ヶ月
（2012年06月28日）

第4次モニタリング
事故後約7ヶ月

（2011年11月5日）

第4.5次モニタリング
事故後約11ヶ月

（2012年2月10日）

第6次モニタリング
事故後約1年8ヶ月
（2012年11月16日）

第6.5次モニタリング
事故後約2年

（2013年3月11日）

第7次モニタリング
事故後約2年6ヶ月
（2013年9月28日）
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Fig.6-4 旧避難指示区域における過去の空間線量率マップの比較 

(2/3) 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 

  

※青色実線の外側は評
価対象領域外である。

測定結果が得られ
ていない範囲

*本マップには天然核

種による空間線量率

が含まれている。

※実線で囲われた白色

の領域は積雪等のあ

った箇所である。

第10次モニタリング
事故後約4年6ヶ月
（2015年9月29日）

第8次モニタリング
事故後約2年8ヶ月
（2013年11月19日）

第9次モニタリング
事故後約3年6ヶ月
（2014年9月20日）

第11次モニタリング
事故後約5年7ヶ月
（2016年10月15日）

第12次モニタリング
事故後約6年6ヶ月
（2017年9月25日）

第13次モニタリング
事故後約7年7ヶ月
（2018年10月16日）

地表面から1 mの高さの

空間線量率(µSv/h)
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Fig.6-4 旧避難指示区域における過去の空間線量率マップの比較 

(3/3) 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 

  

測定結果が得られ
ていない範囲

第16次モニタリング
事故後約10年6ヶ月
（2021年10月3日）

※青色実線の外側は評
価対象領域外である。

*本マップには天然核

種による空間線量率

が含まれている。

※実線で囲われた白色

の領域は積雪等のあ

った箇所である。

第14次モニタリング
事故後約8年6ヶ月
（2019年9月18日）

第15次モニタリング
事故後約9年6ヶ月
（2020年10月2日）

第17次モニタリング
事故後約11年6ヶ月
（2022年9月30日）

第18次モニタリング
事故後約12年8ヶ月
（2023年11月27日）

地表面から1 mの高さの

空間線量率(µSv/h)

第19次モニタリング
事故後約13年9ヶ月
（2024年12月19日）
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Fig. 6-5 旧避難指示区域における第 4 次モニタリングと第 19 次モニタリング、浜通り第

2 次無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングの空間線量率算

出結果の比較  

(左：散布図、右：相対変化率のヒストグラム) 

(上段：第 19 次モニタリング、中段：浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング、下段：第 16

回 5 km 圏内無人ヘリモニタリング) 
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Fig. 6-6 旧避難指示区域における第 4 次モニタリングと第 19 次モニタリング、浜通り第

2 次無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングの Cs-137 沈着量

算出結果の比較  

(左：散布図、右：相対変化率のヒストグラム) 

(上段：第 19 次モニタリング、中段：浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング、下段：第 16

回 5 km 圏内無人ヘリモニタリング)  
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6.2. 実効半減期の算出 

 

東電福島原子力発電所事故から約 14年経過し、事故直後から実施してきた本事業の測

定データはビッグデータとして蓄積されてきている。環境中における放射性物質量の変

化は、核実験場での継続的なモニタリングやチョルノービリ原子力発電所事故のモニタ

リング結果から、複数の指数関数で近似できることが知られている。Sanada et al. 

(2018)54)は有人ヘリ及び無人ヘリで取得したデータを利用して、空間線量率の実効半減

期の算出を行っている。ここでは、これまでの測定データの変化傾向を定量的に把握す

るため、測定データの指数関数近似について検討した。その結果として求められる実効

半減期は、空間線量率の遡及的な評価及び測定データの信頼性の推定や将来の空間線量

率の推定に重要なパラメータとなる。 

2011 年 (平成 23 年) から得られている航空機モニタリングの測定データを政府の定め

た統計に用いる基準地域メッシュ (1 km × 1 km) 毎に平均化した。東電福島原子力発電所

を中心とした半径約 80 km 圏内における総メッシュ数は 10,174 メッシュであるが、河口

域や湖などの水域が含まれるメッシュを除き、2011 年度 (平成 23 年度) の第一次モニタ

リングの結果が 0.5 μSv/h 以上であった 4,939 メッシュを評価対象とした。評価対象メッ

シュにおける空間線量率は、天然放射性核種によるバックグラウンド空間線量率に比較

的近い数値を示す場所が多くなってきている。空間線量率の変化傾向を正確に定量化す

る場合、天然放射性核種による空間線量率を減算する必要がある。安藤他 (2017)64)は、

当該事業における KURAMA-II による走行サーベイ結果を基に、東日本の市町村別のバ

ックグラウンド空間線量率を推定している。ここでは、当該研究成果におけるバックグ

ラウンド空間線量率データを採用し、市町村ごとに放射性Cs由来の空間線量率を算出し

た。 

指数関数近似に用いたデータは、それぞれの測定手法毎に、調査期間において全ての

データがそろっているメッシュのみ抽出した。抽出したデータについて、式 [13] に示し

た 2 つの指数項からなる指数関数による近似を行い、空間線量率の実効半減期を算出し

た。 

 

𝑫𝑫 = 𝒂𝒂 𝐬𝐬𝐞𝐞𝐞𝐞 �−
𝟎𝟎.𝟔𝟔𝟔𝟔𝟏𝟏
𝒕𝒕𝐜𝐜𝐬𝐬𝐜𝐜𝐧𝐧𝐧𝐧

𝒕𝒕� + 𝒃𝒃 𝐬𝐬𝐞𝐞𝐞𝐞�−
𝟎𝟎.𝟔𝟔𝟔𝟔𝟏𝟏
𝒕𝒕𝐚𝐚𝐜𝐜𝐧𝐧𝐥𝐥

𝒕𝒕� + 𝑪𝑪 [13] 

 

ここで、 

𝑫𝑫:全空間線量率 (µSv/h) 

𝒂𝒂: 減衰が速い成分の空間線量率 (µSv/h) 

𝒕𝒕𝐜𝐜𝐬𝐬𝐜𝐜𝐧𝐧𝐧𝐧: 減衰が速い成分の実効半減期 �年� 

𝒃𝒃: 減衰が遅い成分の空間線量率 (µSv/h) 
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𝒕𝒕𝐚𝐚𝐜𝐜𝐧𝐧𝐥𝐥: 減衰が遅い成分の実効半減期 (年)  

𝒕𝒕: 東電福島原子力発電所事故からの経過時間 (年)  

𝐶𝐶:減衰の速い及び遅い成分に含まれない空間線量率 (µSv/h) 
である。 

 

なお、𝒂𝒂 + 𝒃𝒃 + 𝑪𝑪は東電福島原子力発電所事故直後の空間線量率を意味する。定数𝐶𝐶は

0 を初期値として反復計算を行い、𝒕𝒕𝐜𝐜𝐬𝐬𝐜𝐜𝐧𝐧𝐧𝐧 等のパラメータの近似解が通常取り得る信頼区

間内で収束せず、その標本標準偏差が近似解の 2 倍以上になった場合には別途、初期値

を与えて再計算して求めた。近似曲線については最小二乗法により 95%の信頼区間を計

算するとともに、実効半減期についても 95%の信頼区間を計算した。 

Fig. 6-7 に東電福島原子力発電所から 80 km 圏内における有人ヘリモニタリング結果に

指数関数近似を適用した結果を示す。本図におけるプロットは、有人ヘリモニタリング

により算出された空間線量率の算術平均値であり、それらのプロットに対して縦軸方向

に各メッシュにおける空間線量率値を表した。東電福島原子力発電所事故から 2 年目ま

では減衰の速い成分による影響が顕著であり、2 年目以降は減衰の遅い成分が支配的で

あることが分かる。指数関数近似の結果を基にして、実効半減期に関する各成分につい

て Table 6-2 にまとめた。減衰の速い成分については、有効数字 2 桁で表記すると、約

0.48 年 (95%信頼区間：0.37 年～0.60 年) となり、東電福島原子力発電所事故の初期にお

いては全空間線量率への寄与割合が比較的大きいものの、事故から概ね半減期の 4 倍強

で空間線量率への寄与が実質的に無くなった成分であることが示唆される。減衰の遅い

成分については、有効数字 2 桁で表記すると、2.4 年 (95%信頼区間：2.1 年～2.8 年) とな

り、東電福島原子力発電所事故から約 14 年経過した現在、半減期の約 6 倍強を経過し空

間線量率に寄与し続けている成分であることが示唆される。両成分ともに 95%信頼区間

が平均値±30%以内で実効半減期を推定できており、空間線量率の遡及的な評価及び将

来の空間線量率の推定に資するものと考える。 
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Fig. 6-7 測定値の指数関数近似 

 

Table 6-2 指数関数近似から求めた実効半減期 
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6.3. 土地利用区分による空間線量率の変化傾向の違い 

 

東電福島原子力発電所周辺における土地利用区分による空間線量率の減少率の違いを

考察するため、国土地理院が提供している「国土数値情報土地利用細分メッシュデー

タ」 65) (以下、土地利用メッシュデータ) を利用した。なお、適用する土地利用メッシュ

データは、第 4 次モニタリング (2011 年、平成 23 年) から第 8 次モニタリング (2013 年、

平成 25 年) に対しては平成 21 年度公開版、第 9 次モニタリング (2014 年、平成 26 年) か

ら 第 10 次モニタリング (2015 年、平成 27 年) に対しては平成 26 年度公開版、第 11 次

モニタリング (2016 年、平成 28 年) から第 15 次モニタリング (2020 年、令和 2 年) に対

しては平成 28年度公開版 、第 16次モニタリング以降に対しては令和 3年度公開版 (2025

年 (令和 7 年) 3 月 1 日現在の最新版) とした。東電福島原子力発電所から 80 km 圏内の土

地利用メッシュデータについて、Fig. 6-8 (平成 21 年度公開版)、Fig. 6-9 (平成 26 年度公

開版)、Fig. 6-10 (平成 28 年度公開版) 及び Fig. 6-11 (令和 3 年度公開版) に示す。これら

の土地利用区分の内、人為的活動等により空間線量率に最も違いが現れると考えられる

市街地部及び東電福島原子力発電所周辺において大部分を占める森林部について、過去

の 80 km 圏内のモニタリング結果を比較し、空間線量率の変化率を比較した。市街地部

及び森林部の定義は以下の通りである。 

・森林部：多年生植物の密生している地域とする。Fig. 6-8～Fig. 6-11 の凡例中、森林を

指す。 

・市街地部：住宅地、市街地等で建物が密集しているところ、鉄道、操車場、道路など

で、面的にとらえられるもの、運動競技場、空港、競馬場、野球場、学校港湾地区、

人工造成地の空地等とする。Fig. 6-8～Fig. 6-11 の凡例中、建物用地、道路、鉄道、そ

の他用地を指す。 

空間線量率の比較は、6.1 節に示したように、測定範囲を 250 m × 250 m メッシュに区

切り、同一メッシュ上における第 4 次モニタリングを基準とした空間線量率の相対変化

率 (例えば、(第 19 次モニタリングの結果－第 4 次モニタリングの結果) / (第 4 次モニタ

リングの結果) ) を算出した。なお、第 4 次モニタリングに適用した土地利用メッシュデ

ータ (平成 21 年度公開版) とは異なる土地利用メッシュデータを適用した第 8 次モニタ

リング以降を比較対象とする場合には、土地利用区分が平成 21年度から不変のデータの

みを抽出し、相対変化率の計算に用いた。第 4 次モニタリングと第 19 次モニタリング、

浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングにおけ

る森林部及び市街地のメッシュごとの相対変化率の比較結果を Fig. 6-12、Fig. 6-13 及び

Fig. 6-14 に示す。また第 4 次モニタリングを基準とした、第 5 次モニタリング以降それ

ぞれの各土地利用区分における空間線量率の相対変化率を Table 6-3～Table 6-7 に示す。

2023 年度 (令和 5 年度) 以降については、東電福島原子力発電所から 80 km 圏内のモニタ

リングに無人ヘリモニタリングを導入したことに伴い、Table 6-7 に示した通り、モニタ
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リング種別に切り分けて比較することとした。第 4 次モニタリングに対する第 19 次モニ

タリング、浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリ

ングの相対減少率は、それぞれ平均値で市街地部では約 79%、約 87%及び約 95%であり、

森林部では約 79%、約 86%及び約 88%であった。東電福島原子力発電所の比較的近傍を

測定した浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリン

グの方が、第 19次モニタリングよりも相対変化率が大きい傾向にあった。また、市街地

部と森林部の相対変化率については、第 19次モニタリングでは同一であったが、浜通り

第 2 次無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングでは市街地部

の方が 1%～7%程度大きかった。第 17 次モニタリング以前の相対変化率の計算結果では、

森林部よりも市街地の方が 2%～7%相対変化率が大きく、森林部よりも市街地の方が空

間線量率の変化幅が大きい傾向にある。これはウェザリング効果や除染活動により、市

街地における放射性 Csのインベントリが減少したことに起因すると推察される。しかし

ながら、東電福島原子力発電所事故から約 14 年経過した現在では、放射性 Cs のインベ

ントリの変化量が相対的に小さくなり、市街地部と森林部における空間線量率の変化量

の差異が見えづらくなっていると考えられる。なお、Fig. 6-8～Fig. 6-11 の凡例に示した

全エリアの相対変化率と森林部のみの相対変化率は概ね同様であった。これは、東電福

島原子力発電所から 80 km 圏内の土地利用区分の 65%が森林であることに起因すると思

われる。規制庁による東電福島原子力発電所近傍の車両モニタリングや人手による空間

線量率測定結果から解析した結果 35)によると、森林部はそれ以外のエリアと比較して減

衰速度が小さく、放射性 Csの物理的半減期にほとんどしたがって減衰しており、本報告

の結果もこれと同様である。ただし、森林部とそれ以外のエリアにおける相対変化率に

ついて、地上測定値よりも航空機モニタリングの方が両者の差が小さい傾向にあるのは、

有人ヘリ及び無人ヘリモニタリングによる空間線量率の位置分解能と地上測定の位置分

解能の差に起因すると考えられる。 
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Fig. 6-8 東電福島原子力発電所から 80 km 圏内における国土数値情報土地利用細分メッ

シュデータ (平成 21 年度公開版 国土地理院土地利用調査データ 65)より)  
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Fig. 6-9 東電福島原子力発電所から 80 km 圏内における国土数値情報土地利用細分メッ

シュデータ (平成 26 年度公開版 国土地理院土地利用調査データ 65)より)  
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Fig. 6-10 東電福島原子力発電所から 80 km 圏内における国土数値情報土地利用細分メッ

シュデータ (平成 28 年度公開版 国土地理院土地利用調査データ 65)より) 
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Fig. 6-11 東電福島原子力発電所から 80 km 圏内における国土数値情報土地利用細分メッ

シュデータ (令和 3 年度公開版 国土地理院土地利用調査データ 65)より) 
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Fig. 6-12 森林部及び市街地における地表面から 1 m の高さの空間線量率の算出結果の比

較 (第 4 次モニタリングに対する第 19 次モニタリングの相対変化率) 

 

 

Fig. 6-13 森林部及び市街地における地表面から 1 m の高さの空間線量率の算出結果の比

較 (第 4 次モニタリングに対する浜通り第 2 次無人ヘリモニタリングの相対変化率) 
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Fig. 6-14 森林部及び市街地における地表面から 1 m の高さの空間線量率の算出結果の比

較 (第 4 次モニタリングに対する第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングの相対変化率) 
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Table 6-3 森林部及び市街地部における空間線量率の相対変化率の比較 

(国土数値情報土地利用細分メッシュデータ (平成 21 年度公開版)65)に基づく) 

 
 

Table 6-4 森林部及び市街地部における空間線量率の相対変化率の比較 

(国土数値情報土地利用細分メッシュデータ (平成 26 年度公開版)65)に基づく) 

  

Ave. SD(1σ) Ave. SD(1σ) Ave. SD(1σ) Ave. SD(1σ)

市街地部 732 -0.31 ± 0.11 -0.47 ± 0.09 -0.50 ± 0.08 -0.56 ± 0.10

森林部 5,852 -0.28 ± 0.10 -0.45 ± 0.08 -0.46 ± 0.09 -0.51 ± 0.09

全域 8,923 -0.29 ± 0.11 -0.45 ± 0.08 -0.47 ± 0.09 -0.52 ± 0.10

※Ave.：平均値、SD：標本準偏差

エリア
面積

(km2)

相対変化率

(第5次モニタリング-第4次モニタリング)

/第4次モニタリング

(第6次モニタリング-第4次モニタリング)

/第4次モニタリング

(第7次モニタリング-第4次モニタリング)

/第4次モニタリング

(第8次モニタリング-第4次モニタリング)

/第4次モニタリング

Ave. SD(1σ) Ave. SD(1σ)

市街地部 791 -0.59 ± 0.09 -0.66 ± 0.09

森林部 5,771 -0.56 ± 0.09 -0.62 ± 0.09

全域 8,923 -0.56 ± 0.09 -0.63 ± 0.08

※Ave. ：平均値、SD：標本標準偏差

相対変化率

エリア
面積

(km2)

(第9次モニタリング-第4次モニタリング)

/第4次モニタリング

(第10次モニタリング-第4次モニタリング)

/第4次モニタリング
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Table 6-5 森林部及び市街地部における空間線量率の相対変化率の比較 

(国土数値情報土地利用細分メッシュデータ (平成 28 年度公開版)65)に基づく) 

 
 

Table 6-6 森林部及び市街地部における空間線量率の相対変化率の比較 

(国土数値情報土地利用細分メッシュデータ (令和 3 年度公開版)65)に基づく) 

 

  

Ave. SD(1σ) Ave. SD(1σ) Ave. SD(1σ) Ave. SD(1σ) Ave. SD(1σ)

市街地部 836 -0.73 ± 0.07 -0.73 ± 0.08 -0.74 ± 0.10 -0.76 ± 0.08 -0.76 ± 0.10

森林部 5,843 -0.70 ± 0.06 -0.71 ± 0.07 -0.72 ± 0.08 -0.74 ± 0.08 -0.74 ± 0.08

全域 8,923 -0.70 ± 0.07 -0.72 ± 0.08 -0.73 ± 0.08 -0.74 ± 0.08 -0.75 ± 0.08

※Ave. : 平均値、SD:標本標準偏差

エリア
面積

(km2)

(第11次モニタリング-第4次モニタリング)

/第4次モニタリング

(第12次モニタリング-第4次モニタリング)

/第4次モニタリング

(第13次モニタリング-第4次モニタリング)

/第4次モニタリング

(第14次モニタリング-第4次モニタリング)

/第4次モニタリング

(第15次モニタリング-第4次モニタリング)

/第4次モニタリング

相対変化率

Ave. SD(1σ) Ave. SD(1σ)

市街地部 888 -0.78 ± 0.08 -0.78 ± 0.11

森林部 5,924 -0.76 ± 0.07 -0.77 ± 0.08

全域 8,923 -0.77 ± 0.07 -0.77 ± 0.08

※Ave. : 平均値、SD:標本標準偏差

相対変化率

エリア
面積

(km2)

(16次モニタリング-第4次モニタリング)

/第4次モニタリング

(第17次モニタリング-第4次モニタリング)

/第4次モニタリング
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Table 6-7 森林部及び市街地部における空間線量率のモニタリング種別ごとの相対変化率の比較 

(国土数値情報土地利用細分メッシュデータ (令和 3 年度公開版)65)に基づく) 

 
 

Ave. SD(1σ)

市街地部 830 -0.77 ± 0.09

森林部 5,829 -0.77 ± 0.07

全域 8,682 -0.77 ± 0.08

エリア
面積

(km2)

(第18次モニタリング-第4次モニタリング)

/第4次モニタリング

相対変化率

Ave. SD(1σ)

市街地部 36 -0.88 ± 0.04

森林部 56 -0.85 ± 0.04

全域 156 -0.86 ± 0.06

エリア
面積

(km2)

(浜通り第1次無人ヘリモニタリング-第4次モニタリング)

/第4次モニタリング

相対変化率

Ave. SD(1σ)

市街地部 21 -0.93 ± 0.03

森林部 39 -0.87 ± 0.04

全域 85 -0.89 ± 0.05

エリア
面積

(km2)

(第15回5 km圏内無人ヘリモニタリング-第4次モニタリング)

/第4次モニタリング

相対変化率

Ave. SD(1σ)

市街地部 833 -0.79 ± 0.07

森林部 5,793 -0.79 ± 0.07

全域 8,645 -0.80 ± 0.07

エリア
面積

(km2)

(第19次モニタリング-第4次モニタリング)

/第4次モニタリング

相対変化率

Ave. SD(1σ)

市街地部 18 -0.95 ± 0.03

森林部 30 -0.88 ± 0.04

全域 67 -0.90 ± 0.05

エリア
面積

(km2)

(第16回5 km圏内無人ヘリモニタリング-第4次モニタリング)

/第4次モニタリング

相対変化率

Ave. SD(1σ)

市街地部 37 -0.87 ± 0.04

森林部 106 -0.86 ± 0.03

全域 217 -0.86 ± 0.05

エリア
面積

(km2)

(浜通り第2次無人ヘリモニタリング-第4次モニタリング)

/第4次モニタリング

相対変化率
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7. 地形の起伏による影響と補正方法 

 

7.1. 背景 

 

日本の国土に対して、山地及び丘陵地は約 7 割を占めている。我が国における原子力発

電所の立地周辺地域にも、このような山地及び丘陵地が多く存在する。有人ヘリ及び無人

ヘリモニタリングにおいては、測定される γ 線計数率に対して高度補正係数や空間線量率

換算係数による補正を施して、地表面から 1 m の高さの空間線量率の計算を行っている。

これは測定対象となる地表面が平坦であると仮定した単純な補正方法であり、このような

仮定に基づいて計算を行った場合、実際に地上で測定される空間線量率と航空機モニタリ

ングにより算出される空間線量率とに乖離が生じる可能性がある。実際にどの程度の差異

が生じるのかについて定量的な評価を行うために、モンテカルロシミュレーションによっ

て地形の起伏を考慮した解析が行われた 25)。当該解析結果を基に、起伏のある地形上で測

定された計数率をより正確に空間線量率に換算する方法を検討し、第 19 次モニタリング、

浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングのデータ

に適用した。その計算結果と地上測定値を比較し、地形の起伏を考慮した解析手法による

空間線量率換算値の精度向上効果を評価した。 

 

7.2. 地形の起伏による測定への影響 

 

航空機モニタリングにおいて測定された γ線計数率は式 [1] で示した通り、空間線量率換

算係数 (CD) で除することによって空間線量率へ変換される。CD は平坦な地形上における

地表面から 1 mの高さの空間線量率𝐷𝐷𝐅𝐅𝐅𝐅𝐍𝐍とその上空、有人ヘリモニタリングでは 300 m、無

人ヘリモニタリングでは 80 m において測定された γ 線計数率𝑪𝑪𝐅𝐅𝐅𝐅𝐍𝐍との比で定義されている。

平坦な地形上では、この比は一定とみなせるが、起伏のある地形の場合、この比率が地形

の起伏度に応じて変化する。平坦な地形上における空間線量率換算係数 CD ([s-1]/[µSv/h]) 

は、以下のように示される。 

 

𝑪𝑪𝑫𝑫 =
𝑫𝑫𝐅𝐅𝐅𝐅𝐍𝐍

𝑪𝑪𝐅𝐅𝐅𝐅𝐍𝐍
[14] 

 

一方、起伏のある地形上の空間線量率換算係数𝑪𝑪𝑫𝑫𝐧𝐧  ([s-1]/[µSv/h]) は、以下のように示され

る 25)。 

 

𝑪𝑪𝑫𝑫𝐧𝐧 =
𝑫𝑫𝐧𝐧

𝑪𝑪𝐧𝐧
[15] 
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ここで、𝑫𝑫𝐧𝐧と𝑪𝑪𝐧𝐧はそれぞれ、起伏のある地形上における、地表面から 1 m の高さの空間線

量率 (µSv/h) とその上空、有人ヘリモニタリングでは 300 m、無人ヘリモニタリングでは

80 mにおいて測定される γ線計数率 (s-1) である。表面汚染密度が均一な場合、𝐷𝐷𝐅𝐅𝐅𝐅𝐍𝐍と𝑫𝑫𝐧𝐧は

同程度とみなせるため、式 [14] 及び式 [15] から、地形の起伏の有無による CD の変化は

以下のように計数率の比として表せる 25)。 

 

𝑪𝑪𝑫𝑫𝐧𝐧

𝑪𝑪𝑫𝑫
=
𝑪𝑪𝐅𝐅𝐅𝐅𝐍𝐍
𝑪𝑪𝐧𝐧

[16] 

 

地形の起伏により、式 [16] に示した比がどの程度変化するかを評価するため、東電福島

原子力発電所を中心とする半径 80 km 圏内において、Fig. 7-1 に示すように、無作為に 480

点の評価点を設定し、各評価点における Ctが計算された 25)。当該計算についての概略を以

下に示す。 

評価点の高度は、有人ヘリモニタリングにおける基準高度である対地高度 300 m であり、

計算には粒子輸送コード PHITS (Particle and Heavy Ion Transport code System)66)が用いられた。

PHITSによる計算において、設定する線源形状は Fig. 7-2 のように設定された。まず、数値

標高モデル (DEM)50)を基に、評価点直下から半径 800 m の領域が三角ポリゴンモデルに変

換された。三角ポリゴンそれぞれを個々の平面線源とみなし、各三角形線源の強度は三角

形面積を重みとした加重平均値として設定された。Cs-137 について、以上に示した計算か

ら得られた計数率比の頻度分布を Fig. 7-3 に示す 25)。本結果から、計数率比の平均値は 0.9

となり、地形を平坦とみなした場合に空間線量率が高く評価される傾向にあることが示唆

された。 
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Fig. 7-1 無作ために抽出した評価点の位置 25) 

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 
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Fig. 7-2 数値標高マップから三角ポリゴンへの変換例 25) 

 

 

Fig. 7-3 平坦な地形と起伏のある地形における対地高度 300 m での計数率比の頻度分布 25) 
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7.3. 地形の起伏による影響の補正 

 

平坦な地形に対して、基準高度 Hstd (有人ヘリモニタリング：300 m、無人ヘリモニタリ

ング：80 m) で飛行しながら測定した場合、4.1節に記載した通り、測定点直下においてHstd

と概ね同一の半径内における γ 線計数率を測定していることになる。つまり、有人ヘリモ

ニタリングの場合は直線距離で約 425 m、無人ヘリモニタリングの場合は約 115 mの範囲内

で見込める領域 (SFLT) から飛来する γ 線が測定できていることになる。 

一方、地形の起伏がある場合、上述した Hstdにおいて測定している場合でも、Fig. 7-4 に

示すように、周囲の標高の違いにより、測定範囲内の平均標高 (Emean) は変化する。例えば、

平均標高が測定点直下の標高 (E) よりも高い場合、線源と検出器の平均距離はより近くな

る。さらに、有人ヘリモニタリングでは検出器から直線距離 425 m、無人ヘリモニタリン

グでは検出器から直線距離 115 mで見込める面積 (S) が大きくなるとともに、起伏によって

線源表面積が増加し、γ 線計数率 (𝐶𝐶 ) も大きくなる。以上を踏まえて、以下の式 [17]  を用

いて地形を平坦と見なした場合の空間線量率 DFLT から、地形の起伏を考慮に入れた補正を

考慮した空間線量率 DTOPO を算出した。本報告では、地形の起伏を考慮に入れた補正計算

方法を「地形補正手法」と呼称する。地形補正手法を 2023 年度 (令和 5 年度) の東電福島原

子力発電所から 5 km 圏内の無人ヘリモニタリングデータに適用したとき、空間線量率が標

準的解析手法の場合よりも 10 倍近く大きくなり、19.0 µSv/h を超える明らかに不自然な補

正結果が確認された 36)。これは、指数関数的に変化する空気減弱係数 AF の項の影響が強

すぎることが原因あったため、式 [17] のように、指数関数項に平方根をとることで急激な

補正を緩和するよう改良した。 

𝑫𝑫𝑻𝑻𝑻𝑻𝑻𝑻𝑻𝑻 = 𝑫𝑫𝑯𝑯𝑭𝑭𝑻𝑻  
𝑺𝑺𝐅𝐅𝐅𝐅𝐍𝐍
𝑺𝑺

�𝐬𝐬𝐞𝐞𝐞𝐞(𝑨𝑨𝑯𝑯 (𝑯𝑯𝐦𝐦′ − 𝑯𝑯𝐜𝐜𝐧𝐧𝐬𝐬)) [17] 

 

ここで、𝑯𝑯𝑚𝑚′は測定時の対地高度𝑯𝑯𝐦𝐦から以下のように求められる。 

 

𝑯𝑯𝐦𝐦′ = 𝑯𝑯𝐦𝐦 − (𝑬𝑬𝐦𝐦𝐬𝐬𝐚𝐚𝐧𝐧 − 𝑬𝑬) [18] 

 

地形補正手法を用いて、第 19 次モニタリング、浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング及び

第16回5 km圏内無人ヘリモニタリングの解析を行い、規制庁と原子力機構が行っている、

福島県内における NaI(Tl)検出器 (日立製作所製 TCS-172B) を用いた地上測定値 16)との比較

を行った。なお、本比較には東電福島原子力発電所から半径 80 km 圏内に位置する地上測

定値のみ (全 4,842 点) を用いた。本手法を適用する前後の東電福島原子力発電所から 80 km

圏内における空間線量率マップの比較を Fig. 7-5に示す。標準的解析手法を用いた場合と比

較して、地形補正手法では全体的に空間線量率がやや低くなる傾向が見られた。本手法を

適用する前後の空間線量率の換算値と地上測定値との比較結果を散布図及び相対誤差のヒ
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ストグラムについて、第 19次モニタリング、浜通り第 2次無人ヘリモニタリング及び第 16

回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングの順に Fig. 7-6～Fig. 7-8 に示す。なお、相対誤差は、地

上測定値 (DGND) に対する DGND と有人ヘリまたは無人ヘリモニタリングによる空間線量率 

(DARM) の差の比 ( (DARM - DGND) / DGND) を取って算出した。散布図より、第 19 次モニタリ

ングについては、ファクター2 に収まったプロットの割合は、標準的解析手法では約 91% 

(全 4,615 点中 4,210点) であったのに対し、地形補正手法では約 94% (全 4,615 点中 4,342点) 

であった。浜通り第 2次無人ヘリモニタリングについては、ファクター2に収まったプロッ

トの割合は、標準的解析手法では約 88% (全 167 点中 147 点) であったのに対し、地形補正

手法では約 91% (全 167 点中 152 点) であった。第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングに

ついては、ファクター2 に収まったプロットの割合は、標準的解析手法では 80% (全 60 点

中 48 点) であったのに対し、地形補正手法では約 83% (全 60 点中 50 点) であった。これら

の結果より、第 19 モニタリング、浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏

内無人ヘリモニタリングの全てにおいて、地形補正手法の適用により、地上測定値との整

合性がやや改善された。次に、相対誤差のヒストグラムより、第 19 次モニタリングについ

ては、標準的解析手法に比べて地形補正手法では 0 付近に頻度分布が多くなり、理想的な

分布に近づいた。標本標準偏差については標準的解析手法では 0.54 であったのに対し、地

形補正手法では 0.50 となり、相対誤差のばらつきがやや改善された。同様に、平均値につ

いては 0.25 から 0.11 に、中央値については 0.11 から－0.02 となった。浜通り第 2 次無人ヘ

リモニタリングについては、標準的解析手法に比べて地形補正手法では 0.5 以上の領域に

あった頻度分布が 0 に近づいた。標本標準偏差については標準的解析手法では 0.57 であっ

たのに対し、地形補正手法では 0.50となった。同様に、平均値については 0.30から 0.13に、

中央値については 0.17 から 0.04 となった。第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングについ

ては、標準的解析手法と地形補正手法とで頻度分布の概形はさほど変化せず、不連続な分

布が認められた。標本標準偏差については標準的解析手法では 0.89 であったのに対し、地

形補正手法では 0.74となった。同様に、平均値については 0.46から 0.25に、中央値につい

ては 0.34 から 0.16 となった。また、相対誤差の絶対値を取り、その算術平均値に 100 を乗

じた値 (平均絶対パーセント誤差；0%に近いほど地上測定値との整合性が良い) を比較した

ところ、第 19 次モニタリングでは、標準的解析手法では約 38%であったのに対し、地形補

正手法では約 33%であった。浜通り第 2 次無人ヘリモニタリングについては、標準的解析

手法では約 45%であったのに対し、地形補正手法では約 38%であった。第 16 回 5 km 圏内

無人ヘリモニタリングについては、標準的解析手法では約 64%であったのに対し、地形補

正手法では約 51%であった。いずれの場合も、地形補正手法を適用すると標準的解析手法

よりも地上測定値との整合性が 5%～10%程度改善される傾向にあった。 

以上のことから、今年度に補正方法を改良した地形補正手法が有人ヘリ及び無人ヘリモ

ニタリングの両方に有効に機能し、本手法により空間線量率の換算結果は標準的解析手法

と比べて、地上測定値との整合性が改善されること確認できた。しかしながら、東電福島
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原子力発電所から 80 km 圏内の測定データ量に対して、地形補正手法による空間線量率の

再算出には 48 時間近く要しているのが現状である。また、地形補正手法を適用するための

地形データは、東電福島原子力発電所から 80 km 圏内しか整備されていない。今後は、地

形補正手法の処理高速化に向けたアルゴリズム改良に取り組むとともに、東電福島原子力

発電所周辺以外のエリアにも適用できるように地形データの整備を拡充していくなど、本

手法の実用性向上を目指した改良に取り組んでいく予定である。 

 

 
Fig. 7-4 地形の起伏による影響を補正する場合に考慮すべき点 

 

SFLT

Emean

Hm′Hm
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Fig. 7-5 東電福島原子力発電所から 80 km 圏内における空間線量率マップの比較 

 (左：標準的解析手法を用いた場合、右：地形補正手法を用いた場合)  
(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 
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Fig. 7-6 第 19 次モニタリング結果と地上測定値との比較 

(上段：標準的解析手法を用いた場合、下段：地形補正手法を用いた場合) 

(左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム)  
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Fig. 7-7 浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング結果と地上測定値との比較 

(上段：標準的解析手法を用いた場合、下段：地形補正手法を用いた場合) 

(左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム) 
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Fig. 7-8 第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリング結果と地上測定値との比較 

(上段：標準的解析手法を用いた場合、下段：地形補正手法を用いた場合) 

(左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム) 
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8. ラドン弁別手法を適用した空間線量率マップの作成 

 

8.1. ラドン子孫核種 

 

地殻中に存在するウランやトリウムの壊変系列には、Fig. 8-1 に示すようにラドンが存在

し、機体であるラドンの一部は大気中に散逸する。地殻中から大気中に散逸したラドン 

(Rn-222：ラドン、Rn-220：トロン) は、Po、Pb 及び Bi などのラドン子孫核種に壊変し、

大気中の微粒子に吸着して大気中を浮遊する。有人ヘリモニタリングにおける基準測定対

地高度である対地 300 m 付近におけるラドン子孫核種濃度が測定された例がほとんどない

ものの、地上におけるラドン濃度は広く測定されており、日本の屋外における濃度レベル

は 6 Bq/m3 程度となっている 67)。このラドンの濃度レベルは比較的低いものの、有人ヘリ

モニタリングにおいては有人ヘリの周辺に存在するような場合、測定される計数率に一定

の影響があると考えられる。また、日単位や季節単位で空気中におけるラドン子孫核種濃

度が変動することが知られており、航空機モニタリングの測定データに及ぼす影響も常に

一定とは限らないと推察される 68)。 

ラドン子孫核種の放出する γ 線は、地殻にも同じ核種が存在するので、地上からの放射

線との γ線スペクトル上で弁別が困難である。また、放射性 Csの放出するエネルギーに似

ているため、現在用いている有人ヘリモニタリングシステムの NaI(Tl)検出器では、東電福

島原子力発電所事故の影響を受けた地域近傍において、なおさら弁別が困難となる。Table 

8-1にラドン子孫核種の放出する γ線エネルギーについて示す。これらのラドン子孫核種の

影響を除去し、有人ヘリモニタリングによる空間線量率への換算を高精度化する検討を

2015 年度に実施した 20)。2016 年度は、開発した手法を大量のデータに適用できるように

有人ヘリモニタリング解析システムに組み込んだ 21)。2017年度は本手法を測定結果に適用

し、その妥当性を検証した 23)。本手法の更なる高度化に資するために、8.2 節にて詳述す

るパラメータ等のデータ蓄積を行う必要があると考え、今年度もラドン子孫核種による影

響を除去した空間線量率マップの作成を行い、その妥当性を検証した。以下、大気中のラ

ドン子孫核種の影響の除去手法を「ラドン弁別手法」と呼称する。 
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Fig. 8-1 ウラン系列及びトリウム系列  

(核種名の下の数値は半減期を表す。) 

 

Table 8-1 ラドン子孫核種の放出する γ 線 

 

  

ウラン (238U) 系列 トリウム (232Th) 系列

Th-232
1.405 x 1010 y

U-238
4.468 x 109 y

Ra-226
1.6 x 103 y

Ra-224
3.66 d

Rn-222
3.824 d

Po-218
3.10 m

Pb-214
26.8 m

Bi-214
19.9 m

Rn-220
55.6 s

Po-216
0.145 s

Pb-212
10.64 h

Bi-212
60.55 m

Branching
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8.2. ラドン弁別手法の概略 

 

前述したように、ラドン子孫核種は大気中だけでなく地表面及び地殻にも存在し、その

γ 線エネルギー領域は広範である。よって、有人ヘリモニタリングで取得される全計数率

から、ラドン子孫核種に起因する γ 線計数率のみをスペクトル分析によって弁別すること

は一般に難しい。航空機モニタリングにおいて空気中ラドン子孫核種に起因する γ 線計数

率を推定する方法として、全計数率を取得する検出器に加え、空気中のラドン子孫核種か

ら放出される γ 線を測定するための検出器を使用し、両者の計数率とそれらを基にして算

出される換算パラメータを用いる方法の例が示されている 55)。原子力機構では当該手法を

参考にして、空気中のラドン子孫核種に起因する γ 線を測定する検出器に LaBr3(Ce)検出器

を採用してラドン弁別手法を実施するための測定体系の構築を行い、NaI(Tl)検出器と

LaBr3(Ce)検出器の γ 線計数率を基にした換算パラメータの設定方法について検討と改良を

重ねてきた 20)-32)。本節では、ラドン弁別手法の概略を示す。 

LaBr3(Ce)検出器を有人ヘリ内に搭載した状況を Fig. 8-2 に示す。地表面の放射性核種か

ら放出される γ 線をなるべく遮へいし、空気中ラドン子孫核種の γ 線のみを測定できるよ

うにするために、LaBr3(Ce)検出器は NaI(Tl)検出器の上方に配置した。Fig. 8-3 に有人ヘリ

機内の検出器と γ線放出核種の位置関係のイメージを示す。NaI(Tl)検出器と LaBr3(Ce)検出

器の位置関係から地表面の放射性核種が存在する場合及び存在しない場合のLaBr3(Ce)検出

器の計数率に対する NaI(Tl)検出器の計数率の比をそれぞれ「グラウンドインデックス」及

び「ラドンインデックス」とし、その差からラドン子孫核種由来の γ 線計数率を弁別する

ものである。 

・ラドンインデックス (以下、RI)：地表面の放射性核種から放出される γ 線による影響

がないと考えられる海上で取得したデータにおける LaBr3(Ce)検出器の計数率 (𝐶𝐶LaBr,a) 

に対する NaI(Tl)検出器の計数率 (𝐶𝐶NaI,a) の比 (𝐶𝐶NaI,a / 𝐶𝐶LaBr,a) 。ラドン子孫核種由来の

γ 線は等方的に飛来することから、NaI(Tl)検出器による遮へいの影響を受けにくく、

LaBr3(Ce)検出器の計数率にさほど影響を及ぼさないと考えられる。 

・グラウンドインデックス (以下、GI)：地表面の放射性核種から放出される γ 線による

影響が支配的な陸地で取得したデータにおける LaBr3(Ce)検出器の計数率 (𝐶𝐶LaBr,g)  に

対する NaI(Tl)検出器の計数率 (𝐶𝐶NaI,g) の比 (𝐶𝐶NaI,g / 𝐶𝐶LaBr,g)。ラドン子孫核種由来の γ

線は有人ヘリ下方から飛来することから、NaI(Tl)検出器に遮へいされて LaBr3(Ce)検

出器では比較的計数されにくい。GI は、RI よりも大きくなると推察される。 

これら 2 つのパラメータを利用して式 [19] より地表面の放射性核種から放出される γ 線

による影響が支配的な陸地で取得した NaI(Tl)検出器の計数率𝑪𝑪𝐍𝐍𝐚𝐚𝐍𝐍,𝐥𝐥を求め、空気中ラドン

子孫核種由来の計数率を減算した後の地表面由来の計数率とする。これを空間線量率に換

算してマッピングする。これを空間線量率に換算してマッピングする。 
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𝑪𝑪𝐍𝐍𝐚𝐚𝐍𝐍,𝐥𝐥 =
𝑩𝑩𝑰𝑰(𝑪𝑪𝐍𝐍𝐚𝐚𝐍𝐍,𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚 − 𝑹𝑹𝑰𝑰 ∙ 𝑪𝑪𝐅𝐅𝐚𝐚𝐁𝐁𝐧𝐧,𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚𝐚)

𝑩𝑩𝑰𝑰 − 𝑹𝑹𝑰𝑰
[19] 

 

ここで、 

𝐶𝐶NaI,all: NaI(Tl)検出器における全計数率 (30 keV～2800 keV) (s−1) 

𝐶𝐶LaBr,all: LaBr3(Ce)検出器における全計数率 �50 keV～700 keV� (s−1) 
である。 

 

ヘリコプターの機種または機体によって γ 線の遮へい効果が異なるのに付随して、RI 及

び GI もヘリコプターの機種または機体に依存すると考えられることから、使用するヘリ

コプターごとに海上及び陸地で実際に取得したデータを基に RI 及び GI を設定することと

している。RI 及び GI を決定するために取得したデータと両パラメータの算出結果につい

ては 8.3 節に詳述する。 

 

 

Fig. 8-2 空気中ラドン子孫核種測定用の検出器と有人ヘリへの搭載状況 

 

LaBr3(Ce)検出器

NaI(Tl)検出器
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Fig. 8-3 空気中のラドン子孫核種と地表面からの放射線のイメージ  

Rn progeny
(Pb-214 and Bi-214)LaBr3

NaI(Tl)

Cs and natural radionuclides
(U, Th and K-40)
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8.3. パラメータ (RI 及び GI) の決定 

 

式 [19] を用いたラドン弁別法の信頼性はグラウンドインデックス GI とラドンインデッ

クス RI の設定精度に依存する。有人ヘリの遮へいによる γ 線計数率の変化に付随して、こ

れらのパラメータも変化すると考えられるため、東日本第 15次モニタリングで使用したヘ

リコプターごとに実測データから数値を決定した。なお、東日本第 15次モニタリングで使

用した有人ヘリ機種 (機体番号) は Bell412 (JA6928)、S-76 (JA6901)、Bell430 (JA05TV) であ

る。 

計数率の変動による影響をなるべく低減するために、東日本第 15次モニタリングにおい

て取得した計数率データ及び GPS データ (緯度、経度及び飛行高度) を 40 秒平均し、全計

数率から宇宙線及び有人ヘリ機体に起因する γ 線計数率の寄与をバックグラウンドとして

減算した上で RI 及び GI の算出に用いた。このとき、RI については海上でフライトしたデ

ータの内、海抜高度が 300 m ± 150 m で取得したデータを抽出し、GI については陸上で取

得したデータの内、対地高度が 290 m～320 mのデータのみを抽出した。抽出したデータに

対して線形回帰 (ただし、切片が 0 であることを前提とする) を実施して得られた線形回帰

式の傾き (回帰係数) を RI 及び GI とする。これまで、データ数が少ない或いはばらつきが

比較的大きく外れ値が含まれるデータに対して最小二乗法による線形回帰を実施した場合、

回帰係数に悪影響を及ぼすケースが過去に見られた 30)。また、外れ値の影響を緩和した上

で回帰係数を得るため、最小絶対値法によるロバストな線形回帰を導入したものの、外れ

値が生じない場合には効果を発揮せず、当該手法は汎用性に乏しいという知見が得られ

た 34)。これらいずれの手法も x 軸 (LaBr3(Ce)検出器の計数率) または y 軸 (NaI(Tl)検出器の

計数率) のいずれか一方にのみ有意な誤差が含まれるという仮定の下に線形回帰を行って

おり、この仮定が RI 及び GI の算出に悪影響を及ぼす可能性があると考えられる。本報告

では x 軸及び y 軸の両方向の誤差を考慮に入れた回帰手法である直交距離回帰 69)を導入し

た。直交距離回帰は測定データ点と回帰直線の直交距離の二乗和を最小とする回帰アルゴ

リズムであり、LaBr3(Ce)検出器及び NaI(Tl)検出器の計数率の両者に含まれる誤差を考慮

した上で回帰係数が求めることが可能である。さらに、直交距離回帰に簡易的にロバスト

性を持たせるために、x 軸及び y 軸データの標準偏差の逆数を重みとした重み付き回帰を

組み合わせて RI 及び GI の算出に用いた。本報告では、この手法を「重み付き直交距離回

帰」と呼称する。 

RI 及び GI の算出に係る NaI(Tl)検出器の計数率と LaBr3(Ce)検出器の計数率の関係を Fig. 

8-4 及び Fig. 8-5 に示す。本図には最小二乗法及び重み付き直交距離回帰による線形回帰で

得られた近似直線と回帰式を併記した。ここで、Fig. 8-4 については海上で取得したもので

あり、ラドン子孫核種に起因する計数率のみが反映されていると考えられるが、ややばら

つきが大きい。これは大気中ラドン子孫核種の分布の不均一さや抽出対象とするデータの

海抜高度範囲が広いことに起因すると思われる。Fig. 8-4 より、いずれのヘリ機種において
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も重み付き直交距離回帰による回帰係数の方が、最小二乗法による回帰係数よりも大きく

なる傾向にあった。また、Fig. 8-5 の GI の場合はデータ数が多く、ばらつきも比較的小さ

いため、重み付き直交距離回帰と最小二乗法とで回帰係数にほとんど違いは生じなかった。

なお、上記したように、本図のデータは陸上で取得したものであり、実環境中においてラ

ドン子孫核種による影響が含まれないデータを取得することは困難であることから、GI に

はラドン子孫核種の影響がある程度含まれていることに留意する必要がある。 

本報告では、RI 及び GI は重み付き直交距離回帰による回帰係数をメインとして解析に

使用することとした。即ち、Bell412 (JA6928)の RI は 25.8、GI は 29.7 とし、S-76 (JA6901) 

の RI は 21.3、GI は 30.9 とし、Bell430 (JA05TV)の RI は 17.5、GI は 27.5 とした。また、こ

れらのパラメータを用いた解析結果と最小二乗法による回帰係数を用いた解析結果との比

較は 8.5 節にて地上測定値を用いて行う。 
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Fig. 8-4 海上における NaI(Tl)検出器の計数率と LaBr3(Ce)検出器の計数率の関係 

(回帰係数を RI と定義する。本報告では、重み付き直交距離回帰による回帰係数を主として用いた。) 

 

 
Fig. 8-5 陸上における NaI(Tl)検出器の計数率と LaBr3(Ce)検出器の計数率の関係 

(回帰係数を GI と定義する。本報告では、重み付き直交距離回帰による回帰係数を用いた。) 
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8.4. GI の高度補正方法 

 

グラウンドインデックス GI については、2015 年度 (平成 27 年度) に実施した予備的な調

査により、対地高度に依存して数値が変化することが分かった 20)。しかしながら、実環境

中ではラドン子孫核種の寄与がないデータを取得することは不可能である。そこで、2017

年度 (平成 29 年度) に計算シミュレーションにより実際の測定体系を模擬し、GI の高度補

正手法について検討した 21)。その結果、式 [𝟐𝟐𝟎𝟎] に示す関係にあることが見出された。本

報告において、式 [𝟐𝟐𝟎𝟎] に基づいて、GI の高度補正を行った。 

 

𝑩𝑩𝑰𝑰𝐜𝐜𝐜𝐜𝐧𝐧𝐧𝐧 = 𝟎𝟎.𝟎𝟎𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏× (𝑯𝑯𝐦𝐦 −𝑯𝑯𝐜𝐜𝐧𝐧𝐬𝐬) + 𝑩𝑩𝑰𝑰 [𝟐𝟐𝟎𝟎] 

 

ここで、 

𝐵𝐵𝐼𝐼corr : 高度補正後の GI 

𝐻𝐻m : 測定時における対地高度 (m) 

𝐻𝐻std : 有人ヘリモニタリングにおける基準対地高度 (300 m) 

𝐵𝐵𝐼𝐼: 高度補正前の GI 

である。 
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8.5. 東日本第 15 次モニタリングのデータへの適用 

 

ラドン弁別手法は、大気中のラドン子孫核種の計数率と地上からの計数率が拮抗してい

る場所に効果的であり、放射性 Cs の影響が大きな地域では大気中のラドン子孫核種の影

響はほとんど無視できる。よって、本手法は放射性 Cs の影響が比較的大きい東電福島原

子力発電所から 80 km 圏内を測定した第 19 次モニタリング、浜通り第 2 次無人ヘリモニタ

リング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングには適用せず、東日本第 15 次モニタリ

ングにのみ適用した。なお、今までの経験則から GIを実測データに基づく数値よりも 1程

度小さく設定した方が、空間線量率の換算値が地上測定値と良く整合するという知見が得

られている。これに再現性があるかを検証するために、Fig. 8-5 に示した直交距離回帰に基

づく GIを基準値とし、この基準値から 1及び 2を減じた場合についても解析を実施した。

すなわち、Bell412 (JA6928) では 29.7、S-76 (JA6901) では 30.9、Bell430 (JA05TV) では 27.5

を GI の基準値とし、それぞれの GI を 28.7 及び 27.7、29.9 及び 28.9、26.5 及び 25.5 とした

場合についても解析した。 

 

(1) 空間線量率マップ及び空気中ラドン子孫核種由来の γ 線計数率マップ 

GI を上記のように設定して空間線量率マップ及びラドン子孫核種由来の γ 線計数率マッ

プを作成した。Fig. 8-6 にラドン弁別手法を適用した東日本第 15 次モニタリングの空間線

量率マップを示す。本図には比較のため、標準的解析手法による空間線量率マップ (Fig. 

5-2 で示したものと同一である) も示した。Bell412 (JA6928) で測定した群馬県の一帯と栃

木県西部については、標準的解析手法によるマップと比べ、ラドン弁別手法によるマップ

の方が 0.1 µSv/h～0.2 µSv/h の分布面積が大きくなる傾向が見られた。一方で、Bell430 

(JA05TV) で測定した福島県西部については、標準的解析手法によるマップよりも、ラド

ン弁別手法によるマップの方が 0.1 µSv/h～0.2 µSv/h の分布面積が小さくなる傾向が見られ

た。なお、S-76 (JA6901) で測定した栃木県及び茨城県の一帯のほとんどで、両解析手法で

求まった空間線量率が 0.06 µSv/h 程度と小さく、空間線量率値の差異が明確に視認できる

レベルで生じなかった。また、ラドン弁別手法による空間線量率の換算値は GI を基準値

から減じるほど全体的に大きくなる傾向にあった。 

ここで、ラドン子孫核種の影響の大きい地域について考察するために、空気中のラドン

子孫核種由来の計数率のマップを作成した (Fig. 8-7)。本マップはラドン弁別手法の過程で

計算した NaI(Tl)検出器における空気中ラドン子孫核種由来の計数率をマッピングしたもの

である。この計数率は NaI(Tl)検出器における全計数率から、式 [19] により算出した CNaI,g

を減算し求めたものである。測定日時が場所により異なるため、空気中ラドン子孫核種由

来の計数率は離散的である。ラドン子孫核種由来の計数率が高く算出されたのは、奥羽山

脈や越後山脈から関東山地に渡る山岳部等、標高の比較的高い場所であった。一方、標高

の低い仙台平野や関東平野ではほとんど計数されなかった。ラドン子孫核種の起源として
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は中国大陸からの大気輸送と測定地近傍における地殻からの放出が考えられ、前者の影響

は特に日本海側の冬季に大きくなる傾向にある 70)。一方、東日本第 15 次モニタリングの

測定時期は 2024 年 (令和 6 年) 7 月 10 日～10 月 14 日であったことから、中国大陸からの大

気輸送による影響は冬季に見られるレベルに比して小さいと考えられ、測定地近傍におけ

る地殻由来のものの時間変化は小さく、前者より支配的な影響力を持つと推察される。さ

らに、本結果はラドン子孫核種に起因する計数率が比較的高く算出された標高の高いエリ

アでは花崗岩がある程度大きな岩体として分布していること及び平野部では花崗岩体が極

狭小であるか、またはほとんど分布しておらず、段丘堆積物や海岸平野堆積物が主体であ

ること 71)と矛盾しない。なお、標準的解析手法では、BG フライトにより得られた計数率

をバックグラウンドとして減算しているが、その中にはラドン子孫核種由来の計数率も含

まれており、ある程度正確にラドン子孫核種の影響が差し引かれていると思われる。BG

フライトで取得したデータを用いた場合とラドン弁別手法を用いた場合とで、全計数率か

ら減算されるバックグラウンド計数率の値がどのように異なるかについては次節で比較す

る。 

 

(2) RI 及び GI の設定値及びラドン弁別手法による空間線量率の妥当性の検証 

ラドン弁別手法で作成した空間線量率マップの妥当性を評価するために、地上測定値

249 点との比較を行った。ここで、東電福島原子力発電所から 80 km 圏外で行った地上測

定の全 250地点の内 1点は 80 km圏内の領域に位置していたため、比較対象から除外した。

なお、Fig. 8-4 及び Fig. 8-5 に示した最小二乗法に基づく RI 及び GI を用いた場合について

も解析を実施した。この時、上記したように最小二乗法における GI の基準値を定め、こ

の基準値から 1 及び 2 減じた場合の空間線量率の換算値についても、地上測定値と比較し

た。直交距離回帰に基づく RI及び GIを用いた場合の比較結果を Fig. 8-8に示す。散布図に

おいては回帰直線の傾きが標準的解析手法で 1.27、ラドン弁別手法では 1.19～1.30 となっ

た。また、ラドン弁別手法においてはGIを減じるほどに回帰直線の傾きが大きくなった。

これは Fig. 8-6 で見られた通り、GI を減じることで有人ヘリモニタリングによる空間線量

率の換算値が上昇することに起因すると推察される。また、ファクター2 に収まるプロッ

トの数に着目すると、標準的解析手法では 91% (全 249 点中 227 点) であったのに対し、ラ

ドン弁別手法では GIを基準値とした場合で 96% (全 249点中 239点)、GIを基準値から 1減

じた場合で 95% (全 249 点中 236 点)、GI を 2 減じた場合で 94% (全 249 点中 234 点) とな

り、ラドン弁別手法を適用すると地上測定値との整合が向上する傾向が見られた。しかし

ながら、相対誤差の平均値及び中央値については、標準的解析手法の方が 0 に近いが、ラ

ドン弁別手法を適用した場合との顕著な差は認められない。また、ラドン弁別手法を適用

した場合においては、GI を減じずに基準値のままとした場合に最も相対誤差の平均値及び

中央値が 0 に近かった。ヒストグラムの頻度分布に注目すると、標準的解析手法では、

4.11 節にも記載したように山間部の有人ヘリモニタリングデータと地上測定値が整合せず、
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弱いながらも多峰性が見られた。一方、ラドン弁別手法については、0.10 付近をピークと

する概ね左右対称で単峰的な分布であり、地上測定値よりも空間線量率を全体的に 20%程

度過大評価する傾向が見られた。 

次に、RI 及び GI の算出方法の違いがラドン弁別手法における空間線量率の換算値に及

ぼす影響を見るため、最小二乗法に基づく RI及び GIを用いた場合の比較結果を Fig. 8-9に

示す。散布図については重み付き直交距離回帰の場合に比較して回帰直線の傾きが大きく

なる傾向にあり、ファクター2 に収まるプロットの数については、GI を基準値とした場合

で 96% (全 249 点中 239 点)、GI を基準値から 1 減じた場合で約 96% (全 249 点中 238 点)、

GI を 2 減じた場合で約 94% (全 249 点中 233 点) となり、重み付き直交距離回帰の場合とほ

とんど同様であった。相対誤差のヒストグラムについては、GI を基準値としたときに平均

値及び中央値が最も 0 に近くなり、重み付き直交距離回帰の場合よりも相対誤差の平均値

や中央値は大きくなる傾向にあった。 

 

以上をまとめると、ラドン弁別手法を用いると標準的解析手法よりも地上測定値の再現

性が改善される傾向にあった。また、ラドン弁別手法において、GI を基準値から 1 または

2 減じたときに地上測定値との相対誤差が大きくなる傾向にあったのは、今までの経験則

と異なるものであった。このような結果が得られた明確な要因は判然としないが、ラドン

弁別手法で RI 及び GI の算出に従来用いてきた最小二乗法と、今回新たに導入した重み付

き直交距離回帰とで同様の傾向であったことから、少なくとも回帰アルゴリズムの違いに

起因するものではないことが推察される。ラドン弁別手法で重み付き直交距離回帰を用い

ると、最小二乗法を用いた場合よりも地上測定値との再現性が良くなる傾向が見られたこ

とから、今後は、ラドン弁別手法において RI 及び GI を求めるための標準的な方法として、

重み付き直交距離回帰を使用するのがよいと考える。ラドン弁別手法において、GI を人為

的に変化させることなく、地上測定値との整合性を最もよくするために必要な知見を見出

すことは、今後の課題である。 
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Fig. 8-6 ラドン弁別手法適用前後の東日本第 15 次モニタリングの空間線量率マップ 

 (背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。) 
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Fig. 8-7 東日本第 15 次モニタリングの測定結果から計算した空気中ラドン子孫核種の計数

率マップ  

(背景地図は、ESRI ジャパン データ コンテンツ ( (c) Esri Japan) を使用。)  
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Fig. 8-8 ラドン弁別手法適用前後の空間線量率と地上測定値との比較 

(重み付き直交距離回帰による RI 及び GI を用いた場合) 

(左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム) 
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Fig. 8-8 ラドン弁別手法適用前後の空間線量率と地上測定値との比較 

(重み付き直交距離回帰による RI 及び GI を用いた場合) 

(左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム) 

(2/2)  

y = 1.25 x

R² = 0.89 

0.01

0.1

1

0.01 0.1 1東
日

本
第

1
5
次

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

に
よ

る
空

間
線

量
率

地上測定値 (µSv/h)

0%

25%

50%

75%

100%

0%

5%

10%

15%

20%

-1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

累
積

頻
度

頻
度

相対誤差

GI
Bell412 (JA6928): 28.7

S-76 (JA6901): 29.9

Bell430 (JA05TV): 26.5

y = 1.30 x

R² = 0.89 

0.01

0.1

1

0.01 0.1 1東
日

本
第

1
5
次

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

に
よ

る
空

間
線

量
率

地上測定値 (µSv/h)

0%

25%

50%

75%

100%

0%

5%

10%

15%

20%

-1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

累
積

頻
度

頻
度

相対誤差

GI
Bell412 (JA6928): 27.7

S-76 (JA6901): 28.9

Bell430 (JA05TV): 25.5



 

- 170 - 

 
Fig. 8-9 ラドン弁別手法適用後の空間線量率と地上測定値との比較 

(最小二乗法による RI 及び GI を用いた場合) 

(左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム)  
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8.6. バックグラウンド計数率の比較 

 

Fig. 4-15のフロー図に則った標準的解析手法においては、BGフライトとして対地高度約

900 m に機体を保ち約 2 分のフライトを継続して得られたデータをバックグラウンド計数

率として減算しており、ある程度正確にラドン子孫核種由来の計数率を差し引くことがで

きていると思われる。ここで、標準的解析手法で用いた測定日ごとのバックグラウンド計

数率と各ヘリコプターにおける GI を基準値とした場合のラドン弁別手法で求めたバック

グラウンド計数率の比較を Fig. 8-10 に示す。いずれも、標準的解析手法における BG フラ

イトを実施した時刻及び場所で取得した計数率データを基に算出したものである。本図に

は比較のため、東電福島原子力発電所事故由来の放射性 Cs が存在しないと考えられる中

国電力島根発電所周辺で、2024 年度 (令和 6 年度) に実施したモニタリング (島根 BG (前期) 

及び島根 BG (後期)と表記) において、標準的解析手法に用いたバックグラウンド計数率と

ラドン弁別手法で求めたバックグラウンド計数率もプロットした。東日本第 15次モニタリ

ングにおいては、Bell412 (JA6928) 及び S-76 (JA6901) の場合、空気中核種フライトで取得

した計数率よりもラドン弁別手法で求めたバックグラウンド計数率の方が高くなる傾向に

あった。逆に、Bell430 (JA05TV) の場合は、ラドン弁別手法で求めたバックグラウンド計

数率の方が低くなる傾向にあった。Fig. 8-6 で見られたように、Bell412 (JA6928) により測

定した栃木県西部及び群馬県一帯では、ラドン弁別手法で求めた空間線量率よりも、標準

的解析手法で求めた空間線量率の方が低い傾向にあった。逆に、Bell430 (JA05TV) で測定

した福島県西部では、ラドン弁別手法で求めた空間線量率の方が高い傾向にあった。以上

のことから、ラドン弁別手法では、Bell412 (JA6928) の測定領域では標準的解析手法より

もバックグラウンド減算がやや過剰であったため、空間線量率が低く算出される傾向にあ

り、逆に、Bell430 (JA05TV) の測定領域ではやや不足していたため、空間線量率が高く算

出される傾向にあったと解される。しかしながら、空間線量率マップの色合いが顕著に異

なる程の差異に繋がるわけではない。また、島根 BG (前期) 及び島根 BG (後期)で使用した

Bell412 (JA6928) 及び S-76 (JA6901) について、ラドン弁別手法で求めたバックグラウンド

計数率の方が BG フライトで取得した計数率よりもやや高くなる傾向が見られた。特に、

S-76 (JA6901) では前者の計数率が約 1.5 倍程度高くなった。このように、同一のヘリ機体

を用いたとしても、測定地域及び測定時期により、ラドン弁別手法で求まるバックグラン

ド計数率と BG フライトで取得する計数率の関係に違いが認められた。 

標準的解析手法では BG フライトにより得られた計数率を、その日の測定エリア全体に

おけるバックグラウンド計数率の代表値として扱うことから、特に、測定エリア近傍にお

ける地殻から放出されるラドン子孫核種由来の計数率を適切に除去できない可能性が高い。

一方、ラドン弁別手法では、各測定点における全計数率から、空気中のラドン子孫核種 

(遠方からの輸送及び近傍の地殻から放出されたものを含む) に起因する計数率を切り出し

て除去できる点に強みがあり、上記したような地域依存性を適切に反映した空間線量率の
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分布マップの作成に資するものと考える。よって、ラドン弁別手法の更なる高度化に係る

検討を重ねていく必要がある。 

 

  
Fig. 8-10 BG フライトで取得した計数率とラドン弁別手法で求めた空気中ラドン子孫核種

由来の計数率の比較 
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9. 無人飛行機を用いたフライト試験 

 

9.1. 背景 

 

東電福島原子力発電所事故後、「原子力災害対策マニュアル 72)」が改定され、原子力災

害時における事故後の対応について大幅な改定が行われた。改定された原子力災害対策マ

ニュアルでは、緊急時モニタリング体制の強化や情報伝達手段の見直しなどが盛り込まれ

た。これに対応するためには、モニタリング技術の高度化や関係機関との連携体制の強化

等に取り組む必要がある。事故後初期段階における緊急時モニタリングは、オフサイトセ

ンター内に設置される緊急時モニタリングセンターが実施することとなっている。運用上

の介入レベル (Operational Intervention Level、以下、OIL) の区域設定やスクリーニングの重

要性分類のための放射線モニタリング (緊急時モニタリング) は、迅速かつタイムリーに行

われる必要がある。東電福島原子力発電所事故後の対応において、発電所周辺の空間線量

率分布把握のために無人ヘリコプター等の無人航空機が活用されている 38),39)。また、無人

航空機を用いた放射性プルームの計測技術について要素技術開発が行われている 73)-75)。無

人航空機によるモニタリングは車両や人手によるモニタリングと比較して、モニタリング

要員の被ばく低減が可能なほか、モニタリングに際して陸路を用いないため住民の避難と

の干渉を防ぐことができ、またモニタリングポストのような点での測定と比較して面的な

放射線分布の評価が可能である等の特長がある。以前までの無人航空機システムは原子力

災害時における緊急時モニタリングにすぐ運用できる状況にはなく、上記の「原子力災害

対策マニュアル」の枠組みを考慮し、活用シーンに合わせた要素技術開発が必要であった。 

原子力施設敷地外に放射性物質が放出された場合、数時間以内に緊急時防護措置を準備

する区域 (Urgent Protective action planning Zone：原子力施設から概ね 5 km～30 km 圏内、以

下、UPZ) の OIL1区域の住民は避難もしくは屋内退避が必要になる。OIL1区域の特定のた

めモニタリング要員が安全に無人機を運用するためには、少なくとも UPZ外からの遠隔操

縦が必要になる (Fig. 9-1)。また、時系列な対応課題の抽出も重要である。Fig. 9-2 に原子力

発電所事故時の対応を時系列でシミュレーションした例を示す。Fig. 9-2 では、理想的な無

人航空機システムによる運用の想定、また以前までの無人航空機システム (東電福島原子

力発電所周辺の放射線モニタリングで現在運用されているヤマハ発動機社製の無人ヘリコ

プターに、昨年度まで用いていた測定システムを用いた場合を想定) での対応可能な部分

と対応が難しい部分を示した。Fig. 9-2 で示すように以前までの無人航空機システムは緊急

時のモニタリングに即座に対応できる機能及び体制が構築されておらず、いくつかの課題

があった。以前までの無人航空機システムは、機器の動作状況や測定情報をリアルタイム

で監視する機能がなかったため、機器に故障や異常が生じた際、その状況を即時に把握す

ることができなかった。また、機体が地上に戻り、測定要因が機器の復旧を完了するまで

測定データの取得が不可能であった。さらに、上空で取得した γ 線計数率は、地表面から
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1 m の高さの空間線量率への換算を行ったうえでマッピングする必要があり、これらの解

析処理は専門技術者が専用ソフトなどを使用して各自のコンピュータで行っていた。この

ように以前までの無人航空機システムでは測定、解析の工程で手間と時間を要し、緊急時

モニタリングに対応するためのシステム効率性が不十分であった。また現行の無人ヘリコ

プターではフライトの時間が最大約 90分と短いことや通常の通信システムでは長距離通信 

(数十キロメートル以上) による運用が難しいなど、ハード的な課題も挙げられる。 

本報告では、原子力災害時における緊急時モニタリングでの運用を想定し、商用化され

た無人航空機の中でも稼働時間の長い Edge Autonomy 製 (ラトビア) の Penguin C を用いた

基礎性能評価試験を実施した。また本試験を通して、無人航空機運用技術の慣熟を図ると

ともに、無人航空機を原子力災害時の緊急時モニタリングにおいて運用する際に、必要と

なる機能等について検討を行った。また、理想的な無人航空機の運用を実現するために改

良された放射線測定システムの有効性についても実際のフライト試験を通じて検証した。 

 

 

Fig. 9-1 原子力災害時に備えるべき無人航空機システムのイメージ 
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Fig. 9-2 原子力発電所事故を例にした対応シミュレーション 

 

9.1.1.原子力災害時に運用する無人航空機の必要性能 

 

近年、無人航空機の技術革新は目覚ましく、国内外で様々な製品が開発されている。原

子力災害時に緊急時モニタリングを行うという観点から無人航空機に求められる必要最低

限の性能は以下の項目が挙げられる。 

 

(1) 長時間 (20 時間以上) のフライトが可能であること。 

(2) 放射線検出器を搭載するため 5 kg 程度のペイロードが確保されること。 

(3) 離陸のための滑走路を要しないこと。 

(4) 予め設定したプログラムにより自律飛行が可能であること。 

(5) 同無人航空機によるフライトの実績が 100 時間を超え、墜落事故に対する平均故障

間隔 (Mean Time Between Failure、以下、MTBF) が評価されていること。  

(6) 風速 10 m/s 以下でのフライトが可能であること。 

(7) 雨天時のフライトが可能であること。 

 

これらの性能に近い国内外の代表的な無人航空機の例を Fig. 9-3 に示す。無人航空機の

種類は、固定翼機 (飛行機タイプ) と回転翼機 (ヘリコプタータイプ) に分けられる。両タイ

プの一般的な利点・欠点は以下の通りである。 
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・ 固定翼機 

利点： 燃費が良く航続時間が長い。 

欠点： 離着陸のための滑走路が必要 (カタパルト方式で離陸できる機体もある)。 

 

・ 回転翼機 

利点： ホバリングできるため、固定点での長時間測定等が可能。 

欠点：固定翼機に比べると燃費が悪い。 

 

固定翼機としては国内で原子力機構と国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構が共同開

発した UARMS (Unmanned Airplane for Radiation Monitoring System) がある。航続時間は 6 時

間であり、さらに中継器を用いることで 20 km 以遠からのオートパイロットの操縦実績が

あり、緊急時モニタリングへの運用機種として有力候補である。本機種は実用機の試験段

階で製品化はされていないが、日本のメーカーが開発に一から携わっていることから細か

い部分のカスタマイズが可能なところに強みがある。 

回転翼機では、既に東電福島原子力発電所事故後の環境放射線モニタリング等に利用さ

れているヤマハ発動機社の無人ヘリコプター (FAZER R G2) が挙げられる。航続距離は、

固定翼機に及ばないものの、約 90 分の連続フライトが可能であり、最大積載量は 30 kg と、

既存のバッテリー駆動のドローンと比べると様々なミッションに適用可能である。またヤ

マハ発動機社の無人ヘリコプターは、全国の農薬散布業務に国内で 1,000 台以上が運用さ

れていること、操縦者の免許制度や保守及びメンテナンスの工場が全国に配備されている

ことなど、実運用面で優位な点が多い。FAZER R G2 はヤマハ発動機社が独自に、10 年以

上前から開発を重ねてきたものであり、製品としての完成度が高く、東電福島原子力発電

所事故後の環境放射線モニタリングにおいて 100 時間以上のフライトを行っているが、人

的ミス以外の事故がなく信頼性が高いことも魅力である。 

本試験では、現状、原子力防災時における緊急時モニタリングに求められる必要性能を

最も満たす機種として、Edge Autonomy 製の Penguin C を選定した。Penguin C は固定翼機

であり、最大 20時間の連続航行が可能である。また、中東を中心とした国外に数多くの納

入実績を持ち、オプションとして衛星通信を使えることやカタパルト方式の離陸が可能な

製品である。今回、国内外の無人航空機で最も原子力災害時における緊急時モニタリング

に運用可能な性能を有すると考えられる Penguin C について、実際に飛行試験などを通じ

て性能評価を試みるとともに、国内での運用の課題について抽出を行った。 
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Fig. 9-3 国内外の無人航空機 

 

9.1.2.選定した機種の性能 

 

選定した Penguin C の外観及びカタログ性能について、それぞれ Fig. 9-4 及び Table 9-1 に

示す。翼長は 3.3 m、機長は 2.3 m の大きさで、専用ケースに収納可能である。燃料として、

ガソリンとオイル (Edge Autonomy 社製 、2 ストロークエンジンオイル) の混合燃料が用い

られる。飛行時間はペイロードや気象条件にもよるが、カタログでは最大 20時間以上とさ

れている。ペイロードスペースにカメラ等の機器搭載が可能であり、最大積載重量は 5 kg

である。また、機体は防水仕様となっており、5 mm/h 程度の雨天時でも運用可能である。

離陸には空圧のカタパルトを使用し、着陸にはパラシュートを利用する。機体制御には専

用のソフトウェアを用いており、離発着を含めてマニュアルの操縦は必須ではない。 

カタログスペック上において、原子力災害時における緊急時モニタリングに運用するに

あたって、必要となる以下の性能があることを確認した。 

 

(1) 長時間 (20 時間以上) のフライトが可能であること。 

Penguin C は特製の燃料噴射式エンジンを備えており、20 時間以上の連続フライ

FAZER R G2UARMSPenguin C名称

ヤマハ発動機株式会社
（日本）

JAEA-JAXA共同開発
（日本）

Edge Autonomy
（ラトビア）

メーカー
（国）

全長 3.7 m
翼長 4 m

翼長 3.3 mサイズ

1105023
最大離陸重量

（kg）

ガソリン
混合燃料

（ガソリン+オイル）
混合燃料

（ガソリン+オイル）
燃料

1003601200
航続時間

（分）

約3 m×3 m平面で離着
陸可能

滑走路
カタパルトで離陸

パラシュートで着陸
離着陸方法

∞
（衛星通信使用時）

5
180

*高出力電波使用時
最大通信距離

（km）

3510燃料と合わせて7.64 
最大積載重量

（ペイロード：kg）
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トが可能とされている。Edge Autonomy 社によると、同機種のこれまでの最長飛行

時間は 21 時間である。ただし同実績は、ペイロード等のバッテリーを余分に消費

する機器を搭載せず燃料を満杯にし、最適な気象条件の下で得られたものである。 

 

(2) 放射線検出器を搭載するため 5 kg 程度のペイロードが確保されること。 

Penguin C 本体には最大 5 kg までのペイロードを搭載できる。なお、離陸条件及

び気象条件 (離陸高度、風速、機体重量等) によってカタパルトによる発射圧力及び

離陸重量が変わるため、5 kg までペイロードを搭載できない場合がある。 

 

(3) 離陸のための滑走路を要しないこと。 

Penguin C は滑走路を必要とせず、持ち運び可能な空気式カタパルトから発射及

び離陸する。 

 

(4) 予め設定したプログラムにより自律飛行が可能であること。 

フライトコントロールシステム (Cloud Cap Technology 社製オートパイロット

Piccolo Command Center) で事前に作成したフライトプランにより飛行可能である。 

 

(5) 同無人航空機によるフライトの実績が 100 時間を超え、墜落事故に対する MTBF が

評価されていること。  

Penguin C の通常のフライト及びテストフライト実績はどちらも 1,000 時間を超え、

Edge Autonomy 社内で MTBF が評価されている。実際の MTBF については社外秘と

なっているが、評価の方法として事故の分類を Table 9-2 のようにし、運用結果をデ

ータベース化することで評価を行っている。 

 

(6) 風速 10 m/s 以下でのフライトが可能であること。 

本機体がフライト可能な条件として、最大風速は 20 m/s、カタパルト発射時の向

かい風は最大 10 m/s、パラシュート展開時の地表の突風は最大 8 m/s が限界値とさ

れている。 

 

(7) 雨天時のフライトが可能であること。 

5 mm/h 程度までならば雨天時でもオペレーションは可能とされている。 
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Fig. 9-4 Penguin C 外観写真 
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Table 9-1 Penguin C のカタログスペック 76) 

 

  

機体の仕様 
翼幅 3.3 m 
最大離陸重量 (MTOW) 23 kg 
飛行時間 20 時間以上 
飛行距離 最大 100 km ※トラッキングアンテナを使用した場合 
巡航速度 19 m/s～22 m/s 
限界高度 4,500 m (≒15,000 ft) ※平均海面 
離陸方式 可搬型空気圧式カタパルト 
最大離陸高度 3,000 m (≒10,000 ft) ※海抜高度 
着陸方式 パラシュート及びエアバッグ 
動作温度 －25℃～＋40℃ 
凍結防止機能 加熱式ピトー管 (＋10℃以下の場合に使用) 
環境対応 雨天時オペレーション可 (降水量 5 mm/h まで) 

エンジン仕様 
タイプ 燃料噴射式、28 cc エンジン 
温度制御システム フラップによる自動制御 
燃料タイプ オクタン価 98 ガソリンとオイル混合燃料 
オイルタイプ Edge Autonomy 製 2 ストロークエンジンオイル 
燃料重量 5.0 kg 
発電システム 100 W、オンボード発電システム 

データリンク仕様 
周波数 2.4 GHz 帯または 5.7 GHz 帯 
リンクレート 最大 12 Mbps 

フライトコントロールシステム 
オートパイロット 
・タイプ 

Cloud Cap Technology 社製 Piccolo Command Center 
及び Edge Autonomy 社製 CoPilot 

地上局  
タイプ 可搬型地上局、タッチスクリーン、2 画面タイプ 

アンテナ 
タイプ 指向性・無指向性自動切換式トラッキングアンテナ 

カタパルト 
タイプ 可搬型空気圧式 
最大発射圧力 11.5 Bar (1.15 MPa) 
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Table 9-2 Edge Autonomy における MTBF 計算時の事故分類 77) 
アクシデント (偶然の事故) 
機体の重大なダメージ、墜落または緊急着

陸を引き起こす欠陥であり、MTBF の計算対

象として分類されるもの 

インシデント (人為的な事故) 
MTBF の計算対象として分類されないもの 

・ 人的要因 
・ 通信障害 
・ エンジンの故障 
・ パラシュートシステムの故障 
・ フライト中のパーツの分離 
・ GPS 障害 
・ ソフトウェアの故障 
・ アビオニクス (通信機器、航法システム、

自動操縦装置の類の電子機器) の故障 
・ 離陸に影響を及ぼすカタパルトの欠陥 
・ 着陸エリア外での着陸 

・ . パラシュートリリースの欠陥 
・ 離陸後のカタパルトの損傷 (離陸に影響を

与える可能性のない損傷や摩耗の増加な

ど) 
・ エアバッグの欠陥 
・ ソフトウェアのクラッシュ 

- ソフトウェアの再起動で解決する場合 
- 墜落の原因とならないもの 

・ . 制御不能な要因による損傷：戦争、ストラ

イキ、暴動、犯罪、落雷、他の航空機との衝

突など、当事者が制御できない異常な出来事

または状況が発生した場合に両当事者の責任

または義務を根本的に免除するもの。 
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9.2. フライト試験概要及び結果 

 

9.2.1.フライト試験概要 

 

Penguin C を用いた試験について、実施日及び各試験内容を Table 9-3 に示す。試験では

以下の項目を重点的に評価するために、各種フライト試験を実施した。 

 

(1) 機体基本性能及び信頼性の確認及び評価 

(2) 夜間フライトに必要となる機能及び運用体制の確認評価 

(3) 放射線測定システムの評価 

 

フライト試験では、1 時間飛行を 7 回、夜間想定フライト試験 1 時間飛行を 2 回、6 時間

飛行を 1 回、合計 10 回の試験を実施した。各フライトの詳細情報を Table 9-4 に示す。フ

ライト No.2024-01、No.2024-02、No.2024-08 では、キャリブレーションフライトを実施し

た。キャリブレーションフライトでは、各対地高度で円を描くフライトを実施し、地表面

からの距離に伴う計数率の減衰率を取得した。併せて、歩行式サーベイメータ (ホットス

ポットファインダー：株式会社 日本遮蔽技研製、CsI(Tl) : 38 mm × 38 mm × 25 mm) により

地表面から 1 m の高さの空間線量率を測定し、Penguin C による測定値を地表面から 1 m の

高さの空間線量率に換算するためのパラメータを取得した。 

フライト試験の工程を Fig. 9-5 に示す。フライト前の機体の健全性確認は Penguin C 用の

「機体健全性確認の点検手順書」にしたがって実施した。この点検手順書はメーカーのマ

ニュアルを基に原子力機構が独自に作成したものであり、機材の更新履歴やフライト試験

で得られた知見を反映し、常に最新版となるようアップデートしている。健全性確認では

点検手順書にしたがい、カタパルト、トラッキングアンテナ、地上局及び機体の組み立て

とエンジン動作確認までを行い、部品の脱落や摩耗がないか、各機器との通信に異常は見

られないかどうかを確認する。点検はフライト実施予定の前週などフライトまでに余裕を

もって行った。点検の結果、必要があれば部品の交換を実施し、該当箇所に係る点検工程

を再度実施して問題なく作動することを確認し、フライト試験を実施した。なお、フライ

ト直前にもプリフライトチェックにて機体の状態確認は実施するが、プリフライトチェッ

クは機体の詳細な点検等を事前に完了していることを前提とした飛行前の最終確認という

位置付けである。 

フライト前の事前確認の他に、機体の定期保守点検を実施した。定期保守点検について

は、Penguin C のメーカーである Edge Autonomy 社が作成している各機器専用マニュアルに

点検頻度や内容が記されており、本マニュアルを基にして原子力機構が独自に「定期保守

点検手順書」を作成し、これにしたがって保守点検を実施した。定期保守点検手順書の内

容は、メーカーのマニュアル更新や、試験経験を踏まえて追加が必要な部分があれば、随
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時更新を行っている。定期保守点検頻度は Edge Autonomy 社が指定する通り、5 回のフラ

イトごとに 1 回または対象機体を用いてフライトを行っていない場合には月に 1 回とした。

なお、本試験は Edge Autonomy 社が発行する Penguin C フライトのための免許を有する、

株式会社 JDRONE に試験実施を委託した。 

 

Table 9-3 試験日及び試験内容一覧 

試験日 (2024 年) 実施場所 試験内容 フライト No. 

6 月 13 日 (木) 

福島ロボット 
テストフィールド 
(福島県南相馬市) 

飛行試験 1 回 
1 時間フライト 

（キャリブレーションフライト） 
2024-01 

6 月 14 日 (金) 
飛行試験 1 回 

1 時間フライト 
（キャリブレーションフライト） 

2024-02 

7 月 9 日 (火) 
飛行試験 1 回 

1 時間フライト 
（測定フライト） 

2024-03 

7 月 10 日 (水) 
飛行試験 1 回 

1 時間フライト 
（測定フライト） 

2024-04 

7 月 11 日 (木) 
飛行試験 1 回 

1 時間フライト 
（測定フライト）） 

2024-05 

7 月 12 日 (金) 
飛行試験 1 回 

1 時間フライト 
（測定フライト） 

2024-06 

9 月 9 日 (月) 飛行試験 1 回 
夜間想定フライト 2024-07 

9 月 11 日 (水) 
飛行試験 1 回 

6 時間フライト 
（キャリブレーションフライト） 

2024-08 

12 月 2 日 (月) 
飛行試験 1 回 

1 時間フライト 
（測定フライト） 

2024-09 

12 月 3 日 (火) 飛行試験 1 回 
夜間想定フライト 2024-10 
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Table 9-4 各フライト試験の詳細情報 

 
*1RTF：福島ロボットテストフィールド 

*2北を 0 度、東を 90 度とする。 

 

項目

日付 2024/6/13 2024/6/14 2024/7/9 2024/7/10 2024/7/11 2024/7/12 2024/9/9 2024/9/11 2024/12/2 2024/12/3
フライト番号 2024-01 2024-02 2024-03 2024-04 2024-05 2024-06 2024-07 2024-08 2024-09 2024-10

試験地*1 RTF北西 RTF北西 RTF北西 RTF北西 RTF北西 RTF北西 RTF北西 RTF北西 RTF RTF北西

天候 晴れ 晴れ 曇り 曇り 雨 雨 晴れ 晴れ後雨 晴れ 晴れ

外気温(℃) 24 25 29 25 24 24 27 32 13 15
風速/離陸(m/s) 2.2 2.5 0 1.2 0 1.7 2.9 1.5 2.0 4.8
風速/着陸(m/s) 2.9 2.5 0 1.3 1.4 2.0 0.5 2.0 0 1.0

風向/離陸(度)*2 130 100 130 180 180 130 90 110 80 260

風向/着陸(度)*2 183 70 60 180 160 130 110 340 0 280
気圧(hPa) 1,005 1,009 1,000 1,007 997 1,001 1,014 1,010 1,019 1,018
離陸時間 11:07 10:16 11:02 10:41 10:04 11:58 11:38 10:28 13:10 14:10
着陸時間 12:43 11:41 12:26 11:57 11:24 13:20 12:55 16:29 14:15 15:26
飛行時間 1時間36分 1時間25分 1時間24分 1時間16分 1時間20分 1時間22分 1時間17分 6時間01分 1時間05分 1時間16分
機体番号 0056 0056 0056 0056 0056 0056 0094 0056 0056 0094
エンジン番号 1044 1044 1044 1044 1044 1044 EFI-1 1044 1044 EFI-1

ペイロード

放射線検出
器、パイ

ロットラン
プ

放射線検出
器

放射線検出
器

放射線検出
器

放射線検出
器

放射線検出
器

EPS-2097、
パイロット

ランプ

放射線検出
器

放射線検出
器

EPS-2097、
パイロット

ランプ

離陸重量(kg) 19.84 19.49 19.84 19.84 19.84 19.84 19.49 20.74 19.45 19.62
搭載燃料(kg) 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 1.90 3.00 2.01 2.03
消費燃料(kg) 0.50 0.60 0.48 0.48 0.48 0.54 0.61 2.10 0.37 1.37
最大エンジン回転数(rpm 6,448 6,444 6,300 6,200 6,200 6,200 6,353 6,305 6,239 6,237

各フライト情報
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Fig. 9-5 フライト試験の工程 

 

9.2.2.機体の基本性能及び信頼性の確認及び評価結果 

 

Penguin C 機体の基本性能及び信頼性の確認を行うため、計 10 回のフライト試験を行い、

フライト中の飛行位置、機体姿勢、エンジン、機体システム等の情報を記録した。各フラ

イト試験の作業情報詳細を Table 9-5～Table 9-14に、各フライトの飛行軌跡を Fig. 9-6～Fig. 

9-15に示す。フライト試験の結果、フライト No.2024-03、No.2024-09及び No.2024-10を除

いて、フライト中の機体の動作異常やシステム異常等は見られなかった。ただし、機体の

離陸に使用するカタパルトの部品交換や機体の部品交換及び修理を途中、何度か行った。

Table 9-15 に交換及び修理した部品一覧を示す。Penguin C はラトビア製の機体であり、部

品の購入は海外から輸入する必要がある。よって部品の調達には数ヶ月を要する場合もあ

った。海外からの輸入機体を運用する場合には各予備パーツを予め保持しておくことで、

スムーズな運用が可能となる。 
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Table 9-5 フライト No.2024-01 の作業情報詳細 

 

フライトNo 2024-01 風速/離陸（m/s） 2.2 離陸重量（kg） 19.84

日時 2024/6/13 風速/着陸（m/s） 2.9 搭載燃料（kg） 2.00

場所 福島県南相馬市 風向/離陸（度） 130 消費燃料（kg） 0.50

ペイロード
放射線検出器

パイロットランプ
風向/着陸（度） 183 内容 1時間フライト

天候 晴れ 離陸時間 11:07 機体番号 0056

気温（℃） 24 着陸時間 12:43 エンジン番号 1044

気圧（hPa） 1,005 飛行時間 1時間36分 最大エンジン回転数

（rpm） 6,448

着陸

高度300 m到達から10分経過後に着陸態勢に入った。上空とRTF内滑走路の気象状況より風速2.9 m/sの南からの

風で制限区域を逸脱する恐れがないため、RTF内滑走路へ北からの進入で着陸可能と判断した。着陸コマンド

の送受信からエンジンカット、パラシュート及びエアバッグの展開までの流れを問題なく実行したことを確認
し、12時43分頃にRTF内滑走路上へ着陸した。総飛行時間は1時間36分であった。

ポストフライトチェック

着陸後、機体及びエアバッグ、パラシュートに汚れや傷がないかの点検を実施した。機体後部の底面にある
シャークフィンアンテナに摩滅した傷があり、エアバッグには擦り傷の他に後部に貫通した穴が開いているこ
とを確認した。これは機体がパラシュート展開後、風に流され、アスファルトへ滑るように着陸した。このた
め、エアバックがアスファルトに擦れてしまい、穴が開いてしまったと考えられる。また、機体の重心位置の
関係上、機体頭部がやや上を向いてしまうことにより機体後部からの着陸になってしまう。このため、機体後
方下部にあるシャークフィンアンテナが突き出て、着陸の衝撃でエアバッグを貫通し、先端が擦れてしまった
と考えられる。機体回収後、JDRONE事務所にて機体健全性確認の点検手順書に従ってエアバッグの補修作業

を行い、再使用可能な状態であることを確認した。

プリフライトチェック

離陸場所と基地局をRTFから北西にある上渋佐市有地とし、関連機器一式設置完了後の10時45分頃にプリフラ

イトチェックを開始した。プリフライトチェックにおいては基地局から送信されたコマンドによる舵面コント
ロールは問題なく実施できていることを確認した。

離陸

11時07分頃に離陸を実行した。機体がカタパルトから南東方向へ射出された後、ウェイポイント0に向けて飛行

して目標高度まで問題なく到達し、その後のウェイポイント1での旋回飛行で基地局及び目視で異常がないこ

とを確認したため、そのままミッション飛行に移行した。

ミッション

11時10分頃にRTF敷地外の農地上空を半径250 mの円を左旋回するミッション飛行を開始した。また高度を180 m
から10分ごとに20 mずつ上昇させ、1時間経過で高度300 ｍに達するミッションを実行した。機体をオートパイ

ロットモードで飛行し、対気速度は極端に変化せず23 m/s～24 m/sを保ち、異常なくミッションを実行している

と基地局及び目視で確認した。



 

- 187 - 

 

Fig. 9-6 フライト No.2024-01 の飛行軌跡 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡を追記して掲載)  
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Table 9-6 フライト No.22024-02 の作業情報詳細 

 

フライトNo 2024-02 風速/離陸（m/s） 2.5 離陸重量（kg） 19.49

日時 2024/6/14 風速/着陸（m/s） 2.5 搭載燃料（kg） 2.00

場所 福島県南相馬市 風向/離陸（度） 100 消費燃料（kg） 0.60

ペイロード 放射線検出器 風向/着陸（度） 70 内容 1時間フライト

天候 晴れ 離陸時間 10:16 機体番号 0056

気温（℃） 25 着陸時間 11:41 エンジン番号 1044

気圧（hPa） 1,009 飛行時間 1時間25分 最大エンジン回転数

（rpm） 6,444

10時20分頃に昨日と同様に、RTF敷地外の農地上空を半径250ｍの円を左旋回で飛行し、高度を180 mから10分ご

とに20 ｍずつ上昇させ、1時間経過で高度300 mに達するよう設定してミッション飛行を開始した。機体をオー

トパイロットモードで飛行し、対気速度は極端に変化せず23～24m/sを保ち、異状なくミッションを実行してい

ると基地局及び目視で確認したが、パイロットランプの点灯が１箇所目視で確認することができなかった。

着陸

高度300 m到達から10分経過後に着陸態勢に入った。上空とRTF内滑走路の気象状況より東風のため着陸には不

向きな天候であったが2.0 m/s～3.0 m/sで着陸における風の影響は弱いと考えられたため、RTF内滑走路へ北から

の進入で着陸可能と判断した。着陸コマンドの送受信からエンジンカット、パラシュート及びエアバッグの展
開までの流れを問題なく実行したことを確認し、11時41分にRTF内滑走路付近の地面へ着陸した。総飛行時間

は1時間25分であった。

ポストフライトチェック

着陸後、機体の損傷確認にて両翼及び尾翼、胴体に傷はなかったが、右翼のパイロットランプが脱落している
ことが判明した。飛行中に確認することができなかったことから、離陸の衝撃で脱落してしまったと考えられ
る。着陸地点が草木のない乾いた土の上であった為、エアバックに土などの汚れがあることを確認した。事務
所にてエアバックの清掃およびエアバック、パラシュートの損傷確認を行い、不具合が認められなかったた
め、次のフライトにも使用可能な状態であるとした。

プリフライトチェック

前日と同様に離陸場所と基地局をRTFから北西にある上渋佐市有とした。機体の両翼、胴体にパイロットラン

プを取り付け、関連機器一式設置完了後、10時00分頃にプリフライトチェックを開始した。プリフライト

チェックにおいては基地局から送信されたコマンドによる舵面コントロールは問題なく実施できていることを
確認した。

離陸

10時16分に離陸を実行した。機体がカタパルトから南東方向へ射出された後、ウェイポイント0に向けて飛行し

て目標高度まで問題なく到達し、その後のウェイポイント1での旋回飛行で基地局及び目視で異常がないこと

を確認したため、そのままミッション飛行に移行した。

ミッション
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Fig. 9-7 フライト No.2024-02 の飛行軌跡 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡を追記して掲載)  
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Table 9-7 フライト No.2024-03 の作業情報詳細 

  

フライトNo 2024-03 風速/離陸（m/s） 0.0 離陸重量（kg） 19.84

日時 2024/7/9 風速/着陸（m/s） 0.0 搭載燃料（kg） 2.00

場所 福島県南相馬市 風向/離陸（度） 130 消費燃料（kg） 0.48

ペイロード 放射線検出器 風向/着陸（度） 60 内容 1時間フライト

天候 曇り 離陸時間 11:02 機体番号 0056

気温（℃） 29 着陸時間 12:26 エンジン番号 1044

気圧（hPa） 1,000 飛行時間 1時間24分 最大エンジン回転数

（rpm） 6,300

11時10分頃にRTF敷地外の農地上空でミッション飛行を実施した。このミッションでは、半径250 m、高度250 m
の左旋回の円を描く飛行パターンを設定し、ウェイポイントの位置を5回変更した。各ウェイポイント変更後

には、約10分間の飛行を行った。オートパイロットモードで飛行し、対気速度は極端に変化せず23 m/s～24 m/s
を保ち、ミッションの実行を基地局及び目視で確認した。本フライトで、フライト中に機体座標が基地局周辺
の座標に何度も飛んでしまう事象が現れたが、機体のエラー表示が無く、機体の自動操縦機能に問題がないた
めフライトを継続した。この事象が起こった原因として、機体に搭載されているGPSの問題ではなく、機体も

しくは基地局のアンテナの不具合や電波干渉が原因であると考えられる。

着陸

気象状況は風速0 m/s～0.5 m/sとほとんど無風で制限区域を逸脱する恐れがないため、RTF内滑走路へ北からの

進入で着陸可能と判断した。着陸コマンドの送受信からエンジンカット、パラシュート及びエアバッグの展開
までの流れを問題なく実行したことを確認し、12時26分頃にRTF内滑走路上へ着陸した。総飛行時間は1時間24
分であった。

ポストフライトチェック

着陸後、機体及びエアバッグ、パラシュートに汚れや傷がないかの点検を実施した。機体後部の底面にある
シャークフィンアンテナに摩滅した傷があり、エアバッグには擦り傷のほかに後部に貫通した穴が開いている
ことを確認した。これは機体がパラシュート展開後、風に流され、アスファルトへ滑るように着陸した。この
ため、エアバックがアスファルトに擦れてしまい、穴が開いてしまったと考えられる。また、機体の重心位置
の関係上、機体頭部がやや上を向いてしまうことにより機体後部からの着陸になってしまう。このため、機体
後方下部にあるシャークフィンアンテナが突き出て、着陸の衝撃でエアバッグを貫通し、先端が擦れてしまっ
たと考えられる。機体回収後、事務所にて機体健全性確認の点検手順書に従ってエアバッグの補修作業を行
い、再使用可能な状態であることを確認した。

プリフライトチェック

南風の成分が強いため離陸場所と基地局をRTFから北西にある上渋佐市有地とし、関連機器一式設置完了後の

10時40分頃にプリフライトチェックを開始した。プリフライトチェックにおいては基地局から送信されたコマ

ンドによる舵面コントロールは問題なく実施できていることを確認した。

離陸

11時02分頃に離陸を実行した。機体がカタパルトから南東方向へ射出された後、ウェイポイント0に向けて飛行

して目標高度まで問題なく到達し、基地局及び目視で異常がないことを確認したため、そのままミッション飛
行に移行した。

ミッション
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Fig. 9-8 フライト No.2024-03 の飛行軌跡 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡を追記して掲載)  
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Table 9-8 フライト No.2024-04 の作業情報詳細 

  

フライトNo 2024-04 風速/離陸（m/s） 1.2 離陸重量（kg） 19.84

日時 2024/7/10 風速/着陸（m/s） 1.3 搭載燃料（kg） 2.00

場所 福島県南相馬市 風向/離陸（度） 180 消費燃料（kg） 0.48

ペイロード 放射線検出器 風向/着陸（度） 180 内容 1時間フライト

天候 曇り 離陸時間 10:41 機体番号 0056

気温（℃） 25 着陸時間 11:57 エンジン番号 1044

気圧（hPa） 1,007 飛行時間 1時間16分 最大エンジン回転数

（rpm） 6,200

10時50分頃にRTF敷地外の農地上空でミッション飛行を実施した。このミッションでは、半径250 m、高度200 m
の左旋回の円を描く飛行パターンを設定し、ウェイポイントの位置を5回変更した。各ウェイポイント変更後

には、約10分間の飛行を行った。オートパイロットモードで飛行し、対気速度は極端に変化せず23 m/s～24 m/s
を保ち、異状なくミッションを実行していると基地局及び目視で確認した。

着陸

気象状況は風速1.5 m/s～2.8 m/sの南南東の風であったため、RTF内滑走路へ北からの進入で着陸可能と判断し

た。着陸コマンドの送受信からエンジンカット、パラシュート及びエアバッグの展開までの流れを問題なく実
行したことを確認し、11時57分頃にRTF内滑走路上へ着陸した。総飛行時間は1時間16分であった。

ポストフライトチェック

着陸後、機体外部及びエアバッグ、パラシュートに汚れや傷がないか点検した。エアバッグに約2 cmの小さな

傷があったため、前日と同様に機体回収後、事務所にて機体健全性確認の点検手順書に従ってエアバッグの補
修作業を行い、再使用可能な状態であることを確認した。

プリフライトチェック

前日と同様に南風の成分が強いため、離陸場所と基地局の設営を北西の上渋佐市有地でとした。
関連機器一式設置完了後、10時10分頃よりプリフライトチェックを開始した。プリフライトチェックにおいて

は基地局から送信されたコマンドによる舵面コントロールは問題なく実施できていることを確認した。

離陸

10時41分頃に離陸を実行した。機体がカタパルトから南東方向へ射出された後、ウェイポイント0に向けて飛行

して目標高度まで問題なく到達し、基地局及び目視で異常がないことを確認したため、そのままミッション飛
行に移行した。

ミッション
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Fig. 9-9 フライト No.2024-04 の飛行軌跡 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡を追記して掲載)  
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Table 9-9 フライト No.2024-05 の作業情報詳細 

  

フライトNo 2024-05 風速/離陸（m/s） 0 離陸重量（kg） 19.84

日時 2024/7/11 風速/着陸（m/s） 1.4 搭載燃料（kg） 2.00

場所 福島県南相馬市 風向/離陸（度） 180 消費燃料（kg） 0.48

ペイロード 放射線検出器 風向/着陸（度） 160 内容 1時間フライト

天候 雨 離陸時間 10:04 機体番号 0056

気温（℃） 24 着陸時間 11:24 エンジン番号 1044

気圧（hPa） 997 飛行時間 1時間20分 最大エンジン回転数

（rpm） 6,200

10時10分頃にRTF敷地外の農地上空でミッション飛行を実施した。このミッションでは前日と同様、半径250
m、高度200 mの左旋回の円を描く飛行パターンを設定し、ウェイポイントの位置を5回変更した。各ウェイポ

イント変更後には、約10分間の飛行を行った。オートパイロットモードで飛行し、対気速度は極端に変化せず

23 m/s～24 m/sを保っていた。また、フライト中に2.0 mm/h～3.0 mm/h程度の降雨があったが、異常なくミッショ

ンを実行していると基地局及び目視で確認した。

着陸

気象状況は、風速1.0 m/s～2.0 m/sの南東の風で、制限区域を越える恐れがないため、RTF内滑走路へ北からの進

入で着陸可能と判断した。着陸コマンドの送受信からエンジンカット、パラシュート及びエアバッグの展開ま
での流れを問題なく実行したことを確認し、11時24分頃にRTF内滑走路上へ着陸した。総飛行時間は1時間20分
であった。

ポストフライトチェック

着陸後、機体外部及びエアバッグ、パラシュートに汚れや傷がないか点検した。前日と同様にエアバッグに約
1 cmの小さな傷があったため機体回収後、事務所にて機体健全性確認の点検手順書に従ってエアバッグの補修

作業を行い、再使用可能な状態であることを確認した。

プリフライトチェック

本フライトでは6時間フライトを実施する予定であったが、2つの理由から1時間フライトに変更した。1つ目の

理由は、離陸時の風速が0 m/sであり、対気速度を十分に得ることができなかったこと。2つ目の理由は、気温

が24度と高く、揚力が十分に得られないこと。これらの理由から、カタパルトプレッシャーを最大にしても離

陸できないため、機体離陸重量を軽くする必要があった。そのため、搭載燃料を3 kgから2 kgに減らし、フライ

ト予定を1時間に変更した。関連機器一式設置完了後、9時40分頃よりプリフライトチェックを開始した。プリ

フライトチェックにおいては基地局から送信されたコマンドによる舵面コントロールは問題なく実施できてい
ることを確認した。

離陸

10時05分頃に離陸を実行した。機体がカタパルトから南東方向へ射出された後、ウェイポイント0に向けて飛行

したが、高度上昇が間に合わず、約100～150ｍオーバーランした後、ウェイポイント1を周回するプログラムに

移行した。高度上昇が間に合わなかった理由として考えられるのは、風速が0 m/sとほとんど無風であったため

対気速度が得られなかったこと、気温が高かったことの2つの理由から揚力が十分に得られなかったことが考

えられる。

ミッション
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Fig. 9-10 フライト No.2024-05 の飛行軌跡 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡を追記して掲載)  
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Table 9-10 フライト No.2024-06 の作業情報詳細 

 

フライトNo 2024-06 風速/離陸（m/s） 1.7 離陸重量（kg） 19.84

日時 2024/7/12 風速/着陸（m/s） 2.0 搭載燃料（kg） 2.00

場所 福島県南相馬市 風向/離陸（度） 130 消費燃料（kg） 0.54

ペイロード 放射線検出器 風向/着陸（度） 130 内容 1時間フライト

天候 雨 離陸時間 11:58 機体番号 0056

気温（℃） 24 着陸時間 13:20 エンジン番号 1044

気圧（hPa） 1,001 飛行時間 1時間22分 最大エンジン回転数

（rpm） 6,200

12時02分頃にRTF敷地外の農地上空でミッション飛行を実施した。このミッションでは、半径250 ｍ、高度200
ｍの左旋回の円を描く飛行パターンを設定し、ウェイポイントの位置を5回変更した。各ウェイポイント変更

後には、約10分間の飛行を行った。オートパイロットモードで飛行し、対気速度は極端に変化せず23 m/s～24
m/sを保ち、異状なくミッションを実行していると基地局及び目視で確認した。

着陸

気象状況は、風速1.0 m/s～2.5 m/sの南東の風で、制限区域を越える恐れがないため、RTF内滑走路へ北からの進

入で着陸可能と判断した。着陸コマンドの送受信からエンジンカット、パラシュート及びエアバッグの展開ま
での流れを問題なく実行したことを確認し、13時20分頃にRTF内滑走路上へ着陸した。総飛行時間は1時間22分
であった。

ポストフライトチェック

着陸地点はロボットテストフィールド内の砂地であり、機体を損傷させる突起物等は無かった。機体やパラ
シュート、エアバックに目立った損傷は発生しなかったため、継続して使用可能な状態であることを確認し
た。

プリフライトチェック

南東風の成分が強いため、離陸場所と基地局の設営を北西の上渋佐市有地とした。雨の影響で1時間程度遅れ

て準備を開始した。関連機器一式設置完了後、11時20分頃よりプリフライトチェックを開始した。プリフライ

トチェックにおいては基地局から送信されたコマンドによる舵面コントロールは問題なく実施できていること
を確認した。

離陸

11時58分頃に離陸を実行した。機体がカタパルトから南東方向へ射出された後、ウェイポイント0に向けて飛行

して目標高度まで問題なく到達し、基地局及び目視で異常がないことを確認したため、そのままミッション飛
行に移行した。

ミッション
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Fig. 9-11 フライト No.2024-06 の飛行軌跡 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡を追記して掲載)  
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Table 9-11 フライト No.2024-07 の作業情報詳細 

  

フライトNo 2024-07 風速/離陸（m/s） 2.9 離陸重量（kg） 19.49

日時 2024/9/9 風速/着陸（m/s） 0.5 搭載燃料（kg） 1.90

場所 福島県南相馬市 風向/離陸（度） 90 消費燃料（kg） 0.61

ペイロード
カメラ

パイロットランプ
風向/着陸（度） 110 内容 夜間想定フライト

天候 晴れ 離陸時間 11:38 機体番号 0094

気温（℃） 27 着陸時間 12:55 エンジン番号 EFI-1

気圧（hPa） 1,014 飛行時間 1時間17分 最大エンジン回転数

（rpm） 6,353

11時50分頃にRTF敷地外の農地上空でミッション飛行を実施した。ミッションの内容はウェイポイントの位置

を変更せず、半径250 ｍ、高度250 ｍの左旋回の円を描く飛行パターンに設定し、搭載したカメラで周辺の撮影

を行った。オートパイロットモードで飛行し、対気速度は極端に変化せず23 m/s～24 m/sを保ち、異状なくミッ

ションを実行していると基地局及び目視で確認したが、パイロットランプの点灯が１箇所目視で確認すること
ができなかった。

着陸

気象状況は風速0.5～1m/sの東の風であったため、RTF内滑走路へ北からの進入で着陸可能と判断した。着陸コ

マンドの送受信からエンジンカット、パラシュート及びエアバッグの展開までの流れを問題なく実行したこと
を確認し、12時55分頃にRTF内滑走路上へ着陸した。総飛行時間は1時間17分であった。

ポストフライトチェック

着陸後、機体外部及びエアバッグ、パラシュートに汚れや傷がないか点検を実施した。その結果、右翼のパイ
ロットランプが脱落していることが判明した。飛行中に確認することができなかったことから、離陸の衝撃で
脱落してしまったと考えられる。
また、エアバッグに約2 cm小さな傷があったため、事務所にて機体健全性確認の点検手順書に従ってエアバッ

グの補修作業を行い、再使用可能な状態であることを確認した。

プリフライトチェック

本フライトは夜間フライトを想定しており、事前に機体の両翼、胴体にパイロットランプを取り付け、搭載物
をカメラへと換装作業後、動作確認をした。
東風の成分が強いため離陸場所と基地局をRTFから北西にある上渋佐市有地とした。関連一式設置完了後の10
時30分頃にプリフライトチェックを開始した。プリフライトチェックにおいては基地局から送信されたコマン

ドによる舵面コントロールは問題なく実施できていることを確認した。

離陸

11時38分頃に離陸を実行した。機体がカタパルトから南東方向へ射出された後、ウェイポイント0に向けて飛行

して目標高度まで問題なく到達し、基地局及び目視で異常がないことを確認し、そのままミッション飛行に移
行した。

ミッション
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Fig. 9-12 フライト No.2024-07 の飛行軌跡 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡を追記して掲載)  
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Table 9-12 フライト No.2024-08 の作業情報詳細 

  

フライトNo 2024-08 風速/離陸（m/s） 1.5 離陸重量（kg） 20.74

日時 2024/9/11 風速/着陸（m/s） 2.0 搭載燃料（kg） 3.00

場所 福島県南相馬市 風向/離陸（度） 110 消費燃料（kg） 2.10

ペイロード 放射線検出器 風向/着陸（度） 340 内容 6時間フライト

天候 晴れ後雨 離陸時間 10:28 機体番号 0056

気温（℃） 32 着陸時間 16:29 エンジン番号 1044

気圧（hPa） 1,010 飛行時間 6時間1分 最大エンジン回転数

（rpm） 6,305

10時33分頃にRTF敷地外の農地上空でミッション飛行を実施した。ミッションの内容はウェイポイントの位置

を変更せず、高度を180 ｍから45分ごとに20 ｍずつ上昇させ、300 ｍまでのミッションとした。機体をオートパ

イロットモードで飛行し、対気速度は極端に変化せず23 m/s～24 m/sを保ち、異状なくミッションを実行してい

ると基地局及び目視で確認した。

着陸

ミッション終了後、着陸態勢へと入った。上空ではRTF内滑走路で測定した風向よりも北風であったが、風速

2m/sで制限区域を逸脱する恐れがないため、RTF内滑走路へ北からの進入で着陸可能と判断した。着陸コマン

ドの送受信からエンジンカット、パラシュート及びエアバッグの展開までの流れを問題なく実行したことを確
認し、16時29分頃にRTF内滑走路上へ着陸した。総飛行時間は6時間1分であった。

ポストフライトチェック

着陸地点はRTF内の砂地であり、機体を損傷させる突起物等は無かった。機体やパラシュート、エアバックに

目立った損傷はなかったが、土などの汚れが付着しており、雨で濡れていることを確認した。事務所にて機材
の清掃、乾燥後に再度、機材を確確認したところ、不具合が認められなかった。次回のフライトにも使用可能
な状態であるとした。

プリフライトチェック

東風の成分が強いため離陸場所と基地局をRTFから北西にある上渋佐市有地とした。関連一式設置完了後9時頃

にプリフライトチェックを開始した。プリフライトチェックにおいては基地局から送信されたコマンドによる
舵面コントロールは問題なく実施できていることを確認した。

離陸

10時28分頃に離陸を実行した。機体がカタパルトから南東方向へ射出された後、ウェイポイント0に向けて飛行

して目標高度まで問題なく到達し、基地局及び目視で異常がないことを確認し、そのままミッション飛行に移
行した。

ミッション
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Fig. 9-13 フライト No.2024-08 の飛行軌跡 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡を追記して掲載)  
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Table 9-13 フライト No.2024-09 の作業情報詳細 

  

フライトNo 2024-09 風速/離陸（m/s） 2.0 離陸重量（kg） 19.45

日時 2024/12/2 風速/着陸（m/s） 0.0 搭載燃料（kg） 2.01

場所 福島県南相馬市 風向/離陸（度） 80 消費燃料（kg） 0.37

ペイロード 放射線検出器 風向/着陸（度） 0 内容 1時間フライト

天候 晴れ 離陸時間 13:10 機体番号 0056

気温（℃） 13 着陸時間 14:15 エンジン番号 1044

気圧（hPa） 1,019 飛行時間 1時間5分 最大エンジン回転数

（rpm） 6,239

13時15分頃にミッションフライトを実施し、RTF敷地外農地上空に1点のウェイポイントを置き、5分おきに

ウェイポイントを移動する方式とした。本ミッションにおける高度設定は200 mとし、オートパイロットによる

対気速度は23 m/s～24 m/sと一定しており、ミッションの実行を基地局及び目視で確認した。本フライトではフ

ライト中に機体座標が基地局周辺の座標に何度も飛んでしまう事象が現れたが、機体のエラー表示が無く、機
体の自動操縦機能に問題がないためフライトを継続した。今年度のフライトNo.2024-3と同様の事象と考えられ

る。原因として、機体に搭載されているGPSの問題ではなく、機体もしくは基地局のアンテナの不具合や電波

干渉が原因であると考えられる。

着陸

気象状況は風速0 m/sであったため、RTF内滑走路へ北からの進入での着陸可能と判断した。着陸コマンドの送

受信からエンジンカット、パラシュート及びエアバッグの展開まで問題なく実行したことを確認し、14時15分
にRTF敷地内へ着陸した。総飛行時間は1時間5分であった。

ポストフライトチェック

着陸地点はRTF内の砂地であり、機体を損傷させる突起物等は無かった。機体やパラシュート、エアバックに

目立った損傷はなかったが、土などの汚れが付着していることを確認した。事務所にて機材の清掃後に再度確
認し、不具合が認められなかった。次のフライトにも使用可能な状態であるとした。

プリフライトチェック

関連機器一式設置完了後、12時30分頃にプリフライトチェックを開始した。プリフライトチェックでは基地局

から送信されたコマンドによる舵面コントロールは問題なく実施できていることを確認した。

離陸

気象状況はやや東風であり、RTF敷地内から北に向けての離陸には適していない風向きであったが、風速が2
m/sと弱く離陸時に影響がないと判断したため、13時10分に離陸を実行した。機体がカタパルトから北方向へ射

出された後、ウェイポイント0に向けて飛行して目標高度まで問題なく到達した。その後、ウェイポイント1で
の旋回飛行で基地局及び目視で異常がないことを確認したため、そのままミッションフライトに移行した。

ミッション



 

- 203 - 

 

Fig. 9-14 フライト No.2024-09 の飛行軌跡 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡を追記して掲載)  
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Table 9-14 フライト No.2024-10 の作業情報詳細 

 

 

フライトNo 2024-10 風速/離陸（m/s） 4.8 離陸重量（kg） 19.62

日時 2024/12/3 風速/着陸（m/s） 1.0 搭載燃料（kg） 2.03

場所 福島県南相馬市 風向/離陸（度） 260 消費燃料（kg） 1.37

ペイロード
カメラ

パイロットランプ
風向/着陸（度） 280 内容 夜間想定フライト

天候 晴れ 離陸時間 14:10 機体番号 0094

気温（℃） 15 着陸時間 15:26 エンジン番号 EFI-1

気圧（hPa） 1,018 飛行時間 1時間16分 最大エンジン回転数

（rpm） 6,237
プリフライトチェック

本フライトは夜間フライトを想定して、現場にて機体の両翼及び胴体の下部にパイロットランプを取り付けて
ランプが機能することを確認した。離陸時に南西からの風が吹くと気象情報により確認したため、離陸場所と
基地局をRTFから北西にある上渋佐市有地とし、関連機器一式設置完了後、13時00分頃にプリフライトチェッ

クを開始した。プリフライトチェックにおいては基地局から送信されたコマンドによる舵面コントロールは問
題なく実施できていることを確認した。

離陸

風速が最大4.8 m/s、風向きが西風で離陸には不向きな条件であったが、風が弱まる間を見計らって14時10分に

離陸を実行した。機体がカタパルトから東南方向へ射出された後、ウェイポイント0に向けて飛行して目標高

度まで問題なく到達した。その後のウェイポイント1での旋回飛行で基地局及び目視で異常がないことを確認

したため、そのままミッションフライトに移行した。

ミッション

14時15分頃にRTF敷地外の農地上空を半径250 mの円を左旋回で飛行し、ウェイポイントの位置を変更せず高度

200 mを維持するよう設定してミッション飛行を開始した。搭載したカメラで機体の周辺を撮影しながらオート

パイロットモードで飛行し、対気速度は23～24m/sを保ち、ミッションの実行を基地局及び目視で確認した。ま

た、パイロットランプの点灯も確認することができた。本フライトでも先日と同様に機体の座標が基地局周辺
の座標に飛んでしまう事象が現れたが、機体のエラー表示が無く、機体の自動操縦機能に問題がないためフラ
イトを継続した。先日とは別の機体を使用しているが、同様の事象が起こったため、機体の不具合ではなく、
基地局のアンテナに不具合が生じていると考えられる。

着陸

気象状況が西風であり着陸には不向きな天候であったが、1.0 m/s～1.7 m/sで着陸における風の影響は弱いと考

えられたため、RTF内滑走路へ北からの進入で着陸可能と判断した。着陸コマンドの送受信からエンジンカッ

ト、パラシュート及びエアバッグの展開までの流れを問題なく実行したことを確認し、15時26分にRTF内滑走

路付近の地面へ着陸した。総飛行時間は1時間16分であった。

ポストフライトチェック

着陸地点はRTF内滑走路上のコンクリートであったため、機体下部やエアバッグ、両翼に傷が発生する恐れが

あった。機体回収後、事務所にて破損した部分がないことを確認したため、再使用可能な状態であるとした。
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Fig. 9-15 フライト No.2024-10 の飛行軌跡 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡を追記して掲載)  
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Table 9-15 10 回のフライト試験で修理交換した部品一覧 

対応 部品名 

補修 エンジン (燃料ホース) EFI-1 

補修 エンジン (ダクトテープ) EFI-1 

交換 左翼 (ナットのみ） WL-4 

補修 エアバック A-4 

交換 エンジンボルト PNC-0094 

 

9.2.3.夜間フライトに必要となる機能及び運用体制の確認評価結果 

 

無人航空機で夜間フライトを実施するにあたっては、まず関連法規に準じて事前に関係

各所への申請を行い、飛行許可を得る必要がある。以下に、該当する航空法の条文を示す。 

 
航空法 

第九章 無人航空機 
（飛行の方法） 
第百三十二条の八十六 無人航空機を飛行させる者は、次に掲げる方法によりこれを

飛行させなければならない。 
（略） 
2 無人航空機を飛行させる者は、技能証明を受けた者が機体認証を受けた無人航空

機を飛行させる場合（立入管理措置を講ずることなく無人航空機を飛行させるとき

は、一等無人航空機操縦士の技能証明を受けた者が第一種機体認証を受けた無人航空

機を飛行させる場合に限る。）を除き、次に掲げる方法により、これを飛行させなけ

ればならない。 
一 日出から日没までの間において飛行させること。 
（略） 
５ 前三項の規定は、次の各号のいずれかに該当する場合には、適用しない。 
（略） 
二 前号に掲げるもののほか、国土交通省令で定めるところにより、あらかじめ、第

二項各号に掲げる方法のいずれかによらずに無人航空機を飛行させることが航空機の

航行の安全並びに地上及び水上の人及び物件の安全を損なうおそれがないことについ

て国土交通大臣の承認を受けて、その承認を受けたところにしたがい、これを飛行さ

せる場合 
（以下、略） 

 

上記に示した通り、夜間 (日出から日没以外の時間を指す) に飛行する場合には国土交通

大臣の承認を得る必要がある。承認は同省が運営するオンラインサービス『DIPS』を通し

て、夜間フライトの申請を行うことで、飛行許可を得ることができる。飛行許可を得るた

めには、同省が作成している「航空局標準マニュアル」に則った機体性能を保持し、また

マニュアルに則った運用体制が必要となる。同マニュアルが示す夜間飛行実施にあたり、

必要となる体制は以下の通りである。 
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無人航空機飛行マニュアル 

（空港等周辺・150m 以上・DID・夜間・目視外・30m・催し・危険物・物件投下） 
場所を特定した申請について適用 国土交通省航空局標準マニュアル① 

令和 4 年 12 月 5 日版 
 

3－7 夜間飛行を行う際の体制 
(1) 夜間飛行においては、目視外飛行は実施せず、機体の向きを視認できる灯火が装

備された機体を使用し、機体の灯火が容易に認識できる範囲内での飛行に限定す

る。 
(2) 飛行高度と同じ距離の半径の範囲内に第三者が存在しない状況でのみ飛行を実施

する。 
(3) 操縦者は、夜間飛行の訓練を修了した者に限る。 
(4) 補助者についても、飛行させている無人航空機の特性を十分理解させておくこ

と。３－１（５）に示す第三者の立入管理措置を行う場合には、補助者の配置に

代えることができる。 
夜間の離発着場所において車のヘッドライトや撮影用照明機材等で機体離発着場

所に十分な照明を確保する。 

 

以上の内容より、夜間飛行時は「機体の向きを視認できる灯火」装備が必要である。 

 

夜間フライト想定試験では、灯火機能として LEDライトを機体の両翼裏面に装着させ、

フライト時における地上からのライト視認性確認を行った。LED ライトは航空機と同様に、

左翼に赤いライト、右翼に緑のライトとした。Fig. 9-16 に試験時の機体の様子を示す。試

験を行った結果、日中の明るい中、対地高度 200 m で飛行している最中でも LED の発光及

び機体の向きを視認できた。よって LEDライトを両翼裏面に装着させることで、夜間飛行

時に必要となる視認性の確保は可能である。また、夜間でも周囲の状況を確認できる暗視

カメラ (Epsilon140: Edge Autonomy 社製) を機体に搭載した場合においてもフライト試験を

実施した。Fig. 9-17 は暗視カメラで日中に撮影した赤外線 (IR) 画像である。夜間フライト

時は、暗視カメラを搭載することで、フライトの安全性をさらに向上させることができる

と考えられる。 

運用体制については、操縦者の夜間飛行に対する技能向上、また夜間における周囲監視

の方法や、機体特性の再確認が必要である。2025 年 (令和 7 年) 3 月時点において、日本で

の Penguin C による夜間フライトの実績はなく、「航空局標準マニュアル」に則った夜間フ

ライトの運用体制は整えられていない。今後、海外や国内のテストフィールド等において、

夜間フライトの経験を積むことで、運用体制の基盤構築が可能である。 
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Fig. 9-16 LED ライトを装着した状態の試験の様子 

 

 

Fig. 9-17 日中に撮影したフライト時の赤外線カメラ画像 

 

9.2.4.放射線測定システムの評価結果 

 

無人航空機で放射線測定を実施するにあたって、機体に搭載する放射線測定システムが

必要となる。本項では、原子力機構で製作した無人航空機搭載用放射線測定試作システム

を Penguin C に搭載し、機体のデータ通信を用いたシステムの運用評価を行った結果を示

す。 

まず、本試験で使用したPenguin C搭載用放射線測定試作システム (以下、測定システム) 

の概要を Fig. 9-18 に示す。測定システムはシステム A、システム B 及びシステム C の 3 つ

で構成される。 

システム A は Penguin C 機体本体に搭載される。システム A の外観を Fig. 9-19 に示す。

システム A には放射線検出器モジュール (クリアパルス株式会社製)、運行用カメラ (東邦

技研社製 IPC312SB-ADF28K-IO)、GNSS センサー (u-blox 社製 UBX-M8030-KT)、気圧温湿

度計 (OMRON 社製 2JCIE-BU) が搭載されており、それらのデータはデータロガーPC によ
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って USBメモリに保存されると同時に、機体通信を用いて地上基地局にあるシステム Bに

データが送信される。併せて、システム A はシステム B からの信号を受信して遠隔操作が

可能となっている。データは全て、GNSS から得られた時刻情報で関連付けされており、1

秒ごとに日時情報、緯度、経度、高度情報、気圧、温湿度情報、β 線及び γ 線計数率 (環境

用検出器の場合は γ 線計数率のみ)、γ 線スペクトル情報が得られる。緊急時用放射線検出

器には HR-GAGG とプラスチックシンチレータ、環境用放射線検出器には HR-GAGG のみ

を使用した。緊急時用放射線検出器は、上部に HR-GAGG (10 mm × 10 mm × 10 mm)とプラ

スチックシンチレータ (25 mm × 25 mm × 0.3 mm)、下部に HR-GAGG (10 mm × 10 mm × 10 

mm)といった構造になっている。β 線はプラスチックシンチレータで、γ 線は HR-GAGG で

検出するシステムとなっている。原子力災害時における緊急時モニタリングにおいて、放

射線測定時の機体の自己汚染をどのようにして把握するのかが一つの課題である。本シス

テムでは、プラスチックシンチレータを用いることで機体表面の汚染状況を β 線のカウン

トで把握できるようにしている。環境用放射線検出器は、4 つの HR-GAGG (10 mm × 10 

mm × 10 mm) を搭載し、バックグランドレベルの空間線量率分布を把握できるようにして

いる。 

システム B は地上基地局に設置され、システム A の動作状況の確認、カメラ映像の確認、

電源 ON/OFF などの遠隔操作、データの受信及び保存ができる。システム B の外観及び画

面例を Fig. 9-20 に示す。システム B は、外部にデータを送信する機能を保持しており、デ

ータ受信側の PC が内部に http サーバを備え http 通信にて放射線測定データを受け入れる

ことを前提として、http リクエストでデータ出力を行うことができる。http リクエストメ

ソッドはPOSTを用いており、メッセージボディに JSONで放射線測定データを収納する。 

システム Cは外部に設置される Webサーバであり、システム Bから送られてくるデータ

の保存、閲覧、解析等を行うことができる。システム C の画面例を Fig. 9-21 に示す。シス

テム C は ArcGIS Pro (Environmental Systems Research Institute, Inc.) ライセンスを用いて、ボ

タン一つでクリギング法による内挿計算ができ、簡易的ではあるものの測定中に地表面か

ら 1 m の高さの空間線量率への換算及びマッピングを行うことができる。当試験ではノー

ト PCに Webサーバを構築し、システム Bと LANケーブルで直接接続することで、データ

受信を行ったが、インターネット通信環境を整えることで、現場だけでなく遠方において

も、システム C を用いて測定データを確認できる仕様となっている。 

これらの測定システムを Penguin C のフライト試験で運用した結果、迅速なデータ収集

が可能となり、リアルタイムでの監視と遠隔操作を実現することができた。また統合され

た運用管理により、作業の効率化と作業員の負担の軽減が図られ、安全性と効率性が向上

した。なお本試験では、システム A-B間は機体の無線通信、システム B-C間は LTE通信を

用いて、システム運用試験を行った。実際に緊急時モニタリングで Penguin C を長距離運

用する場合は、通信手段の更なる検討及び運用の最適化が必要である。長距離通信が必要

である場合、システム A とシステム B の間の通信には衛星通信や携帯回線を利用し、遠隔
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地でも確実な通信を確立する必要があり、またシステム B 及びシステム C が外部サーバと

通信する際には、インターネット接続やVPNを介したセキュアな通信手段が求められる。

昨年度まで有線ケーブルでつながっていたシステム B-C 間を LTE 通信により無線化したこ

とによって、現場だけでなく遠隔地においても、測定データを見られるようになった。今

後はシステム間の連携を更に検討し、非常時でも迅速かつ効果的な対応を可能とする通信

体制を構築する必要がある。 

 

 

Fig. 9-18 試験で使用した放射線測定システム 
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Fig. 9-19 システム A 外観図 

 

 
Fig. 9-20 システム B 外観及び画面表示例 
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Fig. 9-21 システム C 画面例 

 

次に、測定システムでキャリブレーションフライトを行った結果について述べる。4.5.2

項で示した方法と同様にして、キャリブレーションフライトで得られた対地高度と計数率

の関係に対して Microsoft Excel®により指数近似を行った結果を Fig. 9-22 に示す。環境用検

出器は、4 つの GAGG シンチレーション検出器の積算計数率、緊急時用検出器は下方の

GAGG シンチレーション検出器の計数率のみ解析に用いた。なお、計 3 回 (フライト

No.2024-01, 2024-02 及び 2024-08) のキャリブレーションフライトでは対地高度は約 180 m、

200 m、220 m、240 m、260 m、280 m 及び 300 m とした。フライト前に離陸地点で測定し

た計数率を対地高度 1 m のデータとし、併せて指数近似を行った。緊急時用検出器は環境

用検出器に比べて、解析に用いている結晶の数が少ないことから、各高度の計数率は小さ

くなり、Fig. 9-22 の空気減弱係数 AF (m-1) は、異なる値を示した。また、緊急時用検出器

は計 6 時間フライトの方が、計 1 時間フライトよりも各高度の計数率の標準偏差が小さく

なることで、近似式の決定係数の値がより 1 に近くなった。 

Fig. 9-23～Fig. 9-25に歩行サーベイによる地表面から 1 mの高さの空間線量率マップを示

す。これらの測定は 2024 年 (令和 6 年) 6 月 14 日、9 月 11 日及び同年 12 月 3 日に実施し

た。上空からのフライト及びこれらの歩行サーベイの結果から算出した空間線量率換算係

数 CD、また空気減弱係数 AF の一覧を Table 9-16 に示す。環境用検出器は、広い範囲の地

上測定を行った 2024 年 12 月 3 日に測定日時が近い 12 月 2 日のフライトデータ (フライト

No.2024-09) を CD の評価に用いた。緊急時用検出器は計 2 回キャリブレーションフライト

を行ったが、6 時間フライトを行ったフライト No.2024-08 を AF の解析に用いた。なお、

CD の評価には、2024 年 6 月 14 日及び 9 月 11 日の地上測定に近いフライトデータ (フライ
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ト No.2024-02 及び No.2024-08) を用いた。地上測定したデータの位置情報を基に作成した

50 m メッシュ平均値と、上空からの測定で得られた計数率のメッシュ平均値を比較するこ

とで各 CD を評価した。4.5.2 項で示した解析方法及び Table 9-16 の換算パラメータを用い

て、測定フライトデータから地表面から 1 m の高さの空間線量率マップを作成した結果を

Fig. 9-26～Fig. 9-33 に示す。 

 

Table 9-16 無人航空機測定試験で得られた空気減弱係数 AF と空間線量率換算係数 CD 

検出器 空気減弱 
係数 AF (m-1) 

AF 評価に用い

たフライト 
データの日付 

空間線量率換算 
係数 CD ([s-1]/[µSv/h]) 

CD 評価に用い

たフライト 
データの日付 

環境用 －0.00696 2024/6/13 1,982 2024/12/2 

緊急時用 －0.00424 2024/9/11 46.14 2024/6/14 
2024/9/11 

 

150
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Fig. 9-22 キャリブレーションフライトで得られた対地高度と計数率の関係 

  



 

- 215 - 

 
Fig. 9-23 歩行サーベイによる地上 1 m 空間線量率測定結果 (2024 年 6 月 14 日実施) 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡及び歩行式サーベイメー

タで得られた地表面から 1 m の高さの空間線量率を追記して掲載)  
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Fig. 9-24 歩行サーベイによる地上 1 m 空間線量率測定結果 (2024 年 9 月 11 日実施) 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡及び歩行式サーベイメータ

で得られた地表面から 1 m の高さの空間線量率を追記して掲載) 
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Fig. 9-25 歩行サーベイによる地上 1 m 空間線量率測定結果 (2024 年 12 月 3 日実施) 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡及び歩行式サーベイメータ

で得られた地表面から 1 m の高さの空間線量率を追記して掲載)  
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Fig. 9-26 無人航空機測定による空間線量率マッピング結果 (2024 年 6 月 13 日測定) 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡及び地表面から 1 m の高さ

の空間線量率を追記して掲載) 
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Fig. 9-27 無人航空機測定による空間線量率マッピング結果 (2024 年 6 月 14 日測定) 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡及び地表面から 1 m の高さ

の空間線量率を追記して掲載) 
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Fig. 9-28 無人航空機測定による空間線量率マッピング結果 (2024 年 7 月 9 日測定) 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡及び地表面から 1 m の高さ

の空間線量率を追記して掲載) 
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Fig. 9-29 無人航空機測定による空間線量率マッピング結果 (2024 年 7 月 10 日測定) 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡及び地表面から 1 m の高さ

の空間線量率を追記して掲載) 
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Fig. 9-30 無人航空機測定による空間線量率マッピング結果 (2024 年 7 月 11 日測定) 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡及び地表面から 1 m の高さ

の空間線量率を追記して掲載) 
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Fig. 9-31 無人航空機測定による空間線量率マッピング結果 (2024 年 7 月 12 日測定) 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡及び地表面から 1 m の高さ

の空間線量率を追記して掲載) 
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Fig. 9-32 無人航空機測定による空間線量率マッピング結果 (2024 年 9 月 11 日測定) 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡及び地表面から 1 m の高さ

の空間線量率を追記して掲載) 
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Fig. 9-33 無人航空機測定による空間線量率マッピング結果 (2024 年 12 月 2 日測定) 

(背景地図は、地理院地図 Vector78)に Penguin C のフライト軌跡及び地表面から 1 m の高さ

の空間線量率を追記して掲載) 
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Fig. 9-26～Fig. 9-33 に示した空間線量率の変化傾向を定量的に比較するために、Fig. 

9-34 に各測定で得られた空間線量率の箱ひげ図を示す。各測定の最初の調査時の検出器

の測定データの位置情報に基づいて 50 m 四方のメッシュを作成し、3 回の調査のメッシ

ュ平均値同士を比較した。昨年度行ったホスウィッチ検出器での試験結果 33)で得られた

空間線量率分布の変化傾向と比較するために、同様の 50 m 四方のサイズのメッシュを評

価に用いた。また、メッシュ内の空間線量率の不均一性の影響を減らすために、データ

数が 2つ以上含まれるメッシュを選定し解析に用いた。歩行サーベイの空間線量率は各測

定で大きく変わらなかったが、Fig. 9-34 を見ると 12 月 3 日の空間線量率が他の期間に比

べてわずかに高い傾向にあった。地上測定地点の大半は田んぼ近傍の歩道が占めており、

6 月及び 9 月の測定時には田んぼに水が張られていた。一方で 12 月の測定の際には、田

んぼに水は張られておらず、水の有無により地表面からの放射線の遮へい状況が異なり、

このような違いが見られたと推察される。環境用及び緊急時用検出器については、6 月に

比べて 7月の方が空間線量率が低い傾向にあった。これは、田んぼに張られた水の水深が

6 月に比べて 7 月の方が深かったことから、地表面からの放射線の遮へい状況が異なった

ためと考えられる。また、緊急時用検出器について、9 月の空間線量率が他の期間に比べ

て見かけ上高くなったことも、9 月時点で田んぼに張られた水がほとんどなく、地表面か

らの放射線の遮へい状況が異なったことに起因すると考えられる。これらの季節ごとの

田んぼの状況の違いによる空間線量率の変動は、昨年度行ったホスウィッチ検出器の試

験結果 33)でも見られた。 

次に、上空から測定した結果と地上測定の結果との比較について述べる。Fig. 9-35 及び

Fig. 9-36 に、環境用及び緊急時用検出器を用いた地表面から 1 m の高さの空間線量率換算

値と地上測定値を比較した結果を示す。比較の際には、地上測定の位置情報を基に 50 m

メッシュを作成し、各マッピングデータ値を 50 m 四方のメッシュに平均化し、同じメッ

シュ同士で地表面から 1 mの高さの空間線量率換算値と地上測定値を比較した。また、メ

ッシュ内の空間線量率の不均一性の影響を低減するため、データ数が 2つ以上のメッシュ

を選定し解析に用いた。各データの地表面から 1 mの高さの空間線量率換算値と地上測定

値を比較した散布図を見ると、全体平均としては概ね 1：1 の関係であった。環境用検出

器については、4 つの GAGG シンチレーション検出器を使用しているため、バックグラ

ウンドレベルの空間線量率を評価することができた。OIL判断が必要となるような比較的

高線量率なエリアでの使用を主目的とした緊急時検出器については、地上測定値が 1：1

の関係から逸脱するプロットが散見された。これは、緊急時検出器では機体の直下の空

間線量率分布を評価するために、下方の HR-GAGG シンチレーション検出器で得た計数

率のみを解析に用いているため、低線量率エリアでは十分に γ線を計数できず、空間線量

率評価の不確かさが大きかったためと考えられる。本試験のように、東電福島原子力発

電所事故由来の放射性核種の地表面沈着から長時間が経過したエリアを測定する場合、

緊急時検出器の下方だけでなく上方の HR-GAGGシンチレーション検出器の γ線計数率も
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併せて解析することで、空間線量率評価の不確かさを減らすことができる。相対誤差の

ヒストグラムを見ると、どちらの検出器も平均値はおおよそ 0を示し、標準偏差は環境用

検出器で約 0.2、緊急時検出器で 0.3 であった。ばらつきはあるものの、地表面から 1 m

の高さの空間線量率換算値は地上測定値とよく整合した。 

環境用検出器と緊急時用検出器の空間線量率の適用範囲についてより詳細に検討する

ために、環境用検出器と緊急時用検出器の測定結果の比較について述べる。同時期に実

施した 2 つの検出器の測定データを比較した結果を Fig. 9-37 に示す。比較の際には、環

境用検出器の位置情報を基に 50 m メッシュを作成し、各マッピングデータ値を 50 m 四方

のメッシュに平均化し、同一メッシュ同士で空間線量率を比較した。また、メッシュ内

の空間線量率の不均一性の影響を減らすために、データ数が 2つ以上含まれるメッシュを

選定し解析に用いた。3 つの飛行データのうち、高度 200 m で飛行した際のデータが、環

境用検出器に対する緊急時用検出器の相対誤差の平均値が最も 0に近くなった。これは、

高度 250 m で飛行した場合と比べて、緊急時検出器は環境用検出器と同様に十分に γ 線を

計数でき、精度よく空間線量率を評価できたことが示唆される。6 月のフライトでは、キ

ャリブレーションのために狭い範囲を飛行したため比較データが少なく、7 月のフライト

データよりも相対誤差の標準偏差が大きくなった。7 月のフライトで高度 200 m と 250 m

のデータを比較したところ、高度 250 m の方が相対誤差の平均値が 0 から乖離する傾向に

あった。これは、飛行高度が高くなることで緊急時用検出器では γ線の計数が難しくなり、

空間線量率評価の不確かさが大きくなったためと考えられる。これは、Fig. 9-37 に見られ

たように、緊急時用検出器では高さに対する計数率の変化が環境用検出器に比べて小さ

いことと矛盾しない。よって、比較的低線量率のエリアに対して緊急時検出器を適用す

る際には、γ 線を十分に計数できるくらいの低高度を飛行する必要があることが分かった。 

試験では機体の基本性能試験も並行しており、約 1 km × 1 km 四方のエリアを 1 時間程

度かけて測定を行った。Fig. 9-37 に示した環境用検出器と緊急時用検出器の比較結果にお

いて、河川敷の周辺で得られたデータの一部に、7 月のフライトで環境用検出器に対して、

緊急時検出器で評価した空間線量率が 2倍近く高いものが認められた。このようなデータ

については、空間線量率が不均一で局所的に高い場所があったために生じたものであり、

無人機に対して同一の飛行経路を予めプログラムしても免れない経路差により、このよ

うな局所的差異を補足できなかったと推察される。しかし、このような事象が認められ

たのは、本試験で空間線量率の評価対象とした約 1 km × 1 km 四方のエリアに含まれる計

355 ヶ所の内 2 ヶ所のみであった。このことから、環境用検出器及び緊急時用検出器とも

に、評価対象エリア内の空間線量率分布を妥当に評価できていると考えられる。実際の

緊急時モニタリングでは、広範囲を網羅的に測定することを目的としているため、本試

験よりも測定密度が低くなり、局所的な空間線量率分布の不均一性の評価が難しいと推

察される。本試験結果を踏まえて、無人機による緊急時モニタリングを行うことを見据

えて、使用する検出器に応じた適切な測線間隔、対地高度などを検証する必要がある。 
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また、本試験では、0.20 µSv/h を超えるエリアはほとんど含まれておらず、空間線量率

がこれより高いエリアでの実測定を実施できていない。今後、東電福島原子力発電所周辺

のエリアでフライト測定試験を行い、多様な空間線量率レベルが含まれる環境で取得した

測定データを基にして測定システムの精度評価を行うことで、特に緊急時用検出器の緊急

時モニタリング時の空間線量率の換算精度の信頼性を高めることが可能である。本試験を

通じて環境用検出器と緊急時用検出器の有効性が検証できたことから、空間線量率のレベ

ルに応じて、両検出器を使い分けて使用することで、原子力災害後の実効的な空間線量率

評価に資すると考えられる。緊急時用検出器については、放射性プルーム由来の β 線につ

いても評価可能な設計としている。今後、機体が放射性プルームに汚染された状況を模擬し

て、β 線と γ 線を弁別したうえで地表面の空間線量率を評価するための解析方法を構築し、そ

の実証試験に取り組む必要がある。 
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Fig. 9-34 空間線量率の箱ひげ図 
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Fig. 9-35 地表面から 1 m の高さの空間線量率換算値と地上測定値の比較結果 

 (環境用検出器) 

(左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム) 

 

 
Fig. 9-36 地表面から 1 m の高さの空間線量率換算値と地上測定値の比較結果 

(緊急時用検出器) 

(左：散布図、下段右：相対誤差のヒストグラム) 
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Fig. 9-37 地表面から 1 m の高さの空間線量率換算値同士の比較結果 

(左：散布図、右：相対誤差のヒストグラム、上段: 6 月のキャリブレーションフライトデ

ータ、中段: 7 月の広域フライトデータ(高度 200 m)、下段: 7 月の広域フライトデータ(高

度 250 m)) 
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9.3. 機体の性能条件の評価結果 

 

各種試験の結果と Penguin C の性能を踏まえ、原子力災害時における緊急時モニタリン

グを実施するために必要となる下記の項目について、同機が対応可能であるか評価した結

果を以下に示す。(1)～(7) については 9.1.1 項に示した項目と同一で、Penguin C 機体が有す

る性能について評価したものであり、(8)～(13) については Penguin C を原子力災害時にお

ける緊急時モニタリングのツールとして運用するにあたり具備すべき条件を独自に追加し、

評価したものである。 

 

(1) 長時間 (20 時間以上) のフライトが可能であること。 

搭載機器を軽量化することで、連続 20 時間以上フライトは可能である。実際に

Edge Autonomy 社のテストにおいて、連続 20 時間以上フライトを実施した実績がある。

Penguin C はメーカーオリジナルの EFI エンジン (Electronic Fuel injection: 電子制御燃料

噴射) を搭載しており、同エンジンは氷点下から高温まで対応する冷却装置を備え、

高いエンジン効率を実現する性能を持つ。 

これまでの試験結果から、燃料消費率の違いを生む主要因は、フライトプラン (飛

行経路) と気温であると推察される。昨年度のフライトプランは 4 点のウェイポイン

トを置き、巡回するフライトプランであったが、今年度は 1 点のウェイポイントを旋

回し続けるフライトプランとした。これらを比較すると今年度のフライトプランより

も、昨年度のフライトプランの方が燃料消費率が減る傾向にあることが分かった。ま

た、昨年度のフライト時の気温は26℃で、今年度のフライト時の気温は32℃であり、

気温が高い方が燃料消費率が減る傾向にあることも分かった。この他にも飛行高度や、

対気速度、機体重量、機体による個体差などの要因が燃料消費率に影響すると考えら

れる。今後もどのような要因が燃料消費率にどの程度の影響を与えるかの検証を行い、

20 時間以上のフライトが確実に可能となる条件を明らかにすることが必要である。 

 

(2) 放射線検出器を搭載するため 5 kg 程度のペイロードが確保されること。 

Penguin C の最大離陸重量は 23 kg である。これに対し、空虚重量は計測時に使用し

た治具 0.36 kg とバランスをとるための重り 0.30 kg を引いた 15.64 kg である (Fig. 9-38)。

よって搭載可能な重量は、燃料と搭載機器合わせて、7.46 kg である。燃料搭載量を 2 

kg とすれば、5 kg 程度のペイロード搭載が可能である。本フライト試験において搭載

したカメラや放射線検出器は 1 kg程度であり、最大離陸重量に対して 4 kg 程度の余裕

を持たせている。 
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Fig. 9-38 Penguin C の空虚重量 

(左図：空虚重量測定時の全体図、右図：空虚重量の計測結果 (治具及び重りを含む) ) 

 

(3) 離陸のための滑走路を要しないこと。 

Penguin C の機体は車輪を有さず、離陸には可搬型空気圧式カタパルトを使用する

ため、滑走路は必要としない。ただし、アンカーペグによりカタパルトを地面に固定

できる場所が必要となる。また、カタパルトからの離陸方向に障害物がないこと、

Fig. 9-39 に示した緑の方向からの風向きである必要がある。  なお風速 0 m/s (無風) の

場合は、離陸方向にある障害物との距離を 200 m 以上確保することができれば、方向

に制限はない。 

 

 
Fig. 9-39 カタパルトに対する打ち上げ時の風向 

 

(4) 予め設定したプログラムにより飛行可能であること。 

Penguin C を制御するフライトコントロールシステム (Piccolo Command Center) を使

用し、フライトプラン作成することで、予め設定したフライトルートのプログラム飛

行が可能である。 

ただし飛行高度に対して対地高度が最低高度を下回らないことと、最高高度を超え

ないことを事前に確認する必要がある。今年度のフライト試験結果より、機体は飛行
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中に目標高度から最大 20 m 程度上下することが分かった。よって、最低及び最高高

度から 10 m 以上余裕を持たせて飛行経路や高度を設定する必要がある。 

 

(5) 同機種によるフライトの実績が 100 時間以上を超え、墜落事故に対する MTBF が評価

されていること。 

メーカー公表値で Penguin C のテストフライト実績は 13,000 時間を超え、様々な環

境下におけるフライト試験を通じて、機体の耐久性及び堅牢性が実証されている。実

際に、今年度及び運用事業者 (株式会社 JDRONE) が持つ過去の実績含め、延べ約 88

時間のフライト試験を行っているが墜落事故及び墜落事故に至るような機器異常は確

認されてない。また、MTBF については、メーカー内にて一定の基準を設け、各事象

に対する評価が行われている。実際の数値については公表されていないが、事故分類

基準については Table 9-2 に示した通りである。 

 

(6) 風速 10 m/s 以下でのフライトが可能であること。 

フライト中、風速 10 m/s 以下であれば、フライトが可能である。Penguin C オペレ

ーションに係る風速制限は下記のとおり設定されている。 

・フライト中－最大 20 m/s   

・カタパルト発射時の向かい風－最大 10 m/s 

・パラシュートリリース時の地上突風－最大 8 m/s 

 

(7) 雨天時のフライトが可能であること。 

機体性能として 5 mm/h 程度の雨量までフライト可能である。雨や霧等湿度の高い

環境における機体の耐久性を高めるため、昨年度から静圧ポートを覆うプロテクター

を導入した。また今年度に実施した雨天時のフライト No. 2024-05、2024-06、2024-08

に問題なくフライトは出来た。再度モニタリングに向かう際には、エアバックやパラ

シュートが濡れた際は、乾かすためにドライヤーなどが必要がある。 

 

(8) 事故発生から 1 時間以内に離陸が可能であること。 

Penguin C は地上局及びトラッキングアンテナを含め機器一式の組立から離陸まで

短時間で完了できるよう設計されている。大型の機器であるトラッキングアンテナ及

びカタパルトの一部が予め組立済みであれば、準備開始から概ね 1 時間程度で離陸準

備が可能である。 

 

(9) リアルタイムに画像や機体の位置やステータス情報を地上に送信可能であること。 

フライト中、機体と地上局は常時相互通信可能な状態にある。地上局では、PCC を

通して機体位置情報を、CoPilotを通してエンジン等のステータス情報をリアルタイム
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で確認することができるが、フライト No. 2024-03、2024-09、2024-10 ではフライト中

であるにも関わらず、GPS 測位座標が離陸地点付近に記録される事象が複数回発生し

た。エラー警告が PCCに表示されなかったため、当該フライトでは機体の自動操縦に

支障がないものとし、フライトを継続した。本事象の発生原因には以下のことが考え

られる。 

・機体の姿勢によりアンテナが機体に隠れてしまい、機体と地上局間のデータ通信

に影響を及ぼした 

・大地反射波と干渉し GPS受信機が衛星から受け取る信号又は機体と地上局間で送

受信する信号が弱くなった 

・気象条件により GPS受信機が衛星から受け取る信号又は機体と地上局間で送受信

する信号が弱くなった 

当該試験以外では本事象が見られなかったことから、上記の複数の原因が交絡し、

発生した可能性が高い。対策として、基地局アンテナを高所に設置することにより利

得を上げることで通信強度を保てる可能性がある。また、今後も様々な場所や気象状

況下で飛行試験を実施し、詳細な飛行データを収集することで、特定の条件下での電

波干渉や通信不良の発生頻度やパターンを把握し、対策を講ずることが重要であると

考える。 

フライト No. 2024-07、2024-10 でペイロードとしてカメラを搭載している場合には、

上空でカメラが撮影している映像も同時に地上局にて受信及び確認が可能であった。 

 

(10) 原子力災害対策指針の OIL に則り避難等の防護措置が実施された後において、UPZ の

外側から、データ通信が可能であること。 

Penguin C のトラッキングアンテナにはオムニダイレクショナルアンテナ (無指向性

アンテナ) とダイレクショナルアンテナ (指向性高利得アンテナ) が取り付けられてお

り、機体までの距離に応じて利用するアンテナが自動的に切り替わる仕組みになって

いる。現在、オムニダイレクショナルアンテナとダイレクショナルアンテナの出力が

0.56 W であり、近距離で使用する場合はオムニアンテナ、長距離で使用する場合はダ

イレクショナルアンテナが対応する。オムニアンテナを使用した試験での通信距離は

約 1 km であった。 

UPZ の外側からの通信を想定するとダイレクショナルアンテナを使用することとな

るが、長距離で機体と通信するためには機体と地上局のアンテナの出力を上げる必要

がある。電波の出力を上げる場合、電波法に基づいて総務省の使用許可を得ることが

必要となるのに加え、機体及び地上局の両方に増幅器 (アンプ) を搭載することも必要

である。また、長距離飛行を行う場合は、地球の丸みを考慮しなければならない (Fig. 
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9-40)。さらに、直線通信距離とフレネルゾーン*2  (Fig. 9-41、Fig. 9-42)を満たすため

に機体の高度とアンテナの高さを上げる必要がある(Fig. 9-43、Fig. 9-44)。現在使用し

ているアンテナを地上 3 m 地点に設置した場合、Table 9-17 で示した最大飛行距離で

ある 100 km 先を飛行する機体は約 1,600 m～2,200 m 上空を飛行することとなる。ま

た、UPZ の外側から 30 km 先を飛行する場合は、約 300 m～400 m 上空を飛行するこ

ととなる。また、低軌道衛星を用いたスターリンクと呼ばれる衛星通信サービスが近

年活用され始めているが、角型の通信用アンテナの重量が約 4 kg あり、機体のペイロ

ードだけに着目をすれば搭載可能である。しかし、大きさが約 50 cm×30 cm と大きく

通信用アンテナに電源供給が別途必要でまで考慮すると、無人航空機に搭載すること

は現状として難しい。今後より小型かつ電源管理が容易な衛星通信システムが市販さ

れた場合には、UPZ 外からの緊急時モニタリングに活用できると考えられる。 

 

 
Fig. 9-40 地球の丸みによる影響 

 
Table 9-17 距離による高度補正 

距離 (d0) 水平線に対する目標高度 (h1) 
トラッキングアンテナの高さ (h0) 

3 m 10 m 20 m 
10 km 1 m 0 m 0 m 
30 km 45 m 28 m 16 m 
50 km 150 m 118 m 91 m 
75 km 372 m 319 m 247 m 
100 km 691 m 618 m 554 m 

 

 
*2 フレネルゾーン：無線通信などで、電力損失をすることなく電波が到達するために必要

とする領域のこと。この領域内に障害物があると電波強度が確保されなくなる。 
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Fig. 9-41 直線通信距離とフレネルゾーン 

 

 
Fig. 9-42 フレネルゾーンと地球の丸みの影響 

 

 

Fig. 9-43 フレネルゾーンに障害物がない場合の高さ相関 
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Fig. 9-44 フレネルゾーンに 20%の障害物がある場合の相関 

 

(11) 夜間にフライトするための機能 (暗視カメラ  、航空灯など) を有すること。 

夜間フライト時に航空灯としてLEDライト等を取り付けることにより視認性を高め

ることができる。フライトNo. 2024-02、2024-07においては事前に機体表面 (各翼裏面

等) も取り付けし、動作確認を実施した。離陸前にパイロットランプの点滅を確認し

たが、フライト中に目視で確認できなかった。着陸後に機体を確認したところ、パイ

ロットランプが外れていたことが判明した。原因として経年劣化による面ファスナー

の消耗とカタパルトからの射出衝撃によって翼から外れたと考えられる。パイロット

ランプは、離発着地点付近で回収された。No. 2024-10 では面ファスナーと保護テープ

で外れないように補強することで、離陸から着陸までパイロットランプを脱落させず、

フライト中に目視で確認可能となった。なお、翼端にパイロットランプが組付けられ

ている翼がメーカーから販売されている。パイロットランプの脱落を確実に防止する

ため、今後は当該製品の使用も検討する必要がある。 

機体前方のペイロードベイにはユーザーの用途に応じたペイロードを搭載すること

ができ、フライト No. 2024-07、2024-10 においては、メーカー推奨の Octopus ISR 

Systems 製 UAV 用カメラ Epsilon140 を搭載しフライトを行った。同機はカラーカメラ

と赤外線カメラを備えており、夜間のフライトにおいても赤外線カメラを利用した対

象物の撮影等が可能である。 

 

(12) 国内での規定基準類に準拠していること。 

Penguin C 運用に際して依拠すべき日本国内規定基準類は、電波法及び高圧ガス保

安法である。電波法は地上局と機体間の電波通信について適用され、高圧ガス保安法

についてはカタパルトが同法適用対象であるか照合が必要となる。順に詳細を以下に

述べる。 
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① 電波法 

国内で電波を利用するためには、使用する無線設備が技術基準適合証明を受

けていること、且つ、原則として無線局を開設することが必要となる。無線局

申請にあたり、技術基準適合証明を受けている無線設備のみを使用する場合に

は、申請の一部が簡素化される特例措置が適用される。 

Penguin C については、地上局と機体の通信に UAV IP Data link を使用してい

る。同器は Microhard Systems Inc.製 pMDDL2450無線モデムを利用しており、同

モデムが技術基準適合証明を受けている。同モデムの仕様 を Table 9-18 に示す。

同モデムは Table 9-19 に示す携帯局に該当する。なお、本報告で使用した地上

局及び機体は、無線局免許状を申請し、免許を付与されている。 

 

Table 9-18 UAV IP Data Link 仕様 

周波数オプション 送信出力 チャンネル帯域幅 

2.405 - 2.470 GHz 20 dB – 30 dB (100mW – 1.0W) 4/8 MHz 
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Table 9-19 ドローン等での使用が想定される主な無線通信システム 

分類 無線局 
免許 周波数帯 送信 

出力 利用形態 備考 無線したが

事者資格 
免許及び登

録を要しな

い無線局 

不要 73 MHz 帯等 ※1 操縦用 ラジコン用

微弱無線局 
不要 

不要※2 920 MHz 帯 20 mW 操縦用 920 MHz 帯

テレメータ

用、テレコ

ントロール

用特定小電

力無線局 
2.4 GHz 帯 10 mW 

/MHz 
※3 

操縦用 
画像伝送用 
データ伝送用 

2.4 GHz 帯小

電力データ

通信システ

ム 
携帯局 要※4 169 MHz 帯 10 mW※5 操縦用 

画像伝送用 
データ伝送用 

無人移動体

画像伝送シ

ステム 

第三級陸上

特殊無線技

士以上の資

格 2.4 GHz 帯 1 W 操縦用 
画像伝送用 
データ伝送用 

5.7 GHz 帯 1 W 操縦用 
画像伝送用 
データ伝送用 

その他 不要※6 800 MHz 帯

等 
※7 操縦用、画像伝

送用、データ伝

送用 

携帯電話 
(4G、5G) 

不要 
 

*太文字：Penguin C 該当箇所 

※1：500 m の距離において、電界強度が 200 μV/m 以下のもの。 

※2：技術基準適合証明等 (技術基準適合証明及び工事設計認証) を受けた適合表示無線設

備であることが必要。 

※3：変調方式や占有周波数帯幅によって出力の上限は異なる。 

※4：運用に際しては、運用調整を行うこと。 

※5：地上から電波発射を行う無線局の場合は最大 1W。 

※6：携帯電話事業者の包括免許により運用。 

※7：基地局によって制御される。 

引用元：総務省電波利用ポータル, ドローン等に用いられる無線設備について, 

https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/others/drone/index.htm (accessed 2025/3/1) 

 

② 高圧ガス保安法 

機体離陸の際に使用する可搬型空気圧式カタパルトはエアーコンプレッサー

を備えており、最大発射圧力が 1.15 MPa に達する。これは高圧ガス保安法第二

条第一項に規定される「高圧ガス」に該当しているが、後述する同法及び関連
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法規に規定される適用除外項目に該当するため、カタパルト使用にあたり同法

に則る許可取得等は現時点では不要である。 
高圧ガス保安法 
第三条（適用除外） 
九 その他災害の発生のおそれがない高圧ガスであつて、政令で定めるもの 

 

上記の高圧ガス保安法に関しては、本機器のカタパルトは標準大気 (災害の発

生のおそれがない高圧ガス) を使用するため、本項に該当する。 

 
高圧ガス保安法施行令 
（適用除外） 
第二条 
５ 法第三条第一項第九号の政令で定める高圧ガスは、次のとおりとする。 
一 圧縮装置（空気分離装置に用いられているものを除く。次号において同じ。）

内における圧縮空気であって、温度三十五度において圧力（ゲージ圧力をいう。以

下同じ。）五メガパスカル以下のもの 

 

上記の通り、高圧ガス保安法施工例を参照すると、本機器のカタパルトで

使用されるのはエアーコンプレッサーで生成された圧縮空気であり、最大発

射圧力は 1.15 MPa であるため、本項に該当する。 
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高圧ガス保安法及び関係政省令等の運用及び解釈について（内規） 
２０２００７１５保局第１号 
Ⅱ.政令関係  
第２条関係（適用除外） 
（２）第３項第１号中「圧縮装置」とは、圧縮機、空気タンク（設備の配置等

からみて一体として管理されるものとして設計されたものに限る。）、配管、油

分離器等（位置は任意）から構成されるもの又は空気タンク等を有しない圧縮

機をいい、次図の例に示す（イ）、（ロ）又は（ハ）の範囲内の装置とする。ま

た、この圧縮装置には、圧縮機と同様の圧縮機構（往復動や遠心式等）で空気

を圧縮すると同時に圧縮装置内で 加工・成形する機器類を含むものとする。

（略） 

 
 
(略) 
なお、上記圧縮装置から排出された圧縮空気については、以下のとおり運用す

ることとする。  
①法の適用を受ける場合 
容器等への充塡行ため等高圧ガスの製造をするとき 
（略） 
②法の適用を受けない場合 
気密試験用等消費をするとき 

 

本機体のカタパルトはエアータンク、コンプレッサー、バルブが一体とし

て管理されている装置である。また、エアータンクから放出された圧縮空気

は大気中に放たれて消費される。以上のことから、法の適用を受けない場合

に該当する。 

 

(13) 少人数 (2～3 名) での運用が可能であること。 

Penguin C は離陸地点までの機器一式 (機体、アンテナ、地上局及びカタパルトを指
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す) 運搬、機器組立、離陸、ミッションフライト並びに着陸までの一連の作業を最小

人数 2名で遂行することが可能であるが設営完了までに約 1時間 30分程度かかる。し

かしながら、災害時の迅速な対応を最優先事項とすると、運搬から離陸までの過程は

人手が増えることで時間短縮をすることが可能であり、2 名以上の作業員を配置する

ことが望ましい。また、少人数での運用をする場合、使用している機材は重量物も多

く、安全性と効率を考慮して、機材積み降ろし用のリフターを備えた運搬車を準備し

ておくことが望ましい。 
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10. 今年度の成果と今後の課題 

 

本章では、2024 年度 (令和 6 年度) の有人ヘリモニタリングシステムの保守点検と運用の

実績と有人ヘリ及び無人ヘリモニタリングにより得られた成果をまとめ、今後の課題につ

いて記す。 

・RSI システム及び高精度 GPS システムの保守方法について 

RSI システムを導入してから 14 年目となり、軽微な異常が見られてきた。例えば、GPS

のエラーによるデータの未取得や RSI システムのバグ等である。GPS エラーに対しては、

有人ヘリ機内での GPS アンテナの取り付け位置を工夫して、データの未取得を防止できて

いる。RSI システムのバグについては、航空機モニタリングの実施前にシステムチェック

を確実に行い、RSI システムの不調に対する予防策を講じ、モニタリング作業に支障が出

ないようにする対応策の最適化が進んできている。一方で、RSI システムの保守は導入か

らの経年により必要性が増すため、メーカーを含めた保守体制を継続して保持することが

重要と考える。また、検出器に使用されている NaI(Tl)結晶は吸湿性を有し、空気中で潮解

することが知られている。潮解による検出効率の低下時期については空気との接触状況に

もよるため一概に言えないが、検出器のエネルギー分解能の変化を注視したうえで更新の

タイミングを計画していく必要がある。また、NaI(Tl)結晶を被覆している金属性のケース

内側に塗布されている酸化マグネシウム等の反射体に、機械的な振動等が原因で局部的な

片寄りが生じる場合があり、波高値及びエネルギー分解能が変化する可能性もあることに

留意する必要がある。 

RSI システムで現在用いているデータ収集装置 (RS-701) の後継品 (RS-705) が RSI から発

売されており、将来的に RS-701 に対するサポートが終了する懸念があることから、RS-

705 を 2022 年度 (令和 4 年度) に 1 台、2024 年度 (令和 6 年度) に 3 台購入した。RS-705 は

有人ヘリモニタリングに問題なく使用可能な事を確認できており、2025 年度 (令和 7 年度) 

より RS-701 と交換し運用を開始する予定である。今後も有人ヘリモニタリングを継続し

ていく上で、RSI システムの最新情報を入手するよう努めるとともに、トラブルの予防保

全のために計画的に有人ヘリモニタリングシステムを更新する必要がある。 

バッテリーについては、駆動時間等のパフォーマンスを一定レベルに維持するため、セ

ル等の部品を定期的に新品に交換している。一方で、保有するバッテリー (全 6 台) の購入

から 14年が経過しようとしており、部品の交換によってだけでは解決困難なパフォーマン

ス低下が起こることも予想される。今後もバッテリーのパフォーマンスレベルの変化を注

視しながら、内部点検等も併せた適切なメンテンスを行っていく必要がある。 

高精度 GPS システムについては、GNSS 受信機の性能が向上してきており、複数衛星か

らの信号受信を行うことが可能である。また、複数の周波数帯の信号を受信することで電

離層遅延の解消が可能であり、測位誤差の改善も成されてきている。今後も GNSS 受信機

に関する最新の知見を入手するよう努め、高精度 GPS システムの更新も随時検討すること
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が必要である。さらに、RSI システムの GPS 測位データでなく、高精度 GPS システムの測

位データをメインに使用して空間線量率マッピング等を実施することも検討する必要があ

る。 

参考として、RSI システムの運用を開始した 2011 年度から 2024 年度 (令和 6 年度) まで

の RSI システムの保守及び運用実績を Table 10-1 に示す。従来、東電福島原子力発電所周

辺の有人ヘリモニタリングは、2 機のヘリを用いて行っていたが、2024 年度 (令和 6 年度) 

よりヘリ 1 機のみで行うこととなった。現在は RSI 1 を主力として福島原子力発電所周辺

の航空機モニタリングに使用しており、RSI 2 は予備機材として位置付けている。有人ヘ

リが 1 機体制になったことにより、RSI 1 に復旧困難な異常が生じた場合でも、RSI 2 に代

替することで速やかにモニタリングの再開が可能である。 

 

・空間線量率マップや放射性 Cs 沈着量マップについて 

2023 年度 (令和 5 年度) より、東電福島原子力発電所から 80 km 圏内のモニタリングの一

部に無人ヘリモニタリングを導入した。2024 年度 (令和 6 年度) は、浜通りエリアにおいて

無人ヘリモニタリングの範囲を拡大した。有人ヘリモニタリングについては、様々なヘリ

コプターと RSI システムの組み合わせごとの解析パラメータの蓄積が行われ、信頼性の高

い数値の選択が可能になってきたと判断し、各解析パラメータに固定パラメータを用いた。

結果として、空間線量率マップは地上測定値とも良く整合し、今後も固定パラメータを用

いることに大きな問題はないと考える。キャリブレーションフライトは、確認及び参考デ

ータの位置付けとしつつ、今後とも実施してデータを蓄積し、現行の解析パラメータを過

信することなく、再設定を行うべきかを適宜検討する必要がある。他方で、Cs-137 の沈着

量マップについては、特に 100 kBq/m2 以下の領域で可搬型 Ge 検出器による地上測定値を

再現するのが困難であることが認められた。これには、第 19次モニタリング及び浜通り第

2 次無人ヘリモニタリングにおいて、測定範囲全域で重量緩衝深度 β = 1.0 (g/cm2) を一律に

適用していることが原因の一つと考えられることから、土地利用区分に応じて、より適切

な β の設定値などについて検討し、Cs-137 沈着量の評価精度の向上に取り組む必要がある。

また、Cs-134と K-40の γ線エネルギーピークを弁別して作成した天然放射性核種由来の空

間放射線量率マップは、可搬型 Ge 検出器による測定で評価した天然放射性核種由来の空

間放射線量率と良く一致した。このことから、上記の二つの放射性核種の複合ピークを仮

定した関数適合法によって、Cs-134 が有意に存在するような地域においても、天然放射性

核種の影響の度合いを推定できることを示した。 

 

・地形の起伏を考慮した空間線量率の補正手法 (地形補正手法) について 

2023 年度 (令和 5 年度) のモニタリング結果に地形補正手法を適用したところ、東電福島

原子力発電所から 5 km 圏内の無人ヘリモニタリングにおいて、地形を平坦と仮定してい

る標準的解析手法と比べて、空間線量率が 10 倍近く過大に評価される場合が認められた。
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これを受けて 2024 年度 (令和 6 年度) に地形補正手法による空間線量率の見直しを行い、

空間線量率の急激な補正を緩和するよう補正式の改良を施した。改良した地形補正手法

による空間線量率の換算結果について、地上測定値を用いて標準的解析手法と比較を行

うことで、空間線量率の換算精度の向上効果の定量的評価を行った。改良した地形補正

手法では、空間線量率は標準的解析手法に比べ全体的に低く評価される傾向にあり、過

年度に見られた空間線量率の過大評価が解消されたことを確認した。空間線量率の換算

結果と地上測定値との比較結果について、散布図に着目した場合、ファクター2 に収まる

プロットが標準的解析手法よりも明らかに増加した。また、相対誤差ヒストグラムに着

目した場合、標準的解析手法に比べて平均値及び中央値が 0に近づく等、相対誤差を小さ

くできることが分かった。今後、地形補正手法に掛かる処理時間を短縮できるよう計算

アルゴリズムを改良するとともに、東電福島原子力発電所以外の測定エリアにも本手法

を適用できるようにするなどの実用性向上に取り組む予定である。 

 

・空気中ラドン子孫核種の弁別手法について 

第 15次東日本モニタリングのデータにラドン弁別手法を適用した。地上測定値と比較し

た結果から、当該手法は BG フライトを行ってバックグラウンドを減算する標準的解析手

法についても精度的に劣るものでないことが分かった。ラドン弁別手法では、測定地点ご

とに大気中ラドン子孫核種の影響が除去できることから、本手法の高度化を継続していく

メリットは大きい。今後も標準的解析手法と比較しつつデータを蓄積し、本手法で独自に

使用するパラメータ (RI 及び GI) の算出方法を見直し、ラドン弁別手法の高度化を図る。

例えば、ばらつきが生じやすい RIについて、外れ値の影響を確実に緩和して算出する方法

を確立し、GI については 1 減じるなどの人為的なプロセスを経ずに最適な値を算出する方

法の検討などのブラッシュアップに取り組む予定である。 

 

・無人航空機を用いたフライト試験について 

原子力災害時等の緊急時モニタリングにおける、有人ヘリモニタリングの代替技術とし

て期待されている無人航空機について運用技術開発を進めた。Penguin C を用いて福島ロ

ボットテストフィールドにて、計 10 回のフライト試験 (総フライト時間約 1,100 分) を実施

した。本試験には 6 時間にわたる長時間のフライト試験及び夜間想定フライトを含めた。

全試験を予定通り完遂でき、システムの異常などは確認されなかった。以上のことより、

Penguin C のフライト性能に対する信頼性は高いものと考えられる。また、Penguin C 専用

の 2 つの放射線測定システム (環境用検出器及び緊急時用検出器) の測定精度を評価するた

め、当システム搭載して福島ロボットテストフィールドをフライトし、地表面から 1 m の

高さの空間線量率のマッピングを行った結果と歩行式サーベイメータによる地上測定値を

比較した。その結果、両者は概ね 1：1の関係にあることが見出され、当システムは一定の

精度を有していることが確認できた。また、環境用検出器と緊急時用検出器に備えている
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放射線検出器 (HR-GAGG) の数が異なることに起因して、各検出器が対応できる空間線量

率のレベルが異なることが示唆された。それぞれの検出器の活用目的に照らし合わせ、正

確な空間線量率評価が可能なモニタリング条件 (測線間隔や対地高度) を検証する必要があ

る。なお、今回のフライト試験は空間線量率が概ね 0.20 µSv/h 以下のエリアで実施したも

のであり、空間線量率の範囲が限定的であった。今後、東電福島原子力発電所周辺でより

高い空間線量率のエリアでフライト測定試験を行い、多様な空間線量率の環境で取得した

測定データを基にして、当システムの精度評価を行うことで、実運用時の空間線量率の換

算精度の信頼性を高めることが可能であると考える。 

 

Table 10-1 RSI システムの保守及び運用実績 

 
  

システム 構成機器 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

NaI検出器 RSX-3(1)
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

NaI検出器 RSX-3(2)
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

LaBr3検出器 RSX-1
購入

運用開始
運用継続

RS-501
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

RS-701
(2台)

購入
運用開始

運用継続

RS-705
(RS-701の後継品)

1台購入 1台購入
運用開始
予定

PDU
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

バッテリー
(3台)

購入
運用開始

修理
2台

修理
1台

修理
1台

修理
1台

修理
1台

運用継続

PC/RadAssist
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

サブモニタ
購入

運用開始
運用継続

NaI検出器 RSX-3(1)
購入

運用開始
更新 運用開始

予備として
確保

保守継続

NaI検出器 RSX-3(2)
購入

運用開始
更新 運用開始

予備として
確保

保守継続

LaBr3検出器 RSX-1
購入

運用開始
予備として

確保
保守継続

RS-501
購入

運用開始
更新 運用開始

予備として
確保

保守継続

RS-701
（2台)

購入
運用開始

予備として
確保

保守継続

RS-705
(RS-701の後継品)

2台購入 保守継続

PDU
購入

運用開始
更新 運用開始

予備として
確保

保守継続

バッテリー
(3台)

購入
運用開始

修理
2台

修理
1台

修理
1台

修理
1台

修理
1台

予備として
確保

保守継続

PC/RadAssist
購入

運用開始
更新 運用開始

予備として
確保

保守継続

サブモニタ
購入

運用開始
予備として

確保
保守継続

GPSアンテナ
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

受信機
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

気圧高度計
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

タブレットPC
購入

運用開始
更新 運用開始 運用継続

RSI 1
(主力)

高精度
GPS

RSI 2
(予備)
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11. まとめ 

 

2024 年度 (令和 6 年度) に予定された、東電福島原子力発電所から半径 80 km 圏内の有人

ヘリ及び無人ヘリモニタリング各 1回並びに 80 km圏外の有人ヘリモニタリングそれぞれ

1 回を実施した。東電福島原子力発電所から半径 5 km 圏内の無人ヘリモニタリングにつ

いては、「令和 6 年度放射性物質測定調査委託費及び原子力施設等防災対策委託費 (東京

電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の分布データの集約) 事業」で

実施され、得られた測定データを本事業で利用した。有人モニタリングと無人ヘリモニ

タリングの結果を統合して空間線量率及び放射性 Cs の地表面沈着量のマッピングを行っ

て過去の結果と比較し、東電福島原子力発電所事故の影響があったエリアの空間線量率

及び放射性 Cs の地表面沈着量の全体的な減少傾向を把握することができた。 

東電福島原子力発電所事故から航空機モニタリングが日本で実施されて 14 年目となっ

た。東電福島原子力発電所事故当時には定まっていなかった有人ヘリコプターによるモ

ニタリングの測定及びデータ解析手法が円熟してきており、RSI システムの定期的な保守

及び軽微なトラブルへの対応経験並びに測定データ解析手法のノウハウが蓄積されてき

ている。また、測定データ解析手法の高度化に資するため、標準的解析手法をベースと

した応用的データ解析手法の高度化を行った。それら応用的解析手法の有効性を評価す

るため、応用的解析手法を適用して得られた空間線量率マップと標準的解析手法による

ものとの比較を実施した。地形の起伏を考慮に入れた換算手法を第 19 次モニタリング、

浜通り第 2 次無人ヘリモニタリング及び第 16 回 5 km 圏内無人ヘリモニタリングのデータ

に適用し、空間線量率マップの作成を行った。地形を平坦と仮定する標準的解析手法に

よるものと比較したところ、地形の起伏を考慮に入れた場合、全体的に空間線量率が低

く算出される傾向にあった。地上測定値を用いて、それぞれのモニタリング手法による γ

線計数率から空間線量率への換算精度について評価したところ、地形の起伏を考慮に入

れた解析手法の方がより地上測定値に近づいたことから、当該手法が空間線量率の換算

精度の向上をもたらすことが示された。また、東日本第 15 次モニタリングのデータにラ

ドン弁別手法を適用して空間線量率マップを作成した。本手法及び標準的解析手法によ

り算出した地表面から 1 mの高さの空間線量率と地上測定値とを比較した。標準的解析手

法については山間部における空間線量率が地上測定値に対して 2.0 倍近く過大に評価され

る場合が見られたが、ラドン弁別手法では測定場所にほとんど依らず、過大評価する度

合いも 1.2 倍以下に抑えることができた。ラドン弁別手法は各測定場所における測定デー

タに基づいてバックグラウンドを減算できる点で、標準的解析手法よりも優れた手法で

あることが示唆された。 

無人航空機 Penguin C について福島ロボットテストフィールドにて、システムの異常等

無く、計 10回のフライト試験を完遂した。東電福島原子力発電所から 80 km圏内のモニタ

リングに、Penguin Cによるモニタリング範囲を拡大することも見据えて、次年度以降も引
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き続き本機体の運用を慣熟する試験及び放射線測定システムの測定精度の向上に資する試

験を継続していく必要がある。 
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